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･･････････････････････････････････････････････････････････378 

犬又は猫の引取り告示･･････････････････････････････････････379 

［ 議会局 ］ 

甲府市議会会議規則の一部を改正する規則････････････････････380 

- 3 -



甲府市議会議会局事務分掌規程の一部を改正する規程･･････････381 

［ 教育委員会 ］ 

甲府市教育委員会安全衛生管理規則の一部を改正する規則･･････383 

甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則･･････････384 

甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則を廃止する規則････385 

甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則･･････････386 

甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程････387 

甲府市教育委員会私有車公務使用規程の一部を改正する規程････388 

甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程････389 

文化財の甲府市指定有形文化財指定告示･･････････････････････390 

［ 選挙管理委員会 ］ 

選挙人名簿登録者総数の５０分の１、３分の１及び６分の１の数の告

示････････････････････････････････････････････････････････393 

［ 公平委員会 ］ 

甲府市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則････394 

［ 監査委員会 ］ 

包括外部監査人の監査の結果に関する報告の公表･･････････････395 

甲府市監査基準の一部を改正した旨の告示････････････････････396 

［ 農業委員会 ］ 

甲府市農業委員会３月定例総会招集公告･･････････････････････397 

［ 上下水道局 ］ 

甲府市上下水道局エネルギー管理規程････････････････････････398 

甲府市水道事業給水条例施行規程の一部を改正する規程････････403 

指定給水装置工事事業者の指定告示･･････････････････････････404 

指定給水装置工事事業者の給水装置工事事業の再開告示････････405 

指定給水装置工事事業者の給水装置工事事業の廃止告示････････406 

［ 甲府市災害対策本部 ］ 

甲府市災害対策本部活動規程の一部を改正する規程････････････407 

［ 甲府市地震災害警戒本部 ］ 

甲府市地震災害警戒本部活動規程の一部を改正する規程････････419 

［ 任免辞令 ］ 

市長事務部局･･････････････････････････････････････････････428 

議会局････････････････････････････････････････････････････430 

教育委員会････････････････････････････････････････････････430 

選挙管理委員会事務局･･････････････････････････････････････430 

監査委員会事務局･･････････････････････････････････････････431 

農業委員会事務局･･････････････････････････････････････････431 

上下水道局････････････････････････････････････････････････431 

 

 

※別紙・別冊についての掲載は省略しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 4 -



 

条例  
 

 

 甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月１９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１号 

   甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 甲府市国民健康保険条例（昭和３４年３月条例第９号）の一部を次のように改正 

する。 

附則第９項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１

号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロ

ナウイルス感染症」という」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロ

ナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機

関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）で

ある感染症をいう。以下同じ」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の甲府市国民健康保険

条例の規定は、令和３年２月１３日から適用する。 
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 甲府市附属機関設置条例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２号 

   甲府市附属機関設置条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法令又は他の条例に定めがあるもののほか、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項に規定する附属機関（以下「附属

機関」という。）の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（附属機関の設置及び担任事務） 

第２条 市長又は教育委員会（以下「市長等」という。）の附属機関として、別表

第１に掲げる機関を置き、その担任する事務は、同表の担任する事務欄に掲げる

とおりとする。 

２ 市長等は、必要があると認めるときは、その附属機関として、別表第２に掲げ

る機関を置くことができる。この場合において、その機関の担任する事務は、同

表の担任する事務欄に掲げるとおりとする。 

（組織） 

第３条 附属機関の委員（臨時委員、専門委員その他これらに準ずる委員を除

く。）の定数及び任期は、別表第１及び別表第２の委員の定数欄及び委員の任期

欄に掲げるとおりとする。 

２ 附属機関の委員は、学識経験のある者その他それぞれの附属機関が担任する事

務に応じて適当と認める者のうちから市長等が委嘱し、又は任命する。 

３  附属機関が担任する事務のうち、特定又は専門の事項について調査審議等をす

るため、分科会、部会その他これらに類する組織を当該附属機関に置くことがで

きる。 

（委任） 
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第４条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項

は、市長等が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に別表第１及び別表第２に掲げる附属機関に相当する合 

議体（以下「従前の合議体」という。）の委員である者は、この条例の施行の日

に、第３条第２項の規定により別表第１及び別表第２に掲げる附属機関の委員と

して委嘱され、又は任命されたものとみなす。この場合において、その委嘱さ

れ、又は任命されたものとみなされる者の任期は、同条第１項の規定にかかわら

ず、同日における従前の合議体の委員としての任期の残任期間と同一の期間とす

る。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年 

１０月条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

別表中９の４の項を９の６の項とし、９の３の項を９の５の項とし、９の２の 

項を９の４の項とし、９の項の次に次の２項を加える。 

９の２ 

 

甲府市公の施設に係る指定管

理者の候補者選定委員会 

委員長 日額 ８，９００円 

委員 日額 ８，２００円 

９の３ 甲府市公共事業評価委員会 委員長 日額 ８，９００円 

委員 日額 ８，２００円 

 別表中２０の９の項の次に次の３項を加える。 

２０の１０ 

 

甲府市予防接種健康被害調査

委員会 

委員長 日額 ８，９００円 

委員 日額 ８，２００円 

２０の１１ 

 

甲府市老人ホーム入所判定委

員会 

委員長 日額 ８，９００円 

委員 日額 ８，２００円 

２０の１２ 

 

甲府市介護サービス指定候補

事業者選定委員会 

委員長 日額 ８，９００円 

委員 

員 

日額 ８，２００円 
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別表中３５の項の次に次の１項を加える。 

３５の２  

 

市立甲府病院経営協議会 

 

会長 日額 ８，９００円 

委員 日額 ８，２００円 

別表中３６の項の次に次の２項を加える。 

３６の２ 

 

甲府市いじめ防止連携会議 

 

会長 日額 ８，９００円 

委員 日額 ８，２００円 

３６の３ 

 

甲府市立小中学校結核対策委

員会 

委員長 日額 ８，９００円 

委員 日額 ８，２００円 
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別表第１（第２条、第３条関係） 

番号 附属機関 担任する事務 委員の定数 委員の任期 

１ 甲府市公共事業

評価委員会 

公共事業の評価に関する事

項の調査及び審議に関する

こと。 

６人以内 ２年 

２ 甲府市老人ホー

ム入所判定委員

会 

老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）に基づく養

護老人ホームへの入所措置

の要否の判定についての審

査に関すること。 

６人以内 ２年 

３ 甲府市介護サー

ビス指定候補事

業者選定委員会 

介護保険法（平成９年法律

第１２３号）に規定する介

護サービス事業及び介護予

防サービス事業の運営につ

いての調査及び審議に関す

ること。 

７人以内 ２年 

４ 市立甲府病院経

営協議会 

市立甲府病院のあり方につ

いての調査及び審議に関す

ること。 

９人以内 ２年 

５ 甲府市いじめ防

止連携会議 

いじめの防止等に関係する

機関及び団体の連携に係る

協議に関すること。 

２０人以内 １年 

６ 甲府市立小中学

校結核対策委員

会 

市立小学校及び中学校にお

ける結核対策についての調

査及び審議に関すること。 

９人以内 ２年 
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別表第２（第２条、第３条関係） 

番号 附属機関 担任する事務 委員の定数 委員の任期 

１ 甲府市公の施設

に係る指定管理

者の候補者選定

委員会 

公の施設の指定管理者の候

補者の選定等に関する事項

についての調査及び審議に

関すること。 

６人以内 当該選定等

に係る期間 

２ 甲府市予防接種

健康被害調査委

員会 

定期予防接種により発生し

た健康被害等に関する事項

についての調査及び審議に

関すること。 

５人 当該調査等

に係る期間 
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 甲府市保健所関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３号 

   甲府市保健所関係手数料条例の一部を改正する条例 

 甲府市保健所関係手数料条例（平成３０年１２月条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表第１号から第３４号までを次のように改める。 

⑴ 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号） 

第５５条第１項の規定に基づく食品衛生法施

行令（昭和２８年政令第２２９号）第３５条

第１号の飲食店営業の許可の申請に対する審

査 

１件につき １６，０００円 

⑵ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２号の調理の機

能を有する自動販売機により食品を調理し、

調理された食品を販売する営業の許可の申請

に対する審査 

１件につき ９，６００円 

⑶ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第３号の食肉販売

業の許可の申請に対する審査 

１件につき ９，６００円 

⑷ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第４号の魚介類販

売業の許可の申請に対する審査 

１件につき ９，６００円 

⑸ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第５号の魚介類競

１件につき ２１，０００円 
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り売り営業の許可の申請に対する審査 

⑹ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第６号の集乳業  

の許可の申請に対する審査 

１件につき ９，６００円 

⑺ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第７号の乳処理業     

の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⑻ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第８号の特別牛乳

搾取処理業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⑼ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第９号の食肉処理

業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⑽ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１０号の食品の

放射線照射業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⑾ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１１号の菓子製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １４，０００円 

⑿ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１２号のアイス

クリーム類製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １４，０００円 

⒀ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１３号の乳製品

製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⒁ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１４号の清涼飲

料水製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 
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⒂ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１５号の食肉製

品製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⒃ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１６号の水産製

品製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⒄ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１７号の氷雪製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⒅ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１８号の液卵製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⒆ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第１９号の食用油

脂製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

⒇ 食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２０号のみそ又

はしょうゆ製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １６，０００円 

（２１）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２１号の酒類製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １６，０００円 

（２２）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２２号の豆腐製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １４，０００円 

（２３）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２３号の納豆製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １４，０００円 

（２４）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２４号の麺類製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １４，０００円 
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（２５）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２５号のそうざ

い製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

（２６）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２６号の複合型

そうざい製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ３０，０００円 

（２７）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２７号の冷凍食

品製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

（２８）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２８号の複合型

冷凍食品製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ３０，０００円 

（２９）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第２９号の漬物製

造業の許可の申請に対する審査 

１件につき １４，０００円 

（３０）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第３０号の密封包

装食品製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

（３１）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第３１号の食品の

小分け業の許可の申請に対する審査 

１件につき １４，０００円 

（３２）  食品衛生法第５５条第１項の規定に基づく

食品衛生法施行令第３５条第３２号の添加物

製造業の許可の申請に対する審査 

１件につき ２１，０００円 

（３３）及び（３４）  削除  

附 則 

１ この条例は、令和３年６月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る 

手数料について適用し、同日前にされた申請に係る手数料については、なお従前

の例による。 
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 甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第４号 

甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例等の一部を改正する条例 

（甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正） 

第１条 甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成３１年３月条例第６号。附則において「指定障害福祉サー

ビス基準条例」という。）の一部を次のように改正する。 

第４条第３項中「責任者を設置する等」を削り、「講ずるよう努めなければ」

を「講じなければ」に改める。 

第３５条に次の１項を加える。 

４ 指定居宅介護事業者は、適切な指定居宅介護の提供を確保する観点から、職

場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第３５条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３５条の２ 指定居宅介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利

用者に対する指定居宅介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策

定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとと
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もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定居宅介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じ

て業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３６条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護事業者は、当該指定居宅介護事業所において感染症が発生し、

又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定居宅介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレ

ビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図るこ

と。 

⑵ 当該指定居宅介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

指針を整備すること。 

⑶ 当該指定居宅介護事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん

延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第３７条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定居宅

介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第３７条の次に次の１条を加える。 

（身体的拘束等の禁止） 

第３７条の２ 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供に当たっては、利用

者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」と

いう。）を行ってはならない。 

２ 指定居宅介護事業者は、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必

要な事項を記録しなければならない。 

３ 指定居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置

を講じなければならない。 
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⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶ 従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

第４２条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４２条の２ 指定居宅介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定居宅介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的

に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定居宅介護事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研

修を定期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第５３条第１項及び第２項中「第３４条」の次に「、第３７条の２」を加え

る。 

第６４条第５項中「いう」を「いい、テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする」に改める。 

第７４条に次の１項を加える。 

４ 指定療養介護事業者は、適切な指定療養介護の提供を確保する観点から、職

場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第７７条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる

措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該指定療養介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従
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業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定療養介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定療養介護事業所において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施すること。 

第７８条に次の１項を加える。 

２ 指定療養介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定療養

介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第７９条を次のように改める。 

第７９条 削除 

第８１条第２項第４号中「第７９条第２項」を「次条において準用する第３７

条の２第２項」に改める。 

第８２条中「第３８条、第３９条第１項」を「第３５条の２、第３７条の２か

ら第３９条第１項まで」に、「第４２条」を「第４２条の２」に改める。 

第９２条の見出し中「支援」を「支援等」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 指定生活介護事業者は、当該指定生活介護事業者が提供する指定生活介護を

受けて通常の事業所に新たに雇用された障害者が、第２００条に規定する指定

就労定着支援の利用を希望する場合には、前項に定める支援が終了した日以後

速やかに当該指定就労定着支援を受けられるよう、第２０１条第１項に規定す

る指定就労定着支援事業者との連絡調整に努めなければならない。 

第９７条第２項中「指定生活介護事業所」を「当該指定生活介護事業所」に、

「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる措置を講じなけれ

ば」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該指定生活介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従

業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定生活介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防
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止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定生活介護事業所において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施すること。 

第９９条に次の１項を加える。 

２ 指定生活介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定生活

介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第１００条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「及び第

７９条から第８１条まで」を「、第８０条及び第８１条」に改める。 

第１０４条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に改める。 

第１１９条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に改め、「、第

７９条」を削り、「第９９条中」を「第９９条第１項中」に改める。 

第１２２条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に改め、「、第

７９条」を削る。 

第１３５条中「第３６条」を「第３５条（第１項及び第２項を除く。）」に改

める。 

第１４３条及び第１４６条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」

に、「第７９条から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に改める。 

第１５７条第２項第４号中「第７９条第２項」を「第３７条の２第２項」に改

める。 

第１５８条及び第１６１条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」

に改め、「、第７９条」を削る。 

第１６６条中第５項を削り、第６項を第５項とする。 

第１６７条第２項中「第４項まで及び第６項」を「第５項まで」に改める。 

第１７４条の見出し中「支援」を「支援等」に改め、同条に次の１項を加え

る。 

２ 指定就労移行支援事業者は、利用者が、第２００条に規定する指定就労定着

支援の利用を希望する場合には、前項に定める支援が終了した日以後速やかに
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当該指定就労定着支援を受けられるよう、第２０１条第１項に規定する指定就

労定着支援事業者との連絡調整を行わなければならない。 

第１７６条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に改める。 

第１８７条に次の１項を加える。 

２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、利用者が、第２００条に規定する指定就労

定着支援の利用を希望する場合には、前項に定める支援が終了した日以後速や

かに当該指定就労定着支援を受けられるよう、第２０１条第１項に規定する指

定就労定着支援事業者との連絡調整に努めなければならない。 

第１８９条の次に次の１条を加える。 

（厚生労働大臣が定める事項の評価等） 

第１８９条の２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、指定就労継続支援Ａ型事業所

ごとに、おおむね１年に１回以上、利用者の労働時間その他の当該指定就労継

続支援Ａ型事業所の運営状況に関し必要な事項として厚生労働大臣が定める事

項について、厚生労働大臣が定めるところにより、自ら評価を行い、その結果

をインターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

第１９０条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に、「第９９条中」を「第９９条

第１項中」に改める。 

第１９５条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に改める。 

第１９９条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に、「第９９条中」を「第９９条

第１項中」に改める。 

第２０６条の見出し中「支援」を「支援等」に改め、同条第２項中「対面」の

次に「又はテレビ電話装置等を用いる方法その他の対面に相当する方法」を加え

る。 

第２１０条及び第２１８条中「第４３条まで」を「第３７条まで、第３８条か

ら第４３条まで」に改める。 

第２２０条第３項中「指定共同生活援助の」を「指定共同生活援助事業所の」
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に改める。 

第２３１条に次の１項を加える。 

６ 指定共同生活援助事業者は、適切な指定共同生活援助の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第２３５条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に、「第９９条中」を「第９９条

第１項中」に改める。 

第２３８条第４項及び第５項中「日中サービス支援型指定共同生活援助の」を

「日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の」に改める。 

第２４５条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に、「第９９条中」を「第９９条

第１項中」に改める。 

第２４８条第３項中「外部サービス利用型指定共同生活援助の」を「外部サー

ビス利用型指定共同生活援助事業所の」に改める。 

第２５５条に次の１項を加える。 

５ 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、適切な外部サービス利用型

指定共同生活援助の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確

化等の必要な措置を講じなければならない。 

第２５６条中「第３８条」を「第３５条の２、第３７条の２」に、「第７９条

から第８１条まで」を「第８０条、第８１条」に、「第９９条中」を「第９９条

第１項中」に改める。 

第２５７条第１項中「及び第５項」を削り、同条第２項中「第６項」を「第５

項」に改める。 

第２６３条第１項中「第３８条から」を「第３５条の２、第３７条の２から」

に、「第６５条」を「第６６条」に改め、「第７６条まで」の次に「、第８０
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条」を、「第８７条」の次に「、第９３条から第９５条まで」を加え、「第９９

条」を「第９７条から第９９条まで」に、「第２６３条第２項から第５項まで」

を「第２６３条第１項」に、「第５号及び第６号」を「第４号から第６号までの

規定」に改め、同条第２項中「第６６条、第７９条、第８０条、」を削り、「か

ら第９５条まで、第９７条及び第９８条」を「及び第９１条」に改め、「、第

７９条第１項中「指定療養介護」とあるのは「特定基準該当生活介護」と」、

「及び第９３条第４項」及び「、第９５条第２号中「介護給付費又は特例介護給

付費」とあるのは「特例介護給付費」と、第９７条第２項中「指定生活介護事業

所」とあるのは「特定基準該当障害福祉サービス事業所」と」を削り、同条第３

項中「第６６条、第７９条、第８０条、第９３条から第９５条まで、第９７条、

第９８条、」及び「、第７９条第１項中「指定療養介護」とあるのは「特定基準

該当自立訓練（機能訓練）」と、第９３条第４項中「指定生活介護事業所」とあ

るのは「特定基準該当障害福祉サービス事業所」と、第９５条第２号中「介護給

付費又は特例介護給付費」とあるのは「特例訓練等給付費」と、第９７条第２項

中「指定生活介護事業所」とあるのは「特定基準該当障害福祉サービス事業所」

と」を削り、同条第４項中「第６６条、第７９条、第８０条、第９３条から第

９５条まで、第９７条、第９８条、」及び「、第７９条第１項中「指定療養介

護」とあるのは「特定基準該当自立訓練（生活訓練）」と、第９３条第４項中

「指定生活介護事業所」とあるのは「特定基準該当障害福祉サービス事業所」

と、第９５条第２号中「介護給付費又は特例介護給付費」とあるのは「特例訓練

等給付費」と、第９７条第２項中「指定生活介護事業所」とあるのは「特定基準

該当障害福祉サービス事業所」と」を削り、同条第５項中「第６６条、第７９

条、第８０条、」、「、第９３条から第９５条まで、第９７条、第９８条」及び

「、第７９条第１項中「指定療養介護」とあるのは「特定基準該当就労継続支援

Ｂ型」と、第９３条第４項中「指定生活介護事業所」とあるのは「特定基準該当

障害福祉サービス事業所」と、第９５条第２号中「介護給付費又は特例介護給付

費」とあるのは「特例訓練等給付費」と、第９７条第２項中「指定生活介護事業

所」とあるのは「特定基準該当障害福祉サービス事業所」と」を削る。 

附則第１５項及び第１６項中「平成３３年３月３１日」を「令和６年３月３１

日」に改める。 
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（甲府市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第２条 甲府市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成３１年３月条例第７号。附則において「指定障害者支援施設基準条

例」という。）の一部を次のように改正する。 

第４条第３項中「責任者を設置する等」を削り、「講ずるよう努めなければ」

を「講じなければ」に改める。 

第６条第１項第４号中エを削り、オをエとする。 

第７条第１項中「及びエ」を削り、同条第２項中「及びオ並びに」を「及びエ

並びに」に改める。 

第１４条第１項中「条例第６号」の次に「。第３５条において「指定障害福祉

サービス基準条例」という。」を加える。 

第２６条第５項中「いう」を「いい、テレビ電話装置その他の情報通信機器

（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る」に改める。 

第３５条の見出し中「支援」を「支援等」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 指定障害者支援施設等は、就労移行支援の提供に当たっては、利用者が、指

定就労定着支援（指定障害福祉サービス基準条例第２００条に規定する指定就

労定着支援をいう。以下同じ。）の利用を希望する場合には、第１項に定める

支援が終了した日以後速やかに当該指定就労定着支援を受けられるよう、指定

就労定着支援事業者（同条例第２０１条第１項に規定する指定就労定着支援事

業者をいう。以下同じ。）との連絡調整を行わなければならない。 

４ 指定障害者支援施設等は、就労継続支援Ｂ型の提供に当たっては、利用者

が、指定就労定着支援の利用を希望する場合には、第２項に定める支援が終了

した日以後速やかに指定就労定着支援を受けられるよう、指定就労定着支援事

業者との連絡調整に努めなければならない。 

第４６条に次の１項を加える。 

４ 指定障害者支援施設等は、適切な施設障害福祉サービスの提供を確保する観

点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動

であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害
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されることを防止するための指針の整備等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第４６条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第４６条の２ 指定障害者支援施設等は、感染症や非常災害の発生時において、

利用者に対する施設障害福祉サービスの提供を継続的に実施するための、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定障害者支援施設等は、従業者に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定障害者支援施設等は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応

じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第４９条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる

措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該指定障害者支援施設等における感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、

従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定障害者支援施設等における感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定障害者支援施設等において、従業者に対し、感染症及び食中毒の

予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施すること。 

第５１条に次の１項を加える。 

２ 指定障害者支援施設等は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定障

害者支援施設等に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させる

ことにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第５２条に次の１項を加える。 

３ 指定障害者支援施設等は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措
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置を講じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶ 従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

第５８条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第５８条の２ 指定障害者支援施設等は、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定障害者支援施設等における虐待の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期

的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定障害者支援施設等において、従業者に対し、虐待の防止のための

研修を定期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（甲府市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第３条 甲府市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成３１年３月条例第８号。附則において「障害福祉サービス基準条例」とい

う。）の一部を次のように改正する。 

目次中「第３３条」を「第３３条の２」に改める。 

第３条第３項中「責任者を設置する等」を削り、「講ずるよう努めなければ」

を「講じなければ」に改める。 

第１８条第５項中「いう」を「いい、テレビ電話装置その他の情報通信機器

（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る」に改める。 

第２６条に次の１項を加える。 

４ 療養介護事業者は、適切な療養介護の提供を確保する観点から、職場におい
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て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第２６条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２６条の２ 療養介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者

に対する療養介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 療養介護事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 療養介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行うものとする。 

第２８条第２項中「療養介護事業所」を「当該療養介護事業所」に、「必要な

措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる措置を講じなければ」に改

め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該療養介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 

⑵ 当該療養介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。 

⑶ 当該療養介護事業所において、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓

練を定期的に実施すること。 

第２９条に次の１項を加える。 

３ 療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、
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その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶ 職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

第２章中第３３条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３３条の２ 療養介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該療養介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に

開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該療養介護事業所において、職員に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４６条の見出し中「支援」を「支援等」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 生活介護事業者は、当該生活介護事業者が提供する生活介護を受けて通常の

事業所に新たに雇用された障害者が、指定就労定着支援（甲府市指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

３１年３月条例第６号）第２００条に規定する指定就労定着支援をいう。以下

同じ。）の利用を希望する場合には、前項に定める支援が終了した日以後速や

かに当該指定就労定着支援を受けられるよう、指定就労定着支援事業者（同条

例第２０１条第１項に規定する指定就労定着支援事業者をいう。以下同じ。）

との連絡調整に努めなければならない。 

第５０条第２項中「生活介護事業所」を「当該生活介護事業所」に、「必要な

措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる措置を講じなければ」に改

め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該生活介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 
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⑵ 当該生活介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。 

⑶ 当該生活介護事業所において、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓

練を定期的に実施すること。 

第５２条、第５７条及び第６２条中「第３３条」を「第３３条の２」に改め

る。 

第６５条中第６項を削り、第７項を第６項とする。 

第６６条第２項中「第５項まで及び第７項」を「第６項まで」に改める。 

第７０条の見出し中「支援」を「支援等」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 就労移行支援事業者は、利用者が、指定就労定着支援の利用を希望する場合

には、前項に定める支援が終了した日以後速やかに指定就労定着支援を受けら

れるよう、指定就労定着支援事業者との連絡調整を行わなければならない。 

第７２条中「第３３条」を「第３３条の２」に改める。 

第７５条の次に次の１条を加える。 

（厚生労働大臣が定める事項の評価等） 

第７５条の２ 就労継続支援Ａ型事業者は、就労継続支援Ａ型事業所ごとに、お

おむね１年に１回以上、利用者の労働時間その他の当該就労継続支援Ａ型事業

所の運営状況に関し必要な事項として厚生労働大臣が定める事項について、厚

生労働大臣が定めるところにより、自ら評価を行い、その結果をインターネッ

トの利用その他の方法により公表しなければならない。 

第８６条に次の１項を加える。 

２ 就労継続支援Ａ型事業者は、利用者が、指定就労定着支援の利用を希望する

場合には、前項に定める支援が終了した日以後速やかに指定就労定着支援を受

けられるよう、指定就労定着支援事業者との連絡調整に努めなければならな

い。 

第８８条及び第９１条中「第３３条」を「第３３条の２」に改める。 

第９３条第１項中「及び第６項」を削り、同条第２項中「第７項」を「第６

項」に改める。 

（甲府市地域活動支援センターに関する基準を定める条例の一部改正） 
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第４条 甲府市地域活動支援センターに関する基準を定める条例（平成３０年１２

月条例第５２号。附則において「地域活動支援センター基準条例」という。）の

一部を次のように改正する。 

第２条第４項中「責任者を設置する等」を削り、「講ずるよう努めなければ」

を「講じなければ」に改める。 

第１４条の次に次の１条を加える。 

（勤務体制の確保等） 

第１４条の２ 地域活動支援センターは、利用者に対し、適切なサービスを提供

できるよう、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 地域活動支援センターは、当該地域活動支援センターの職員によってサービ

スを提供しなければならない。ただし、利用者の支援に直接影響を及ぼさない

業務については、この限りでない。 

３ 地域活動支援センターは、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確

保しなければならない。 

４ 地域活動支援センターは、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１５条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１５条の２ 地域活動支援センターは、感染症や非常災害の発生時において、

利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 地域活動支援センターは、職員に対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 地域活動支援センターは、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応

じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第１６条第２項中「地域活動支援センターにおいて」を「当該地域活動支援セ

ンターにおいて」に、「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げ
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る措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該地域活動支援センターにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器

（第２０条第１号において「テレビ電話装置等」という。）を活用して行う

ことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該地域活動支援センターにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該地域活動支援センターにおいて、職員に対し、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施すること。 

第１９条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第２０条 地域活動支援センターは、虐待の発生又はその再発を防止するため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該地域活動支援センターにおける虐待の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期

的に開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該地域活動支援センターにおいて、職員に対し、虐待の防止のための研

修を定期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（甲府市福祉ホームに関する基準を定める条例の一部改正） 

第５条 甲府市福祉ホームに関する基準を定める条例（平成３０年１２月条例第

５３号。附則において「福祉ホーム基準条例」という。）の一部を次のように改

正する。 

第２条第４項中「責任者を設置する等」を削り、「講ずるよう努めなければ」

を「講じなければ」に改める。 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（勤務体制の確保等） 

第１２条の２ 福祉ホームは、利用者に対し、適切なサービスを提供できるよ
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う、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 福祉ホームは、当該福祉ホームの職員によってサービスを提供しなければな

らない。ただし、利用者の支援に直接影響を及ぼさない業務については、この

限りでない。 

３ 福祉ホームは、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなけれ

ばならない。 

４ 福祉ホームは、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行

われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１３条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１３条の２ 福祉ホームは、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対

するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業

務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 福祉ホームは、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 福祉ホームは、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うものとする。 

第１４条第２項中「福祉ホームにおいて」を「当該福祉ホームにおいて」に改

め、「感染症」の次に「又は食中毒」を加え、「必要な措置を講ずるよう努めな

ければ」を「、次に掲げる措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加え

る。 

⑴ 当該福祉ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（第１８条

第１号において「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 

⑵ 当該福祉ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため
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の指針を整備すること。 

⑶ 当該福祉ホームにおいて、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を

定期的に実施すること。 

第１７条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第１８条 福祉ホームは、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

⑴ 当該福祉ホームにおける虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該福祉ホームにおいて、職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的

に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（甲府市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第６条 甲府市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

３０年１２月条例第５４号。附則において「障害者支援施設等基準条例」とい

う。）の一部を次のように改正する。 

目次中「第４６条」を「第４７条」に改める。 

第３条第３項中「責任者を設置する等」を削り、「講ずるよう努めなければ」

を「講じなければ」に改める。 

第１２条第１項第４号中エを削り、オをエとする。 

第１３条第１項中「及びエ」を削り、同条第２項中「及びオ並びに」を「及び

エ並びに」に改める。 

第２０条第５項中「いう」を「いい、テレビ電話装置その他の情報通信機器

（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る」に改める。 

第２９条の見出し中「支援」を「支援等」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 障害者支援施設は、就労移行支援の提供に当たっては、利用者が、指定就労

定着支援（甲府市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関す
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る基準等を定める条例（平成３１年３月条例第６号）第２００条に規定する指

定就労定着支援をいう。以下同じ。）の利用を希望する場合には、第１項に定

める支援が終了した日以後速やかに当該指定就労定着支援を受けられるよう、

指定就労定着支援事業者（同条例第２０１条第１項に規定する指定就労定着支

援事業者をいう。以下同じ。）との連絡調整を行わなければならない。 

４ 障害者支援施設は、就労継続支援Ｂ型の提供に当たっては、利用者が、指定

就労定着支援の利用を希望する場合には、第２項に定める支援が終了した日以

後速やかに指定就労定着支援を受けられるよう、指定就労定着支援事業者との

連絡調整に努めなければならない。 

第３８条に次の１項を加える。 

４ 障害者支援施設は、適切な施設障害福祉サービスの提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であ

って業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害される

ことを防止するための指針の整備等の必要な措置を講じなければならない。 

第３８条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３８条の２ 障害者支援施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者

に対する施設障害福祉サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 障害者支援施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 障害者支援施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行うものとする。 

第４０条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる

措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該障害者支援施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 
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⑵ 当該障害者支援施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。 

⑶ 当該障害者支援施設において、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓

練を定期的に実施すること。 

第４２条に次の１項を加える。 

３ 障害者支援施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、

その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶ 職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

第４６条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４７条 障害者支援施設は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該障害者支援施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に

開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該障害者支援施設において、職員に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第７条 甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（令和元年６月条例第３号。附則において「指定通所支援基準条例」とい

う。）の一部を次のように改正する。 

第４条第４項中「責任者を設置する等」を削り、「講ずるよう努めなければ」
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を「講じなければ」に改める。 

第７条第１項第１号中「、保育士又は学校教育法の規定による高等学校若しく

は中等教育学校を卒業した者、同法第９０条第２項の規定により大学への入学を

認められた者、通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以

外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）若しくは文部科

学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であって、２年以上障害福

祉サービスに係る業務に従事したもの（以下「障害福祉サービス経験者」とい

う。）」を「又は保育士」に、「、保育士又は障害福祉サービス経験者」を「又

は保育士」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、日常生

活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員（日常生活を営

むのに必要な機能訓練を担当する職員をいう。以下同じ。）を、日常生活及び

社会生活を営むために医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理、喀痰
かくたん

吸引その

他厚生労働大臣が定める医療行為をいう。以下同じ。）を恒常的に受けること

が不可欠である障害児に医療的ケアを行う場合には看護職員（保健師、助産

師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）を、それぞれ置かなければなら

ない。ただし、次のいずれかに該当する場合には、看護職員を置かないことが

できる。 

⑴ 医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が障害児に対して医療的ケアを行う場合 

⑵ 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年

法律第３０号）第４８条の３第１項の登録に係る事業所である場合に限

る。）において、医療的ケアのうち喀痰吸引等（同法第２条第２項に規定す

る喀痰吸引等をいう。次条及び第８０条において同じ。）のみを必要とする

障害児に対し、当該登録を受けた者が自らの事業又はその一環として喀痰吸

引等業務（同法第４８条の３第１項に規定する喀痰吸引等業務をいう。次条

及び第８０条において同じ。）を行う場合 

⑶ 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法附則第２０条

第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において、医療的ケアのう

ち特定行為（同法附則第３条第１項に規定する特定行為をいう。次条及び第
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８０条において同じ。）のみを必要とする障害児に対し、当該登録を受けた

者が自らの事業又はその一環として特定行為業務（同法附則第２０条第１項

に規定する特定行為業務をいう。次条及び第８０条において同じ。）を行う

場合 

第７条第７項を同条第８項とし、同条第６項中「第１項第１号」を「第３項の

規定により機能訓練担当職員等の数を含める場合における第１項第１号」に、

「、保育士及び障害福祉サービス経験者」を「又は保育士の合計数」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「、保育士及び障害福祉サービス経験者」を

「又は保育士」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項を同条第５項とし、

同条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項第２号中「（保健師、助産

師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）」を削り、同項を同条第４項と

し、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定に基づき、機能訓練担当職員又は看護職員（以下この条、次条及

び第８０条において「機能訓練担当職員等」という。）を置いた場合におい

て、当該機能訓練担当職員等が指定児童発達支援の単位ごとにその提供を行う

時間帯を通じて専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる場合には、当該機能

訓練担当職員等の数を児童指導員又は保育士の合計数に含めることができる。 

第８条第２項を次のように改める。 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、日常生

活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員を、日常生活及

び社会生活を営むために医療的ケアを恒常的に受けることが不可欠である障害

児に医療的ケアを行う場合には看護職員を、それぞれ置かなければならない。

ただし、次のいずれかに該当する場合には、看護職員を置かないことができ

る。 

⑴ 医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が障害児に対して医療的ケアを行う場合 

⑵ 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の３

第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において、医療的ケアのう

ち喀痰吸引等のみを必要とする障害児に対し、当該登録を受けた者が自らの

事業又はその一環として喀痰吸引等業務を行う場合 
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⑶ 当該指定児童発達支援事業所（社会福祉士及び介護福祉士法附則第２０条

第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において、医療的ケアのう

ち特定行為のみを必要とする障害児に対し、当該登録を受けた者が自らの事

業又はその一環として特定行為業務を行う場合 

第８条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第８項とし、同条

第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項中

「第２項」の次に「及び第３項」を加え、同項を同条第５項とし、同項の次に次

の１項を加える。 

６ 第３項の規定により機能訓練担当職員等の数を含める場合における第１項第

２号アの児童指導員及び保育士の総数の半数以上は、児童指導員又は保育士で

なければならない。 

第８条第３項中「前項」を「前２項」に、「を置かなければならないものと

し、その員数は、当該各号に定める数とする」を「（第２項ただし書各号のいず

れかに該当する場合にあっては、第３号に掲げる看護職員を除く。）を置かなけ

ればならない」に改め、同項に次の１号を加え、同項を同条第４項とする。 

⑶ 看護職員（日常生活及び社会生活を営むために医療的ケアを恒常的に受け

ることが不可欠である障害児に医療的ケアを行う場合に限る。） 医療的ケ

アを行うために必要な数 

第８条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定に基づき、機能訓練担当職員等を置いた場合においては、当該機

能訓練担当職員等の数を児童指導員及び保育士の総数に含めることができる。 

第２９条第５項中「会議」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通信機器

（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る。）」を加える。 

第４０条に次の１項を加える。 

４ 指定児童発達支援事業者は、適切な指定児童発達支援の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 
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第４０条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第４０条の２ 指定児童発達支援事業者は、感染症や非常災害の発生時におい

て、利用者に対する指定児童発達支援の提供を継続的に実施するための、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知する

とともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第４３条第２項中「指定児童発達支援事業所」を「当該指定児童発達支援事業

所」に、「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に掲げる措置を講じ

なければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該指定児童発達支援事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定児童発達支援事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定児童発達支援事業所において、従業者に対し、感染症及び食中毒

の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止

のための訓練を定期的に実施すること。 

第４５条に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定

児童発達支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第４６条に次の１項を加える。 

３ 指定児童発達支援事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる

措置を講じなければならない。 
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⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

⑶ 従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

第４７条に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定児童発達支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図るこ

と。 

⑵ 当該指定児童発達支援事業所において、従業者に対し、虐待の防止のため

の研修を定期的に実施すること。 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第６１条第１項第１号中「、保育士又は障害福祉サービス経験者」を「又は保

育士」に改め、同条第３項を削る。 

第７８条中「第４５条中」を「第４５条第１項中」に改める。 

第８０条第１項第１号中「、保育士又は障害福祉サービス経験者」を「又は保

育士」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定放課後等デイサービス事業所におい

て、日常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員を、

日常生活及び社会生活を営むために医療的ケアを恒常的に受けることが不可欠

である障害児に医療的ケアを行う場合には看護職員を、それぞれ置かなければ

ならない。ただし、次のいずれかに該当する場合には、看護職員を置かないこ

とができる。 

⑴ 医療機関等との連携により、看護職員を指定放課後等デイサービス事業所

に訪問させ、当該看護職員が障害児に対して医療的ケアを行う場合 

⑵ 当該指定放課後等デイサービス事業所（社会福祉士及び介護福祉士法第
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４８条の３第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において、医療

的ケアのうち喀痰吸引等のみを必要とする障害児に対し、当該登録を受けた

者が自らの事業又はその一環として喀痰吸引等業務を行う場合 

⑶ 当該指定放課後等デイサービス事業所（社会福祉士及び介護福祉士法附則

第２０条第１項の登録に係る事業所である場合に限る。）において、医療的

ケアのうち特定行為のみを必要とする障害児に対し、当該登録を受けた者が

自らの事業又はその一環として特定行為業務を行う場合 

第８０条第７項を同条第８項とし、同条第６項中「第１項第１号」を「第３項

の規定により機能訓練担当職員等の数を含める場合における第１項第１号」に、

「、保育士及び障害福祉サービス経験者」を「又は保育士の合計数」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「、保育士又は障害福祉サービス経験者」を

「又は保育士」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項を同条第５項とし、

同条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定に基づき、機能訓練担当職員等を置いた場合において、当該機能

訓練担当職員等が指定放課後等デイサービスの単位ごとにその提供を行う時間

帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提供に当たる場合には、当該

機能訓練担当職員等の数を児童指導員又は保育士の合計数に含めることができ

る。 

第８７条第１項第１号中「、保育士又は障害福祉サービス経験者」を「又は保

育士」に改め、同条第３項を削る。 

第９２条第２項中「の学部で」を「（短期大学を除く。）若しくは大学院にお

いて」に改め、「学科」の次に「、研究科」を加える。 

第９８条中「第４０条」の次に「、第４０条の２」を加える。 

第１０３条中「第４０条」の次に「、第４０条の２」を加え、「第４５条中」

を「第４５条第１項中」に改める。 

第１０４条第１項中「、第２項及び第４項、第８条」を「から第３項まで及び

第５項、第８条（第３項及び第６項を除く。）」に、「第８０条第１項、第２項

及び第４項」を「第８０条第１項から第３項まで及び第５項」に、「と、「指定

児童発達支援」」を「と、同条第３項及び第５項中「指定児童発達支援」」に改
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め、「、同条第４項中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と」を

削り、「第３項中「指定児童発達支援事業所」を「第４項中「指定児童発達支援

事業所」に、「第４項中「指定児童発達支援事業所」を「第５項中「指定児童発

達支援事業所」に、「第５項」を「第７項」に、「第６項」を「第８項」に改

め、「、「指定放課後等デイサービスの」とあるのは「指定通所支援の」と」を

削り、「同条第４項中「指定放課後等デイサービス」」を「同条第３項及び第５

項中「指定放課後等デイサービス」」に改め、同条第２項中「第７条第５項」を

「第７条第６項」に、「第８０条第５項」を「第８０条第６項」に改める。 

附則第２項中「第３項」を「第４項」に改める。 

（甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第８条 甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０

年１２月条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

第２７条第３項中「の学部で」を「（短期大学を除く。）若しくは大学院にお

いて」に改め、「学科」の次に「、研究科」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、第１条の規定によ

る改正後の指定障害福祉サービス基準条例（以下「新指定障害福祉サービス基準

条例」という。）第４条第３項及び第４２条の２（新指定障害福祉サービス基準

条例第４５条第１項及び第２項、第４８条、第５３条第１項及び第２項、第８２

条、第１００条、第１０４条、第１１９条、第１２２条、第１３５条、第１４３

条、第１４６条、第１５８条、第１６１条、第１７６条、第１９０条、第１９５

条、第１９９条、第２１０条、第２１８条、第２３５条、第２４５条、第２５６

条並びに第２６３条第１項において準用する場合を含む。）、第２条の規定によ

る改正後の指定障害者支援施設基準条例（以下「新指定障害者支援施設基準条

例」という。）第４条第３項及び第５８条の２、第３条の規定による改正後の障

害福祉サービス基準条例（以下「新障害福祉サービス基準条例」という。）第３

条第３項及び第３３条の２（新障害福祉サービス基準条例第５２条、第５７条、
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第６２条、第７２条、第８８条及び第９１条において準用する場合を含む。）、

第４条の規定による改正後の地域活動支援センター基準条例（以下「新地域活動

支援センター基準条例」という。）第２条第４項及び第２０条、第５条の規定に

よる改正後の福祉ホーム基準条例（以下「新福祉ホーム基準条例」という。）第

２条第４項及び第１８条、第６条の規定による改正後の障害者支援施設等基準条

例（以下「新障害者支援施設等基準条例」という。）第３条第３項及び第４７

条、第７条の規定による改正後の指定通所支援基準条例（以下「新指定通所支援

基準条例」という。）第４条第４項及び第４７条第２項（新指定通所支援基準条

例第６０条、第６４条、第７８条、第８５条、第８６条、第９０条、第９８条及

び第１０３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これら

の規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

第３条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定障害福祉サ

ービス基準条例第３５条の２（新指定障害福祉サービス基準条例第４５条第１項

及び第２項、第４８条、第５３条第１項及び第２項、第８２条、第１００条、第

１０４条、第１１９条、第１２２条、第１３５条、第１４３条、第１４６条、第

１５８条、第１６１条、第１７６条、第１９０条、第１９５条、第１９９条、第

２１０条、第２１８条、第２３５条、第２４５条、第２５６条並びに第２６３条

第１項において準用する場合を含む。）、新指定障害者支援施設基準条例第４６

条の２、新障害福祉サービス基準条例第２６条の２（新障害福祉サービス基準条

例第５２条、第５７条、第６２条、第７２条、第８８条及び第９１条において準

用する場合を含む。）、新地域活動支援センター基準条例第１５条の２、新福祉

ホーム基準条例第１３条の２、新障害者支援施設等基準条例第３８条の２、新指

定通所支援基準条例第４０条の２（新指定通所支援基準条例第６０条、第６４

条、第７８条、第８５条、第８６条、第９０条、第９８条及び第１０３条におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなけ

れば」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるの

は「実施するよう努めなければ」と、「行う」とあるのは「行うよう努める」と

する。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 
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第４条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定障害福祉サ

ービス基準条例第３６条第３項（新指定障害福祉サービス基準条例第４５条第１

項及び第２項、第４８条、第５３条第１項及び第２項、第１３５条、第２１０条

並びに第２１８条において準用する場合を含む。）、第７７条第２項及び第９７

条第２項（新指定障害福祉サービス基準条例第１０４条、第１１９条、第１２２

条、第１４３条、第１４６条、第１５８条、第１６１条、第１７６条、第１９０

条、第１９５条、第１９９条、第２３５条、第２４５条、第２５６条及び第

２６３条第１項において準用する場合を含む。）、新指定障害者支援施設基準条

例第４９条第２項、新障害福祉サービス基準条例第２８条第２項及び第５０条第

２項（新障害福祉サービス基準条例第５７条、第６２条、第７２条、第８８条及

び第９１条において準用する場合を含む。）、新地域活動支援センター基準条例

第１６条第２項、新福祉ホーム基準条例第１４条第２項、新障害者支援施設等基

準条例第４０条第２項、新指定通所支援基準条例第４３条第２項（新指定通所支

援基準条例第６０条、第６４条、第７８条、第８５条、第８６条、第９０条、第

９８条及び第１０３条において準用する場合を含む。）の規定の適用について

は、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と

する。 

（身体的拘束等の禁止に係る経過措置） 

第５条 この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、新指定障害福祉サ

ービス基準条例第３７条の２第３項（新指定障害福祉サービス基準条例第４５条

第１項及び第２項、第４８条、第８２条、第１００条、第１０４条、第１１９

条、第１２２条、第１３５条、第１４３条、第１４６条、第１５８条、第１６１

条、第１７６条、第１９０条、第１９５条、第１９９条、第２３５条、第２４５

条、第２５６条並びに第２６３条第１項において準用する場合を含む。）、新指

定障害者支援施設基準条例第５２条第３項、新障害福祉サービス基準条例第２９

条第３項（新障害福祉サービス基準条例第５２条、第５７条、第６２条、第７２

条、第８８条及び第９１条において準用する場合を含む。）、新障害者支援施設

等基準条例第４２条第３項、新指定通所支援基準条例第４６条第３項（新指定通

所支援基準条例第６０条、第６４条、第７８条、第８５条、第８６条、第９０

条、第９８条及び第１０３条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ
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いては、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなけれ

ば」とする。 

第６条 この条例の施行の際現に指定を受けている第７条の規定による改正前の指

定通所支援基準条例（以下「旧指定通所支援基準条例」という。）第７条第１項

に規定する指定児童発達支援事業者（次条及び附則第８条において「旧指定児童

発達支援事業者」という。）については、新指定通所支援基準条例第７条第１項

及び第６項の規定にかかわらず、令和５年３月３１日までの間は、なお従前の例

による。 

第７条 旧指定児童発達支援事業者に対する新指定通所支援基準条例第７条第３項

及び第７項の規定の適用については、令和５年３月３１日までの間、同条第３項

中「又は保育士」とあるのは「、保育士又は学校教育法の規定による高等学校若

しくは中等教育学校を卒業した者、同法第９０条第２項の規定により大学への入

学を認められた者、通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課

程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）若しくは文

部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であって、２年以上障

害福祉サービスに係る業務に従事したもの（以下「障害福祉サービス経験者」と

いう。）」と、同条第７項中「又は保育士の合計数」とあるのは、「、保育士又

は障害福祉サービス経験者の合計数（看護職員を除く。）」とする。 

第８条 旧指定児童発達支援事業者については、新指定通所支援基準条例第８条第

６項の規定にかかわらず、令和４年３月３１日までの間は、なお従前の例によ

る。 

第９条 この条例の施行の際現に旧指定通所支援基準条例第６１条第１項に規定す

る基準該当児童発達支援に関する基準を満たしている基準該当児童発達支援事業

者（次条において「旧基準該当児童発達支援事業者」という。）については、新

指定通所支援基準条例第６１条第１項の規定にかかわらず、令和５年３月３１日

までの間は、なお従前の例による。 

第１０条 旧基準該当児童発達支援事業者については、旧指定通所支援基準条例第

６１条第３項の規定は、令和５年３月３１日までの間、なおその効力を有する。 

第１１条 この条例の施行の際現に指定を受けている旧指定通所支援基準条例第

８０条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業者（次条及び附則第１３
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条において「旧指定放課後等デイサービス事業者」という。）については、新指

定通所支援基準条例第８０条第１項及び第６項の規定にかかわらず、令和５年３

月３１日までの間は、なお従前の例による。 

第１２条 旧指定放課後等デイサービス事業者に対する新指定通所支援基準条例第

８０条第３項の規定の適用については、令和５年３月３１日までの間、同項中

「又は保育士」とあるのは、「、保育士又は障害福祉サービス経験者」とする。 

第１３条 旧指定放課後等デイサービス事業者に対する新指定通所支援基準条例第

８０条第７項の規定の適用については、令和５年３月３１日までの間、同項中

「又は保育士の合計数」とあるのは、「、保育士又は障害福祉サービス経験者の

合計数（看護職員を除く。）」とする。 

第１４条 この条例の施行の際現に旧指定通所支援基準条例第８７条第１項に規定

する基準該当放課後等デイサービス支援に関する基準を満たしている基準該当放

課後等デイサービス事業者（次条において「旧基準該当放課後等デイサービス事

業者」という。）については、新指定通所支援基準条例第８７第１項の規定にか

かわらず、令和５年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

第１５条 旧基準該当放課後等デイサービス事業者については、旧指定通所支援基

準条例第８７条第３項の規定は、令和５年３月３１日までの間は、なお従前の例

による。 
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 甲府市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第５号 

   甲府市介護保険条例の一部を改正する条例 

 甲府市介護保険条例（平成１２年３月条例第５号）の一部を次のように改正す

る。 

 第６条第１項中「平成３０年度から令和２年度」を「令和３年度から令和５年

度」に改め、同項第１号の次に次の１号を加える。 

⑴の２ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５万４，４４０円  

 第６条第１項第５号ア中「第３８条第４項」を「第２２条の２第２項」に、「と 

する」を「とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする」に改め、同 

項第７号ア中「２００万円」を「２１０万円」に改め、同項第８号ア中「３００万

円」を「３２０万円」に改め、同条第２項中「平成３０年度にあっては３万

５，０００円と、平成３１年度にあっては２万９，１６０円と、令和２年度にあっ 

ては」を削り、同条第３項中「平成３１年度にあっては５万６，３９０円と、令和 

２年度にあっては」を削り、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を 

加える。 

３ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る第１項第１号 

の２に該当する者の各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、３万

８，８９０円とする。 

 第９条第３項中「第６条第５号イ」を「第６条第１項第５号イ」に、「第６条第 

５号から」を「第６条第１項第５号から」に改める。 

 附則に次の３項を加える。 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

１６ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０年法 
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律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項に規定 

する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における保険料率の算 

定についての第６条第１項（第５号ア、第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号

ア、第１０号ア、第１１号ア及び第１２号アに係る部分に限る。）の規定の適用 

については、同項第５号ア中「租税特別措置法」とあるのは、「所得税法（昭和 

４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３ 

項に規定する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の 

規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算し 

た金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、 

零とする。）によるものとし、租税特別措置法」とする。 

１７ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。この 

場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替えるもの 

とする。 

１８ 第１６項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。 

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替える 

ものとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の甲府市介護保険条例（以下「新条例」という。）の規 

定は、令和３年度以後の年度分の保険料について適用し、令和２年度分までの保

険料については、なお従前の例による。 

３ 新条例第６条第１項第７号アに該当する者であって、合計所得金額が２００万 

円以上２１０万円未満のものの令和３年度から令和５年度までの各年度における

保険料率は、同号アの規定にかかわらず、１１万６，６７０円とする。 

４ 新条例第６条第１項第８号アに該当する者であって、合計所得金額が２９０万 

円以上３２０万円未満のものの令和３年度から令和５年度までの各年度における

保険料率は、同号アの規定にかかわらず、１３万６，１１０円とする。 
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 甲府市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第６号 

   甲府市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する条例 

 （甲府市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部改正） 

第１条 甲府市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定 

める条例（平成３１年３月条例第４号。附則において「指定居宅サービス等基準

条例」という。）の一部を次のように改正する。 

 目次中「 第４節 運営に関する基準（第２５９条～第２６５条）」を 

「 第４節 運営に関する基準（第２５９条～第２６５条） 

第１４章 雑則（第２６６条）            」 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定居宅サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置

を講じなければならない。 

４ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第３０条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

  第３２条に次の１項を加える。 

４ 指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職

に改める。 
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場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第３２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３２条の２ 指定訪問介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利

用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策

定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定訪問介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じ

て業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３３条に次の１項を加える。 

３ 指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介護事業所において感染症が発生し、

又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定訪問介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレ

ビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）をお

おむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、訪問介護員等

に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定訪問介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

指針を整備すること。 

⑶ 当該指定訪問介護事業所において、訪問介護員等に対し、感染症の予防及

びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第３４条に次の１項を加える。 

２ 指定訪問介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定訪問

介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることができる。 
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第４０条の見出し中「連携」を「連携等」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所の所在する建物と同一の建物に

居住する利用者に対して指定訪問介護を提供する場合には、当該建物に居住す

る利用者以外の者に対しても指定訪問介護の提供を行うよう努めなければなら

ない。 

第４１条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４１条の２ 指定訪問介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴  当該指定訪問介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員 

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的

に開催するとともに、その結果について、訪問介護員等に周知徹底を図るこ

と。 

⑵ 当該指定訪問介護事業所における虐待の防止のための指針を整備するこ

と。 

⑶ 当該指定訪問介護事業所において、訪問介護員等に対し、虐待の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第６０条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第６０条の次に次の１条を加える。 

（勤務体制の確保等） 

第６０条の２ 指定訪問入浴介護事業者は、利用者に対し適切な指定訪問入浴介

護を提供できるよう、指定訪問入浴介護事業所ごとに、訪問入浴介護従業者の

勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴介護事業所ごとに、当該指定訪問

入浴介護事業所の訪問入浴介護従業者によって指定訪問入浴介護を提供しなけ

ればならない。 

３ 指定訪問入浴介護事業者は、訪問入浴介護従業者の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。その際、当該指定訪問入浴介護事業
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者は、全ての訪問入浴介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援

専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他

これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させ

るために必要な措置を講じなければならない。 

４ 指定訪問入浴介護事業者は、適切な指定訪問入浴介護の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問入浴介護従業者の就

業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じな

ければならない。 

第６２条中「第３２条」を「第３２条の２」に、「第３４条」を「第３４条第 

１項」に改める。 

第６６条中「第３２条」を「第３２条の２」に、「、第３９条（第５項及び第

６項を除く。）、第４０条から第４２条まで」を「から第４２条まで（第３９条

第５項及び第６項を除く。）」に、「第３４条」を「第３４条第１項」に改め

る。 

第８０条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第８２条中「第３４条」を「第３４条第１項」に改める。 

第８８条第５号中「会議を」を「会議（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用

者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について

当該利用者等の同意を得なければならない。）を」に改める。 

第９０条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第９２条中「第３４条」を「第３４条第１項」に改める。 

第９８条第２項中「、歯科衛生士又は管理栄養士」を削り、第４号を第７号と

し、第３号の次に次の３号を加える。 

⑷ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な居宅サービスが

提供されるために必要があると認める場合又は居宅介護支援事業者若しくは

居宅サービス事業者から求めがあった場合は、居宅介護支援事業者又は居宅
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サービス事業者に対し、居宅サービス計画の作成、居宅サービスの提供等に

必要な情報提供又は助言を行う。 

⑸ 前号に規定する居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対する情報

提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に参加すること

により行わなければならない。 

⑹ 前号の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難な場

合については、居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対して、原則

として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して行わなければな

らない。 

第９８条に次の１項を加える。 

３ 歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次に掲げ

るところによるものとする。 

⑴ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医師の指示に基

づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における日常生活の自立に

資するよう、妥当適切に行う。 

⑵ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやすい

ように指導又は説明を行う。 

⑶ 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者に対し適切なサービスを提供する。 

⑷ それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容につい

て、速やかに診療記録を作成するとともに、第１号の医師又は歯科医師に報

告する。 

第９９条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１０１条中「第３４条」を「第３４条第１項」に改める。 

第１１０条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１１１条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定通所介護事業者は、全ての通所介護従業者（看護師、准看
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護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める

者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に

係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第１１１条に次の１項を加える。 

４ 指定通所介護事業者は、適切な指定通所介護の提供を確保する観点から、職

場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより通所介護従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第１１４条第２項中「又は食中毒」を削り、「必要な措置を講ずるよう努めな

ければ」を「に、次に掲げる措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加

える。 

⑴ 当該指定通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果につい

て、通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

指針を整備すること。 

⑶ 当該指定通所介護事業所において、通所介護従業者に対し、感染症の予防

及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第１１４条の次に次の１条を加える。 

  （地域との連携等） 

第１１４条の２ 指定通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住

民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めな

ければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定通所介

護に関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助 

を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならな

い。 

３  指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に
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居住する利用者に対して指定通所介護を提供する場合には、当該建物に居住す

る利用者以外の者に対しても指定通所介護の提供を行うよう努めなければなら

ない。 

第１１７条中「、第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「から第４０

条まで」を「、第３９条、第４１条の２」に、「及び第２８条」を「、第２８

条、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３

号」に、「第３４条中」を「第３４条第１項中」に改め、「、「訪問介護員等」

とあるのは「通所介護従業者」と」を削る。 

第１１９条中「第２７条、第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「か 

ら第４０条まで」を「、第３９条、第４１条の２」に、「第２８条中」を「第

２８条、第３２条の２第２項並びに第４１条の２第１号及び第３号中」に、「第

３４条中」を「第３４条第１項中」に、「及び第１１１条第３項」を「、第

１１１条第３項及び第４項並びに第１１４条第２項第１号及び第３号」に改め

る。 

第１２３条中「第２７条、第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「第

４０条」を「第４１条の２」に改め、「第９条第１項中「第３０条」とあるのは

「第１１０条」と、」の次に「同項、第２８条、第３２条の２、第３４条第１項

並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「第３４条中」を「第３４条

第１項中」に、「「訪問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と、第１０６

条第２項」を「第１０６条第２項」に改める。 

第１３１条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１３２条第２項中「又は食中毒」を削り、「必要な措置を講ずるよう努めな

ければ」を「に、次に掲げる措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加

える。 

⑴ 当該指定通所リハビリテーション事業所における感染症の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ

の結果について、通所リハビリテーション従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定通所リハビリテーション事業所における感染症の予防及びまん延
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の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定通所リハビリテーション事業所において、通所リハビリテーショ

ン従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定

期的に実施すること。 

第１３４条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「第３４条中」

を「第３４条第１項中」に改め、「第１１１条第３項」の次に「及び第４項」を

加える。 

第１３６条第５項中「並びに同項第３号の介護職員及び看護職員のそれぞれの

うち、１人は、常勤でなければならない」を「のうち、１人以上は、常勤でなけ

ればならない。また、同項第３号の介護職員又は看護職員のうち１人以上は、常

勤でなければならない」に、「この限りでない」を「生活相談員、介護職員及び

看護職員のいずれも常勤で配置しないことができる」に改め、同条第７項中「第

６項」を「第７項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項を同条第７項と

し、同条第５項の次に次の１項を加える。 

６ 指定短期入所生活介護事業者は、第１項第３号の規定により看護職員を配置

しなかった場合であっても、利用者の状態像に応じて必要がある場合には、病

院、診療所又は指定訪問看護ステーション（併設事業所にあっては、当該併設

事業所を併設する特別養護老人ホーム等（以下この章において「併設本体施

設」という。）を含む。）との密接な連携により看護職員を確保することとす

る。 

 第１３９条第４項中「当該併設事業所を併設する特別養護老人ホーム等（以下 

この章において「併設本体施設」という。）」を「併設本体施設」に改める。 

第１５２条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼  虐待の防止のための措置に関する事項 

第１５６条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を、「第４２条まで」の

次に「（第４０条第２項を除く。）」を加え、「第３４条中」を「第３４条第１

項中」に改め、「第１５２条」と、」の次に「「訪問介護員等」とあるのは「短

期入所生活介護従業者」と、第３２条の２第２項、第４１条の２第１号及び第３

号中」を、「第１１１条第３項」の次に「及び第４項並びに第１１４条第２項第

１号及び第３号」を加える。 
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第１５９条第６項第１号ア（イ）中「おおむね１０人以下としなければならな 

い」を「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に

改め、同号ア（ウ）ただし書を削る。 

第１６６条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１６７条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、全ての短期入所生

活介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第

２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置

を講じなければならない。 

第１６７条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、適切なユニット型指定短期入所

生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

により短期入所生活介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１７１条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を、「第４２条まで」の

次に「（第４０条第２項を除く。）」を、「において」の次に「、第３２条の２

第２項中「訪問介護員等」とあるのは「共生型短期入所生活介護の提供に当たる

従業者（以下「共生型短期入所生活介護従業者」という。）」と」を加え、

「第３４条中」を「第３４条第１項中」に改め、「第１５２条」と、」の次に

「同項並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「共生型短期入所生活

介護の提供に当たる従業者（以下「共生型短期入所生活介護従業者」とい

う。）」を「共生型短期入所生活介護従業者」に改め、「第１１１条第３項」の

次に「及び第４項並びに第１１４条第２項第１号及び第３号」を加える。 

第１７８条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第３９条

（第５項及び第６項を除く。）、第４０条から第４２条まで」を「から第４２条

まで（第３９条第５項及び第６項並びに第４０条第２項を除く。）」に、「第

３４条中」を「第３４条第１項中」に、「第１１１条第３項」を「第３２条の２
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第２項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「訪問介護員等」とあるのは「短

期入所生活介護従業者」と、第１１１条第３項及び第４項並びに第１１４条第２

項第１号及び第３号」に改める。                         

第１９１条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１９４条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を、「第４２条まで」の

次に「（第４０条第２項を除く。）」を加え、「第３４条中」を「第３４条第１

項中」に、「第１１１条第３項」を「第３２条の２第２項並びに第４１条の２第

１号及び第３号中「訪問介護員等」とあるのは「短期入所療養介護従業者」と、

第１１１条第３項及び第４項」に、「第１４０条第１項」を「第１３２条第２項

第１号及び第３号中「通所リハビリテーション従業者」とあるのは「短期入所療

養介護従業者」と、第１４０条第１項」に改める。 

第２０３条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２０４条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、全ての短期入所療

養介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第

２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置

を講じなければならない。 

第２０４条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、適切なユニット型指定短期入所

療養介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

により短期入所療養介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第２１５条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。 

第２２１条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 
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第２２２条第４項に後段として次のように加える。 

その際、指定特定施設入居者生活介護事業者は、全ての特定施設従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政

令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認

知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければな

らない。 

第２２２条に次の１項を加える。 

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定特定施設入居者生活介護

の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより特

定施設従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必

要な措置を講じなければならない。 

第２２６条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」の次に

「、第３９条、第４１条」を加え、「第３４条中」を「第３４条第１項中」に、

「第５８条中」を「第３２条の２第２項並びに第４１条の２第１号及び第３号中

「訪問介護員等」とあるのは「特定施設従業者」と、第５８条中」に、「読み替

える」を「、第１１４条第２項第１号及び第３号中「通所介護従業者」とあるの

は「特定施設従業者」と読み替える」に改める。 

第２３４条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２３７条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」の次に

「、第３９条、第４１条」を加え、「第３４条中」を「第３２条の２第２項並び

に第４１条の２第１号及び第３号中「訪問介護員等」とあるのは「指定特定施設

の従業者」と、第３４条第１項中」に、「第２１３条第２項」を「第１１４条第

２項第１号及び第３号中「通所介護従業者」とあるのは「指定特定施設の従業

者」と、第２１３条第２項」に改める。 

第２４６条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２４９条に次の１項を加える。 

６ 指定福祉用具貸与事業者は、当該指定福祉用具貸与事業所において感染症が
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発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定福祉用具貸与事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果につ

いて、福祉用具専門相談員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定福祉用具貸与事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること。 

⑶ 当該指定福祉用具貸与事業所において、福祉用具専門相談員に対し、感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第２５０条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定福祉用具貸与事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定

福祉用具貸与事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第２５２条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を加え、「及び第２項」

を「、第２項及び第４項」に改め、「第２４６条」と、」の次に「同項、第３２

条の２第２項並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「第１１１条第

２項」を「第１１１条第１項、第２項及び第４項中「通所介護従業者」とあるの

は「福祉用具専門相談員」と、同条第２項」に改める。 

第２５４条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第３９条

（第５項及び第６項を除く。）、第４０条から第４２条まで」を「から第４２条

まで（第３９条第５項及び第６項を除く。）」に、「及び第２項」を「、第２項

及び第４項」に改め、「第２４６条」と、」の次に「同項、第３２条の２第２項

並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「以下同じ。）等」とあるの

は「以下同じ。）、取り扱う福祉用具の種目等」を「実施地域」とあるのは「実

施地域、取り扱う福祉用具の種目」に、「第１１１条第２項」を「第１１１条第

１項、第２項及び第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談

員」と、同条第２項」に改める。 

第２６５条中「第２７条」の次に「、第３２条の２」を加え、「及び第２項」

を「、第２項及び第４項」に改め、「第２４６条」と、」の次に「同項、第３２

条の２第２項、第３３条第３項第１号及び第３号並びに第４１条の２第１号及び
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第３号中」を加え、「第１１１条第２項」を「第１１１条第１項、第２項及び第

４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項」

に改める。 

本則に次の１章を加える。 

  第１４章 雑則 

  （電磁的記録等） 

第２６６条 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書

面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人

の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

もの（第１２条第１項（第４５条、第５０条、第６２条、第６６条、第８２

条、第９２条、第１０１条、第１１７条、第１１９条、第１２３条、第１３４

条、第１５６条（第１６９条において準用する場合を含む。）、第１７１条、

第１７８条、第１９４条（第２０６条において準用する場合を含む。）、第

２２６条、第２３７条、第２５２条、第２５４条及び第２６５条において準用

する場合を含む。）及び第２１３条第１項（第２３７条において準用する場合

を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者は、交付、

説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」とい

う。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は

想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代え

て、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識するこ

とができない方法をいう。）によることができる。 

附則第１１項から第１３項までの規定中「平成３６年」を「令和６年」に改め

る。 

（甲府市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の
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一部改正） 

第２条 甲府市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条 

例（平成３０年３月条例第２号。附則において「指定居宅介護支援等基準条例」

という。）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第３３条」を「第３２条の２・第３３条」に改める。 

第２条に次の２項を加える。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置

を講じなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第６条第２項中「できること」の次に「、前６月間に当該居宅介護支援事業所

において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉

用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間

に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付け

られた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地

域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合」を加える。 

第１５条第９号中「行う会議を」を「行う会議（テレビ電話装置その他の情報

通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」とい

う。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者

等の同意を得なければならない。）を」に改め、同条第２０号の次に次の１号を

加える。 

⒇の２ 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等に係る居宅

介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費及び

特例地域密着型介護サービス費（以下この号において「サービス費」とい

う。）の総額が法第４３条第２項に規定する居宅介護サービス費等区分支給
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限度基準額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サービス費がサービス

費の総額に占める割合が厚生労働大臣が定める基準に該当する場合であっ

て、かつ、市からの求めがあった場合には、当該指定居宅介護支援事業所の

居宅サービス計画の利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介

護が必要な理由等を記載するとともに、当該居宅サービス計画を市に届け出

なければならない。 

第２０条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２１条に次の１項を加える。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護支援専門員の就業環

境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

第２１条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２１条の２ 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時におい

て、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継続計画について

周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第２３条の次に次の１条を加える。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第２３条の２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所におい

て感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 
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⑴ 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果につ

いて、介護支援専門員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること。 

⑶ 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の

予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第２４条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定

居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第２９条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第２９条の２ 指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止する

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を

図ること。 

⑵ 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整備する

こと。 

⑶ 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、虐待の防

止のための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第５章中第３３条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第３２条の２ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書

面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人
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の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

もの（第９条（第３２条において準用する場合を含む。）及び第１５条第２７

号（第３２条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によ

り行うことができる。 

２ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、交付、

説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のう

ち、この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方

法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない

方法をいう。）によることができる。 

（甲府市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正） 

第３条 甲府市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

を定める条例（平成２４年１２月条例第４１号。附則において「指定地域密着型

サービス基準条例」という。）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第２０４条」を「第２０３条の２・第２０４条」に改める。 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等

の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに当

たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要

な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第７条第５項第１号中「をいう。」の次に「第４８条第４項第１号及び」を加

え、同項第２号中「をいう」の次に「。第４８条第４項第２号において同じ」を

加え、同項第３号中「をいう」の次に「。第４８条第４項第３号において同じ」
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を加え、同項第４号中「をいう」の次に「。第４８条第４項第４号において同

じ」を加え、同項第５号中「をいう。」の次に「第４８条第４項第５号、」を加

え、同項第６号中「をいう。」の次に「第４８条第４項第６号、」を加え、同項

第７号中「をいう。」の次に「第４８条第４項第７号、」を加え、同項第８号中

「をいう。」の次に「第４８条第４項第８号及び」を加える。 

第３２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第３３条に次の１項を加える。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、適切な指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

第３３条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３３条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、感染症や非常

災害の発生時において、利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画

に従い必要な措置を講じなければならない。 

２  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期的に業務継続計画の

見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３４条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないよう

に、次に掲げる措置を講じなければならない。 
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⑴ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の

情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことが

できるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結

果について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図るこ

と。 

⑵ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第３５条に次の１項を加える。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規定する事項を記

載した書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、

かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定によ

る掲示に代えることができる。 

第４０条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この項、第６０条の

１７第１項及び第８８条において「利用者等」という。）が参加する場合にあっ

ては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならな

い。）」を加える。 

第４１条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４１条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、虐待の発生又

はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止の
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ための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に

実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４８条第１項第１号中「専ら」及び「とする。ただし、利用者の処遇に支障

がない場合は、オペレーターは、当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サー

ビス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事す

ることができる。」を削り、同項第２号中「とする。」を削り、同項第３号中

「専ら」及び「とする。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対

応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業

所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事すること

ができる。」を削り、同条に次の５項を加える。 

３  オペレーターは専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、利

用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回

サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務

に従事することができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施設等

がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項

本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てること

ができる。 

⑴ 指定短期入所生活介護事業所 

⑵ 指定短期入所療養介護事業所 

⑶ 指定特定施設 

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所 

⑸ 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

⑹ 指定地域密着型特定施設 

⑺ 指定地域密着型介護老人福祉施設 

- 67 -



⑻ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 

⑼ 指定介護老人福祉施設 

⑽ 介護老人保健施設 

⑾ 指定介護療養型医療施設 

⑿ 介護医療院 

５  随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供

に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、

当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定

訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務

に従事することができる。 

６  当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーションセンター

サービスの提供に支障がない場合は、第３項本文及び前項本文の規定にかかわ

らず、オペレーターは、随時訪問サービスに従事することができる。 

７  前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合にお

いて、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随時訪問サービス

の提供に支障がないときは、第１項の規定にかかわらず、随時訪問サービスを

行う訪問介護員等を置かないことができる。 

第５６条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５７条第２項ただし書を次のように改める。 

ただし、指定夜間対応型訪問介護事業所が、適切に指定夜間対応型訪問介護

を利用者に提供する体制を構築しており、他の指定訪問介護事業所又は指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（以下この条において「指定訪問介護

事業所等」という。）との密接な連携を図ることにより当該指定夜間対応型訪

問介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の

処遇に支障がないときは、市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内にお

いて、指定夜間対応型訪問介護の事業の一部を、当該他の指定訪問介護事業所

等の従業者に行わせることができる。 

第５７条第３項を次のように改める。 

３ 前項本文の規定にかかわらず、オペレーションセンターサービスについて
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は、市長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、複数の指定夜間

対応型訪問介護事業所の間の契約に基づき、当該複数の指定夜間対応型訪問介

護事業所が密接な連携を図ることにより、一体的に利用者又はその家族等から

の通報を受けることができる。 

第５７条に次の１項を加える。 

５ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切な指定夜間対応型訪問介護の提供を

確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより夜間対応型

訪問介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなければならない。 

第５８条に次の１項を加える。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の所在す

る建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定夜間対応型訪問介護を提供

する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定夜間対応型

訪問介護の提供を行うよう努めなければならない。 

第６０条中「第３４条」を「第３３条の２」に、「、第４１条及び第４２条」

を「及び第４１条から第４２条まで」に、「第３４条第１項及び第３５条」を

「第３３条の２第２項、第３４条第１項並びに第３項第１号及び第３号、第３５

条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号」に改める。 

第６０条の１２中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第６０条の１３第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定地域密着型通所介護事業者は、全ての地域密着型通所介護

従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に

規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じ

なければならない。 

第６０条の１３に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、適切な指定地域密着型通所介護の提供を

確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景
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とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着型

通所介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなければならない。 

第６０条の１５中「立て」を「作成して」に、「訓練」を「措置に関する訓

練」に改め、同条に次の３項を加える。 

２ 前項の非常災害に関する具体的計画の作成に当たっては、指定地域密着型通

所介護事業所の立地状況等を勘案し、発生することが予測される非常災害の種

類に応じたものとしなければならない。 

３ 第１項の訓練は、地域住民及び消防団その他の関係機関と連携して行うよう

努めなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害の際に、利用者及び従業者が必

要とする飲料水、食糧、日用品その他の物資及び防災に関する資機材の備蓄、

整備及び点検を行うよう努めなければならない。 

第６０条の１６第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「、次に

掲げる措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結

果について、地域密着型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定地域密着型通所介護事業所において、地域密着型通所介護従業者

に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実

施すること。 

第６０条の１７第１項中「協議会」を「協議会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テ

レビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」

に改める。 

第６０条の２０中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を、「第３９条ま

で」の次に「、第４１条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３３条の２
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第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「、

第３５条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着

型通所介護従業者」と」を削る。 

第６０条の２０の３中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を、「第３９条

まで」の次に「、第４１条の２」を、「第６０条の２」の次に「、第６０条の

４、第６０条の５第４項」を加え、「第３５条において」を「第３５条第１項に

おいて」に、「第３５条中」を「第３３条の２第２項、第３５条第１項並びに第

４１条の２第１号及び第３号中」に改める。 

第６０条の３４中「次に」を「、次に」に改め、第１０号を第１１号とし、第

９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第６０条の３６第１項中「安全・サービス提供管理委員会」の次に「（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加える。 

第６０条の３８中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を、「第３９条ま

で」の次に「、第４１条の２」を加え、「第３５条中」を「第３３条の２第２

項、第３５条第１項並びに第４１条の２第 1 号及び第３号中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第３５条第１

項中」に改め、「、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「療養通所介護従業者」と」を削り、「第６０条の１３第３項」の次に「及び第

４項並びに第６０条の１６第２項第１号及び第３号」を加える。 

第６５条第１項中「事業所又は施設」の次に「（第６７条第１項において「本

体事業所等」という。）」を加える。 

第６６条第２項中「第８３条第７項」の次に「、第１１１条第９項」を加え

る。 

第６７条第１項に後段として次のように加える。 

なお、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一

敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えない。 

第７４条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 
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第８１条中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を、「第３９条まで」の次

に「、第４１条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３３条の２第２項、

第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「第３５条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介

護従業者」を「第６０条の１３第３項及び第４項並びに第６０条の１６第２項第

１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「認知症対応型通所

介護従業者」に改める。 

第８３条第６項の表中「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介護老人福

祉施設、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設」に、「指定認知症対応型

通所介護事業所、指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設」を「指定地域密

着型通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改める。 

第８４条第３項中「第１１２条第２項」を「第１１２条第３項」に改める。 

第８８条中「行う会議」を「行う会議（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話

装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」に改め

る。 

第１０１条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１０２条に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、

地域の実情により当該地域における指定小規模多機能型居宅介護の効率的運営

に必要であると市が認めた場合は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、市

が認めた日から市介護保険事業計画（法第１１７条第１項に規定する市町村介

護保険事業計画をいう。以下この項において同じ。）の終期まで（市が次期の

市介護保険事業計画を作成するに当たって、新規に代替サービスを整備するよ

りも既存の指定小規模多機能型居宅介護事業所を活用することがより効率的で

あると認めた場合にあっては、次期の市介護保険事業計画の終期まで）に限

り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定小

規模多機能型居宅介護の提供を行うことができる。 

第１０９条中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を加え、「第４１条、第
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４２条」を「第４１条から第４２条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同

項、第３３条の２第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号

中」を加え、「、第３５条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削り、「第６０条の１３第３

項」の次に「及び第４項並びに第６０条の１６第２項第１号及び第３号」を加え

る。 

第１１１条第１項中「）をいう」の次に「。以下この項において同じ」を加

え、同項にただし書として次のように加える。 

ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の

数が３である場合において、当該共同生活住居がすべて同一の階において隣接

し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能

な構造である場合であって、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者による

安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認められるときは、

夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき

介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜

間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることができる。 

第１１１条第５項中「共同生活住居」を「指定認知症対応型共同生活介護事業 

所」に改め、同条中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項とし、第８項の

次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応型共同生活介

護事業所（指定認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス

事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有す

る指定認知症対応型共同生活介護事業者により設置される当該指定認知症対応

型共同生活介護事業所以外の指定認知症対応型共同生活介護事業所であって当

該指定認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定認知症対応型共同生活介

護の提供に係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」とい

う。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）について

は、介護支援専門員である計画作成担当者に代えて、第６項の別に厚生労働大

臣が定める研修を修了している者を置くことができる。 

第１１２条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 
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２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サ

テライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管理

者は、本体事業所における共同生活住居の管理者をもって充てることができ

る。 

第１１４条第１項中「１又は２」を「１以上３以下（サテライト型指定認知症

対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし書を削

る。 

第１１８条第７項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加え、同条第８項中「外部の者による」を

「次に掲げるいずれかの」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 外部の者による評価 

⑵ 第１２９条において準用する第６０条の１７第１項に規定する運営推進会

議における評価 

第１２２条中「指定地域密着型サービス」の次に「（サテライト型指定認知症

対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共

同生活介護を除く。）」を加える。 

第１２３条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１２４条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者

（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定す

る政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第１２４条に次の１項を加える。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定認知症対応型共同生活

介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必

要な措置を講じなければならない。 
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第１２９条中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を加え、「第４１条、第

４２条」を「第４１条から第４２条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同

項、第３３条の２第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号

中」を加え、「第３５条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「介護従業者」と、第６０条の１１第２項中「この節」とあるのは「第６章

第４節」を「第６０条の１１第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」

と、第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「介護従業者」に改める。 

第１３９条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。 

第１４６条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１４７条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、全ての地域

密着型特定施設従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法

第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類す

る者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必

要な措置を講じなければならない。 

第１４７条に次の１項を加える。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定地域密着型特

定施設入居者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより地域密着型特定施設従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１５０条中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を加え、「第４１条、第

４２条」を「第４１条から第４２条まで」に、「第３５条中「定期巡回・随時対

応型介護看護従業者」を「第３３条の２、第３５条第１項並びに第４１条の２第

１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」に改め、「第４

節」と」の次に「、第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所

介護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と」を加える。 
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第１５２条第１項にただし書として次のように加える。 

ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることに

より当該指定地域密着型介護老人福祉施設の効果的な運営を期待することがで

きる場合であって、入所者の処遇に支障がないときは、第４号の栄養士又は管

理栄養士を置かないことができる。 

第１５２条第１項第４号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め、同

条第３項を次のように改める。 

 ３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の職務に従事する者でなければならない。ただし、入所者の処遇

に支障がない場合は、この限りでない。 

第１５２条第８項各号列記以外の部分中「栄養士」を「栄養士若しくは管理栄

養士」に改め、同項第１号中「栄養士」を「生活相談員、栄養士若しくは管理栄

養士」に改め、同項第２号から第４号までの規定中「栄養士」を「栄養士若しく

は管理栄養士」に改め、同条第１３項中「又は機能訓練指導員により」を「若し

くは管理栄養士又は機能訓練指導員により」に改める。 

第１５８条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。 

第１５９条第６項中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。ただし、入所者又はその家族（以下この項において

「入所者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用に

ついて当該入所者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第１６４条の次に次の２条を加える。 

（栄養管理） 

第１６４条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態の維持

及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態

に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

 （口腔
くう

衛生の管理） 

第１６４条の３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の口腔
くう

の健康の保

持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を

整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければなら
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ない。 

第１６９条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１７０条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、

准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定

める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならな

い。 

第１７０条に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確

化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１７２条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」を「研修並び

に感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」に改める。 

第１７６条第１項中「次の各号に定める」を「次に掲げる」に改め、同項第３

号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）」を加え、同項に次の１号を加える。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第１７８条中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を、「第３９条」の次に

「、第４１条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３３条の２第２項、第

３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３５条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削

る。 

第１８１条第１項第１号ア（イ）中「おおむね１０人以下としなければならな 

い」を「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」

に改め、同号ア（ウ）を次のように改める。 
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（ウ） 一の居室の床面積は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただ

し、（ア）ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とするこ

と。 

第１８３条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。 

第１８７条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１８８条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者

（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定す

る政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第１８８条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われ

る性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１９０条中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を、「第３９条」の次に

「、第４１条の２」を、「規程」と、」の次に「同項、第３３条の２第２項、第

３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３５条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削

る。 

第２０３条中「第２９条」の次に「、第３３条の２」を加え、「第４１条、第

４２条」を「第４１条から第４２条まで」に改め、「規程」と、」の次に「同

項、第３３条の２第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号

中」を加え、「、第３５条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削り、「第６０条の１３第

３項」を「第６０条の１３第３項及び第４項並びに第６０条の１６第２項第１号
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及び第３号」に改める。 

第１０章中第２０４条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第２０３条の２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの

提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の

規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている

又は想定されるもの（第１３条第１項（第６０条、第６０条の２０、第６０条

の２０の３、第６０条の３８、第８１条、第１０９条、第１２９条、第１５０

条、第１７８条、第１９０条及び第２０３条において準用する場合を含

む。）、第１１６条第１項、第１３７条第１項及び第１５６条第１項（第

１９０条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によ

り行うことができる。 

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる

者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付

等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されて

いる又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面

に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識

することができない方法をいう。）によることができる。 

附則第１０条から第１２条までの規定中「平成３６年」を「令和６年」に改め

る。 

 （甲府市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予 

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例の一部改正） 

第４条 甲府市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介 

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定
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める条例（平成３１年３月条例第５号。附則において「指定介護予防サービス等

基準条例」という。）の一部を次のように改正する。 

 目次中 

「 第５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第２３１  

条～第２３３条）                         」 

「 第５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第２３１  

条～第２３３条） 

第１２章 雑則（第２３４条）                   」 

改める。 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等

の措置を講じなければならない。 

４ 指定介護予防サービス事業者は、指定介護予防サービスを提供するに当たっ

ては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第２６条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２７条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定介護予防訪問入浴介護事業者は、全ての介護予防訪問入浴

介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２

項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置

を講じなければならない。 

第２７条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、適切な指定介護予防訪問入浴介護の提

供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を

背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護予

防訪問入浴介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確

化等の必要な措置を講じなければならない。 

を 

に 
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第２７条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２７条の２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、感染症や非常災害の発生時

において、利用者に対する指定介護予防訪問入浴介護の提供を継続的に実施す

るための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防訪問入浴介護従業者に対し、

業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施

しなければならない。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行

い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第２８条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、当該指定介護予防訪問入浴介護事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

⑴ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器

（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものと

する。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、

介護予防訪問入浴介護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所において、介護予防訪問入浴介護従

業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施すること。 

第２９条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を

当該指定介護予防訪問入浴介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができ
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る。 

第３４条の見出し中「連携」を「連携等」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪問入浴介護事業所の所

在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定介護予防訪問入浴介護

を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定介護

予防訪問入浴介護の提供を行うよう努めなければならない。 

第３５条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３５条の２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、虐待の発生又はその再発を

防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所における虐待の防止のための対策を

検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を定期的に開催するとともに、その結果について、介護予防訪問入浴

介護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所における虐待の防止のための指針を

整備すること。 

⑶ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所において、介護予防訪問入浴介護従

業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第５３条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５３条の次に次の１条を加える。 

（勤務体制の確保等） 

第５３条の２ 指定介護予防訪問看護事業者は、利用者に対し適切な指定介護予

防訪問看護を提供できるよう、指定介護予防訪問看護事業所ごとに、看護師等

の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定介護予防訪問看護事業者は、指定介護予防訪問看護事業所ごとに、当該

指定介護予防訪問看護事業所の看護師等によって指定介護予防訪問看護を提供

しなければならない。 

３ 指定介護予防訪問看護事業者は、看護師等の資質の向上のために、その研修
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の機会を確保しなければならない。 

４ 指定介護予防訪問看護事業者は、適切な指定介護予防訪問看護の提供を確保

する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより看護師等の就業

環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第５５条中「第２７条」を「第２７条の２」に、「第２９条」を「第２９条第

１項」に改める。 

第６３条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第６５条中「第２７条」を「第２７条の２」に、「及び第４９条」を「、第

４９条及び第５３条の２」に、「第９条第１項及び第２９条」を「第９条及び第

２９条第１項」に改め、「「設備」と」の次に「、第５３条の２中「看護師等」

とあるのは「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士」と」を加える。 

第６７条第１号中「構成される会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この号におい

て「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用

について当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第７２条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第７４条中「第２７条」を「第２７条の２」に、「及び第４９条」を「、第

４９条及び第５３条の２」に、「第９条第１項及び第２９条」を「第９条及び第

２９条第１項」に改め、「「設備」と」の次に「、第５３条の２中「看護師等」

とあるのは「介護予防居宅療養管理指導従業者」と」を加える。 

第７６条第２項中「、歯科衛生士又は管理栄養士」を削り、第４号を第７号と

し、第３号の次に次の３号を加える。 

⑷ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な介護予

防サービスが提供されるために必要があると認める場合又は介護予防支援事

業者若しくは介護予防サービス事業者から求めがあった場合は、介護予防支

援事業者又は介護予防サービス事業者に対し、介護予防サービス計画の作

- 83 -



成、介護予防サービスの提供等に必要な情報提供又は助言を行うものとす

る。 

⑸ 前号に規定する介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対する

情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に参加する

ことにより行わなければならない。 

⑹ 前号の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難な場

合については、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対して、

原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して行わなけれ

ばならない。 

第７６条に次の１項を加える。 

３ 歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定介護予防居宅療養管理指導の方針は、

次に掲げるところによるものとする。 

⑴ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医師の

指示に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における日常生活

の自立に資するよう、妥当適切に行うものとする。 

⑵ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行うこと

を旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解し

やすいように指導又は説明を行う。 

⑶ 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者に対し適切なサービスを提供するものとする。 

⑷ それぞれの利用者について、提供した指定介護予防居宅療養管理指導の内

容について、速やかに診療記録を作成するとともに、第１号の医師又は歯科

医師に報告するものとする。 

第８３条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第８４条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、全ての介護予

防通所リハビリテーション従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援

専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他

これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させ
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るために必要な措置を講じなければならない。 

第８４条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、適切な指定介護予防通所リ

ハビリテーションの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより介護予防通所リハビリテーション従業者の就業環境が害される

ことを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第８７条第２項中「又は食中毒」を削り、「必要な措置を講ずるよう努めなけ

れば」を「、次に掲げる措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加え

る。 

⑴ 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所における感染症の予防及

びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護予防通所リハビリテーション従業者に周知徹

底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所における感染症の予防及

びまん延の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所において、介護予防通所

リハビリテーション従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための

研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第８９条中「第２３条」の次に「、第２７条の２」を加え、「第９条第１項及

び第２９条」を「第９条及び第２９条第１項」に改める。 

第９５条第５項を次のように改める。 

５ 第１項第２号の生活相談員のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

また、同項第３号の介護職員又は看護職員のうち１人以上は、常勤でなければ

ならない。ただし、利用定員が２０人未満である併設事業所の場合にあって

は、生活相談員、介護職員及び看護職員のいずれも常勤で配置しないことがで

きる。 

第９５条第７項中「第６項」を「第７項」に改め、同項を同条第８項とし、同

条中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 
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６ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、第１項第３号の規定により看護職

員を配置しなかった場合であっても、利用者の状態像に応じて必要がある場合

には、病院、診療所又は指定介護予防訪問看護ステーション（併設事業所に

あっては、当該併設事業所を併設する特別養護老人ホーム等を含む。）との密

接な連携により看護職員を確保することとする。 

第１０４条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１０６条第２項中「又は食中毒」を削り、「必要な措置を講ずるよう努めな

ければ」を「、次に掲げる措置を講じなければ」に改め、同項に次の各号を加え

る。 

⑴ 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所における感染症の予防及びまん

延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護予防短期入所生活介護従業者に周知徹底を図るこ

と。 

⑵ 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所における感染症の予防及びまん

延の防止のための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所において、介護予防短期入所生

活介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

を定期的に実施すること。 

第１０９条中「第２５条」の次に「、第２７条の２」を、「第３６条まで」の

次に「（第３４条第２項を除く。）」を加え、「第２９条中「第２６条」とある

のは「第１０４条」と、」を「第２７条の２第２項、第２９条第１項並びに第

３５条の２第１号及び第３号中」に、「第８４条第３項」を「第２９条第１項中

「第２６条」とあるのは「第１０４条」と、第８４条第３項及び第４項」に改め

る。 

第１２０条第６項第１号ア（イ）中「おおむね１０人以下としなければならない」

を「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に改

め、同号ア（ウ）後段を削る。 

第１２３条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 
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 ⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１２４条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、全ての介

護予防短期入所生活介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専

門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他こ

れに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させる

ために必要な措置を講じなければならない。 

第１２４条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、適切なユニット型指定

介護予防短期入所生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な

範囲を超えたものにより介護予防短期入所生活介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第１３３条中「第２５条」の次に「、第２７条の２」を、「第３６条まで」の

次に「（第３４条第２項を除く。）」を加え、「第２９条中」を「第２７条の２

第２項中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「共生型介護予防短期入所

生活介護の提供に当たる従業者（以下「共生型介護予防短期入所生活介護従業

者」という。）」と、第２９条第１項中」に改め、「第１０４条」と、」の次に

「同項並びに第３５条の２第１号及び第３号中」を加え、「共生型介護予防短期

入所生活介護の提供に当たる従業者（以下「共生型介護予防短期入所生活介護従

業者」という。）」を「共生型介護予防短期入所生活介護従業者」に改め、「第

８４条第３項」の次に「及び第４項」を加え、「及び第１０３条」を「、第

１０３条並びに第１０６条第２項第１号及び第３号」に改める。 

第１４０条中「第２９条から第３２条まで、第３３条（第５項及び第６項を除

く。）、第３４条から第３６条まで」を「第２７条の２、第２９条から第３６条

まで（第３３条第５項及び第６項並びに第３４条第２項を除く。）」に、「第

２９条中「第２６条」とあるのは「第１４０条において準用する第１０４条」

と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防短期入所生活介護従

業者」と、第８４条第３項」を「第２７条の２第２項、第２９条第１項並びに第
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３５条の２第１号及び第３号中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介

護予防短期入所生活介護従業者」と、第２９条第１項中「第２６条」とあるのは

「第１４０条において準用する第１０４条」と、第８４条第３項及び第４項」に

改める。 

第１４７条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１５０条中「第２５条」の次に「、第２７条の２」を、「第３６条まで」の

次に「（第３４条第２項を除く。）」を加え、「第２９条中」を「第２７条の２

第２項、第２９条第１項並びに第３５条の２第１号及び第３号中「介護予防訪問

入浴介護従業者」とあるのは「介護予防短期入所療養介護従業者」と、第２９条

第１項中」に、「「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防短期入

所療養介護従業者」と、第８４条第３項」を「第８４条第３項及び第４項並びに

第８７条第２項第１号及び第３号」に改める。 

第１６２条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１６３条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者は、全ての介

護予防短期入所療養介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専

門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他こ

れに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させる

ために必要な措置を講じなければならない。 

第１６３条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者は、適切なユニット型指定

介護予防短期入所療養介護の提供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な

範囲を超えたものにより介護予防短期入所療養介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第１７９条第３項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。 
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第１８０条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１８１条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、全ての介護予

防特定施設従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８

条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者

を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な

措置を講じなければならない。 

第１８１条に次の１項を加える。 

５ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定介護予防特定施

設入居者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより介護予防特定施設従業者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第１８５条中「第２９条から第３６条まで」を「第２７条の２、第２９条から

第３６条まで（第３４条第２項を除く。）」に、「及び第２９条」を「、第２７

条の２第２項、第３５条の２第１号及び第３号並びに第２９条第１項」に、「同

条中」を「同項中」に改め、「第１８０条」と」の次に「、第１０６条第２項第

１号及び第３号中「介護予防短期入所生活介護従業者」とあるのは「介護予防特

定施設従業者」と」を加える。 

第１９９条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２０２条中「第２９条から第３６条まで」を「第２７条の２、第２９条から

第３６条まで（第３４条第２項を除く。）」に改め、「第２４条」の次に「、第

２７条の２第２項並びに第３５条の２第１号及び第３号」を加え、「第２９条

中」を「第２９条第１項中」に改め、「受託介護予防サービス事業所」と」の次

に「、第１０６条第２項第１号及び第３号中「介護予防短期入所生活介護従業

者」とあるのは「外部サービス利用型介護予防特定施設従業者」と」を加える。 

第２１０条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 
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第２１３条に次の１項を加える。 

６ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、当該指定介護予防福祉用具貸与事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

⑴ 当該指定介護予防福祉用具貸与事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その

結果について、福祉用具専門相談員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防福祉用具貸与事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定介護予防福祉用具貸与事業所において、福祉用具専門相談員に対

し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施す

ること。 

第２１４条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を

事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることによ

り、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第２１６条中「第２５条」の次に「、第２７条の２」を加え、「及び第２項」

を「、第２項及び第４項」に改め、「第２１０条」と、」の次に「同項、第２７

条の２第２項並びに第３５条の２第１号及び第３号中」を、「利用」と」の次に

「、同条第４項中「介護予防通所リハビリテーション従業者」とあるのは「福祉

用具専門相談員」と」を加える。 

第２２１条中「第２５条」の次に「、第２７条の２」を加え、「第３２条ま

で、第３３条（第５項及び第６項を除く。）、第３４条から第３６条まで」を

「第３６条まで（第３３条第５項及び第６項を除く。）」に、「及び第２項」を

「、第２項及び第４項」に改め、「第２１０条」と」の次に「、同項、第２７条

の２第２項並びに第３５条の２第１号及び第３号中」を、「利用」と」の次に

「、同条第４項中「介護予防通所リハビリテーション従業者」とあるのは「福祉

用具専門相談員」と」を加える。 

第２３０条中「第２５条」の次に「、第２７条の２」を加え、「及び第２項」
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を「、第２項及び第４項」に改め、「第２１０条」と、」の次に「同項、第２７

条の２第２項、第２８条第３項第１号及び第３号並びに第３５条の２第１号及び

第３号中」を、「利用」と」の次に「、同条第４項中「介護予防通所リハビリ

テーション従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と」を加え、「第２１４

条第２項」を「第２１４条第３項」に改める。 

本則に次の１章を加える。 

  第１２章 雑則 

 （電磁的記録等） 

第２３４条 指定介護予防サービス事業者及び指定介護予防サービスの提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定にお

いて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるもの（第１２条第１項（第４３条、第５５条、第６５条、第７４条、第

８９条、第１０９条（第１２６条において準用する場合を含む。）、第１３３

条、第１４０条、第１５０条（第１６５条において準用する場合を含む。）、

第１８５条、第２０２条、第２１６条、第２２１条及び第２３０条において準

用する場合を含む。）及び第１７７条第１項（第２０２条において準用する場

合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定介護予防サービス事業者及び指定介護予防サービスの提供に当たる者 

は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付

等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されて

いる又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面

に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識

することができない方法をいう。）によることができる。 

附則第１１項から第１３項までの規定中「平成３６年」を「令和６年」に改め

る。 
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（甲府市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第５条 甲府市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援 

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成

２６年１２月条例第３３号。附則において「指定介護予防支援等基準条例」とい

う。）の一部を次のように改正する。 

目次中「第３５条」を「第３４条の２・第３５条」に改める。 

第２条に次の２項を加える。 

５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置

を講じなければならない。 

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第１９条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

 ⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２０条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより担当職員の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

第２０条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２０条の２ 指定介護予防支援事業者は、感染症や非常災害の発生時におい

て、利用者に対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 
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２ 指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第２２条の次に次の１条を加える。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第２２条の２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所におい

て感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

⑴ 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下

「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす

る。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、担

当職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染症の予防及

びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

第２３条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定

介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第２８条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第２８条の２ 指定介護予防支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止する

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について、担当職員に周知徹底を図るこ

と。 
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 ⑵ 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針を整備する

こと。 

⑶ 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第３２条第９号中「をいう。第１７号及び第２４号並びに次条第５号におい

て」を「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、

利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）が参加する場

合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なけれ

ばならない。）をいう。以下」に改める。 

第６章中第３５条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第３４条の２ 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書

面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人

の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

もの（第９条（第３４条において準用する場合を含む。）及び第３２条第２６

号（第３４条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によ

り行うことができる。 

２ 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、交付、

説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のう

ち、この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方

法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない

方法をいう。）によることができる。 

（甲府市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指
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定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準を定める条例の一部改正） 

第６条 甲府市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び 

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準を定める条例（平成２４年１２月条例第４２号。附則において「指

定地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）の一部を次のように改正す

る。 

目次中「第９２条」を「第９１条の２・第９２条」に改める。 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防

止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実

施する等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービ

スを提供するに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関

連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければなら

ない。 

第９条第１項中「又は施設」の次に「（以下第１１条第１項において「本体事

業所等」という。）」を加える。 

第１０条第２項中「第４５条第７項」の次に「及び第７２条第９項」を加え

る。 

第１１条第１項に後段として次のように加える。 

なお、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従

事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事することとして

も差し支えない。 

第２８条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 ⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２９条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、全ての介護予防

認知症対応型通所介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門
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員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これ

に類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

第２９条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、適切な指定介護予防認知症対

応型通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものにより介護予防認知症対応型通所介護従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第２９条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２９条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非常災害

の発生時において、利用者に対する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型通所介

護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直

しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３１条中「立て」を「作成して」に、「訓練」を「措置に関する訓練」に改

め、同条に次の３項を加える。 

２ 前項の非常災害に関する具体的計画の作成に当たっては、指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の立地状況等を勘案し、発生することが予測される非

常災害の種類に応じたものとしなければならない。 

３ 第１項の訓練は、地域住民及び消防団その他の関係機関と連携して行うよう

努めなければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、非常災害の際に、利用者及び

従業者が必要とする飲料水、食糧、日用品その他の物資及び防災に関する資機
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材の備蓄、整備及び点検を行うよう努めなければならない。 

第３２条第２項中「努めなければ」を「、次に掲げる措置を講じなければ」に

改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及び

まん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報

通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができ

るものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果に

ついて、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及び

まん延の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症

対応型通所介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修

及び訓練を定期的に実施すること。 

第３３条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する事項を記載し

た書面を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に

代えることができる。 

第３８条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３８条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生又はそ

の再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のため

の対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、介護予防認

知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のため

の指針を整備すること。 

⑶ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症

対応型通所介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する
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こと。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４０条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この項及び第５０条に

おいて「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の

活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第４５条第６項の表中「指定地域密着型介護老人福祉施設」を「指定地域密着

型介護老人福祉施設、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設」に、「指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」を「指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所、指定地域密着型通所介護事業所又は」に改め、「、指定介護老人

福祉施設又は介護老人保健施設」を削り、同条第７項中「（以下」の次に「この

章において」を加える。 

第４６条第３項中「第７３条第２項」を「第７３条第３項」に改める。 

第５０条中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置

等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第５８条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 ⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５９条に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、

地域の実情により当該地域における指定介護予防小規模多機能型居宅介護の効

率的運営に必要であると市が認めた場合は、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、市が認めた日から市介護保険事業計画（法第１１７条第１項に

規定する市町村介護保険事業計画をいう。以下この項において同じ。）の終期

まで（市が次期の市介護保険事業計画を作成するに当たって、新規に代替サー

ビスを整備するよりも既存の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を活

用することがより効率的であると認めた場合にあっては、次期の市介護保険事

業計画の終期まで）に限り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの

利用定員を超えて指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供を行うことがで

きる。 
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第６６条中「第３２条から第３７条まで、第３８条（第４項を除く。）から第

４０条まで」を「第２９条の２、第３２条から第４０条まで（第３８条第４項を

除く。）」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第２９条第３項及び第４項、

第２９条の２第２項、第３２条第２項第１号及び第３号、第３３条第１項並びに

第３８条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第２９条第３項及び第３３条中

「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型

居宅介護従業者」と」を削る。 

第７２条第１項中「）をいう」の次に「。以下この項において同じ」を加え、

同項にただし書として次のように加える。 

ただし、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生

活住居の数が３である場合において、当該共同生活住居がすべて同一の階にお

いて隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うこ

とが可能な構造である場合であって、当該指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認

められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じ

て２以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上と

することができる。 

第７２条第５項中「共同生活住居」を「指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所」に改め、同条中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項と

し、第８項の次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって、

指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年

以上の経験を有する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者により設置

される当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所以外の指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所であって当該指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所に対して指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に係る

支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」という。）との密接な連

携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）については、介護支援専門員で
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ある計画作成担当者に代えて、第６項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了

している者を置くことができる。 

第７３条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サ

テライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住

居の管理者は、本体事業所における共同生活住居の管理者をもって充てること

ができる。 

第７５条第１項中「１又は２」を「１以上３以下（サテライト型指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし

書を削る。 

第７９条第３項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加える。 

第８０条中「地域密着型介護予防サービス」の次に「（サテライト型指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定介護

予防認知症対応型共同生活介護を除く。）」を加える。 

第８１条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第８２条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護

従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に

規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じ

なければならない。 

第８２条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定介護予防認知

症対応型共同生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第８７条中「第２７条」の次に「、第２９条の２」を加え、「、第３８条（第
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４項を除く。）、第３９条、第４０条」を「から第４０条まで（第３８条第４項

及び第４０条第５項を除く。）」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第２９

条の２第２項、第３２条第２項第１号及び第３号、第３３条第１項並びに第３８

条の２第１号及び第３号中」を加え、「、第３３条中「介護予防認知症対応型通

所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と」を削る。 

第８８条第２項中「外部の者による」を「次に掲げるいずれかの」に改め、同

項に次の各号を加える。 

⑴ 外部の者による評価 

  ⑵ 前条において準用する第４０条第１項に規定する運営推進会議における評

価 

第５章中第９２条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第９１条の２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護

予防サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副

本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが

規定されている又は想定されるもの（第１５条第１項（第６６条及び第８７条

において準用する場合を含む。）及び第７７条第１項並びに次項に規定するも

のを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービ

スの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの

（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾

を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚

によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

（甲府市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 
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第７条 甲府市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 

３１年３月条例第２号。附則において「養護老人ホーム基準条例」という。）の

一部を次のように改正する。 

 第２条に次の１項を加える。 

４ 養護老人ホームは、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を講じなけ

ればならない。 

 第８条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１３条第６項中「以外の」の次に「養護老人ホーム、」を加え、同条第７項

中「できる」を「でき、第１項第３号イの主任生活相談員については、サテライ

ト型養護老人ホームにあっては、常勤換算方法で１以上とする」に改め、同条第

１２項中第４号を第５号とし、第１号から第３号までを１号ずつ繰り下げ、第１

号として次の１号を加える。 

⑴ 養護老人ホーム 生活相談員、栄養士又は調理員、事務員その他の職員 

  第１７条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通 

信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

  第２２条第２項中「第３０条」を「第３１条」に改める。 

  第２４条第３項に後段として次のように加える。 

   その際、当該養護老人ホームは、全ての職員（看護師、准看護師、介護福祉

士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

  第２４条に次の１項を加える。 

４ 養護老人ホームは、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 第２４条の次に次の１条を加える。 
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（業務継続計画の策定等） 

第２４条の２ 養護老人ホームは、感染症や非常災害の発生時において、入所者

に対する処遇を継続的に行うための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画

に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 養護老人ホームは、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 養護老人ホームは、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行うものとする。 

 第２５条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に「並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加える。 

 第２９条第２項中「市が」を「市町村が」に改める。 

 第３０条第１項中「次の」を「次に掲げる」に改め、同項第３号中「委員会」

の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加

え、同項に次の１号を加える。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

本則に次の２条を加える。 

（虐待の防止） 

第３１条 養護老人ホームは、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措

置を講じなければならない。 

⑴  当該養護老人ホームにおける虐待の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に

開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

 ⑵  当該養護老人ホームにおける虐待の防止のための指針を整備すること。 

⑶  当該養護老人ホームにおいて、職員に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること。 

⑷  前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（電磁的記録等） 

第３２条 養護老人ホーム及びその職員は、作成、保存その他これらに類するも
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ののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

（甲府市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第８条 甲府市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定め 

る条例（平成３０年１２月条例第４８号。附則において「指定介護老人福祉施設

基準条例」という。）の一部を次のように改正する。 

目次中「 第３節 運営に関する基準（第４８条～第５６条）」を 

「 第３節 運営に関する基準（第４８条～第５６条） 

第６章 雑則（第５７条）            」 

第３条に次の２項を加える。 

４ 指定介護老人福祉施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を

講じなければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスを提供するに当たって

は、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報

を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第５条第１項中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め、同条第４項た

だし書を次のように改める。 

ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

第１６条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通

信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

第１７条第６項中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。ただし、入所者又はその家族（以下この号において「入

に改める。 
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所者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につい

て当該入所者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第２２条の次に次の２条を加える。 

（栄養管理） 

第２２条の２ 指定介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図

り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養

管理を計画的に行わなければならない。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第２２条の３ 指定介護老人福祉施設は、入所者の口腔
くう

の健康の保持を図り、自

立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入

所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

第３０条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

 ⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第３１条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第３１条に次の１項を加える。 

４ 指定介護老人福祉施設は、適切な指定介護福祉施設サービスの提供を確保す

る観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした

言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境

が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

第３１条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３１条の２ 指定介護老人福祉施設は、感染症や非常災害の発生時において、

入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなら
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ない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定介護老人福祉施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応

じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３４条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に「並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加える。 

第３６条に次の１項を加える。 

２ 指定介護老人福祉施設は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定介

護老人福祉施設に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させる

ことにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第４２条第１項第３号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項に次の１号を加える。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４２条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４２条の２ 指定介護老人福祉施設は、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期

的に開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知

徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護老人福祉施設における虐待の防止のための指針を整備するこ

と。 

⑶ 当該指定介護老人福祉施設において、介護職員その他の従業者に対し、虐

待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４６条に次の２項を加える。 

３ ユニット型指定介護老人福祉施設は、入居者の人権の擁護、虐待の防止等の
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ため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する

等の措置を講じなければならない。 

４ ユニット型指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスを提供する

に当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他

必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第４７条第１項第１号ア（イ）中「おおむね１０人以下としなければならない」を

「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に改め、

同号ア（ウ）を次のように改める。 

（ウ） 一の居室の床面積は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただ

し、（ア）ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とするこ

と。 

第４９条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加える。 

第５３条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

 ⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５４条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型指定介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、

准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定

める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならな

い。 

第５４条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護老人福祉施設は、適切な指定介護福祉施設サービスの提

供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を

背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者

の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

第５６条中「第２９条まで」の次に「、第３１条の２」を加え、「第３６条」

を「第３６条第１項」に改める。 

本則に次の１章を加える。 
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  第６章 雑則 

（電磁的記録等） 

第５７条 指定介護老人福祉施設及びその従業者は、作成、保存その他これらに

類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１０条第１項（第

５６条において準用する場合を含む。）及び第１３条第１項（第５６条におい

て準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができ

る。 

２ 指定介護老人福祉施設及びその従業者は、交付、説明、同意、承諾その他こ

れらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付

等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方

法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によること

ができる。 

附則第７項から第９項までの規定中「平成３６年」を「令和６年」に改める。 

（甲府市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第９条 甲府市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を 

定める条例（平成３０年１２月条例第４９号。附則において「介護老人保健施設

基準条例」という。）の一部を次のように改正する。 

目次中「 第３節 運営に関する基準（第４７条～第５５条）」を 

 

「 第３節 運営に関する基準（第４７条～第５５条） 

第６章 雑則（第５６条）            」 

第２条に次の２項を加える。 

に改める。 
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４ 介護老人保健施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じ

なければならない。 

５ 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを提供するに当たっては、法第

１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第４条第１項第５号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め、同条第

４項ただし書を次のように改める。 

ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

第４条第６項及び第７項中「栄養士」を「栄養士若しくは管理栄養士」に改め

る。 

第１６条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通

信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

第１７条第６項中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。ただし、入所者又はその家族（以下この項において「入

所者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につい

て当該入所者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第２０条の次に次の２条を加える。 

（栄養管理） 

第２０条の２ 介護老人保健施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、

自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理

を計画的に行わなければならない。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第２０条の３ 介護老人保健施設は、入所者の口腔
くう

の健康の保持を図り、自立し

た日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者

の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

第２９条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第３０条第３項に後段として次のように加える。 
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その際、当該介護老人保健施設は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格

を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的

な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第３０条に次の１項を加える。 

４ 介護老人保健施設は、適切な介護保健施設サービスの提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であ

って業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第３０条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３０条の２ 介護老人保健施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所

者に対する介護保健施設サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 介護老人保健施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するととも

に、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて

業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３３条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に「並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加える。 

第３５条に次の１項を加える。 

２ 介護老人保健施設は、前項に規定する事項を記載した書面を当該介護老人保

健施設に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることによ

り、同項の規定による掲示に代えることができる。 

第４０条第１項第３号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項に次の１号を加える。 
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⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４０条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４０条の２ 介護老人保健施設は、虐待の発生又はその再発を防止するため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該介護老人保健施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に

開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

⑵ 当該介護老人保健施設における虐待の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該介護老人保健施設において、介護職員その他の従業者に対し、虐待の

防止のための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４４条に次の２項を加える。 

３ ユニット型介護老人保健施設は、入居者の人権の擁護、虐待の防止等のた 

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等

の措置を講じなければならない。 

４ ユニット型介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを提供するに当たっ

ては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第４８条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加える。 

第５２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５３条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型介護老人保健施設は、全ての従業者（看護師、准看

護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める

者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に

係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第５３条に次の１項を加える。 
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５ ユニット型介護老人保健施設は、適切な介護保健施設サービスの提供を確保

する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環

境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

第５５条中「第２０条」を「第２０条の３」に改め、「第２８条まで」の次に

「、第３０条の２」を加え、「第３５条」を「第３５条第１項」に改める。 

本則に次の１章を加える。 

  第６章 雑則 

（電磁的記録等） 

第５６条 介護老人保健施設及びその従業者は、作成、保存その他これらに類す

るもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）

で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１０条第１項（第５５条

において準用する場合を含む。）及び第１３条第１項（第５５条において準用

する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に

代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 介護老人保健施設及びその従業者は、交付、説明、同意、承諾その他これら

に類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書

面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の

相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法そ

の他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることがで

きる。 

附則第６項から第９項までの規定中「平成３６年」を「令和６年」に改める。 

（甲府市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第１０条 甲府市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 
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（平成３１年３月条例第３号。附則において「特別養護老人ホーム基準条例」と

いう。）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第３３条」を「第３３条の２」に、 

「第５章 ユニット型地域密着型特別養護老人ホームの基本方針並びに設備 

及び運営に関する基準（第５１条～第５４条）            」 

「第５章 ユニット型地域密着型特別養護老人ホームの基本方針並びに設備 

及び運営に関する基準（第５１条～第５４条） 

第６章 雑則（第５５条）                     」 

改める。 

 第２条に次の１項を加える。 

５ 特別養護老人ホームは、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な

体制の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を講じ

なければならない。 

 第７条ただし書を次のように改める。 

  ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

 第８条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻  虐待の防止のための措置に関する事項 

第１６条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通

信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

 第２５条第２項中「第３３条」を「第３３条の２」に改める。 

 第２６条第３項に後段として次のように加える。 

  その際、当該特別養護老人ホームは、全ての職員（看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者

等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係

る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

 第２６条に次の１項を加える。 

４ 特別養護老人ホームは、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場に

おいて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止

に 

を 
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するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 第２６条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２６条の２ 特別養護老人ホームは、感染症や非常災害の発生時において、入

所者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 特別養護老人ホームは、職員に対し、業務継続計画について周知するととも

に、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 特別養護老人ホームは、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じ

て業務継続計画の変更を行うものとする。 

 第２８条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に「並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加える。 

 第３２条第２項中「市が」を「市町村が」に改める。 

 第３３条第１項第３号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項に次の１号を加える。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第３３条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３３条の２ 特別養護老人ホームは、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該特別養護老人ホームにおける虐待の防止のための対策を検討する委員

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的

に開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹

底を図ること。 

⑵ 当該特別養護老人ホームにおける虐待の防止のための指針を整備するこ 

と。 

⑶ 当該特別養護老人ホームにおいて、介護職員その他の従業者に対し、虐待

の防止のための研修を定期的に実施すること。 
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⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第３５条に次の１項を加える。 

 ３ ユニット型特別養護老人ホームは、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

 第３６条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第３７条第４項第１号ア（イ）中「おおむね１０人以下としなければならない」を

「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に改め、 

同号ア（オ）を次のように改める。 

   （オ） 削除 

 第３８条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加える。 

 第４２条第４項に後段として次のように加える。 

  その際、当該ユニット型特別養護老人ホームは、全ての職員（看護師、准看

護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に規定する政令

で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知

症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければなら

ない。 

 第４２条に次の１項を加える。 

５  ユニット型特別養護老人ホームは、適切なサービスの提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

 第４４条中「及び第２８条から第３３条までの」を「、第２６条の２及び第

２８条から第３３条の２までの」に、「第１３条から第３３条」を「第１３条か

ら第３３条の２」に、「及び第２８条から第３３条まで」」を「、第２６条の２

及び第２８条から第３３条の２まで」」に改める。 

 第４５条中「第２章」を「前２章」に改める。 
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 第４７条第１項にただし書として次のように加える。 

  ただし、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該地域密

着型特別養護老人ホームの効果的な運営を期待することができる場合であっ

て、入所者の処遇に支障がないときは、第５号の栄養士を置かないことができ

る。 

 第４７条第９項第１号中「栄養士」を「生活相談員、栄養士」に改める。 

 第４９条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、入所者又はその家族（以下この号において「入所

者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について

当該入所者等の同意を得なければならない。）」を加え、同条第４項中「市が」

を「市町村が」に改める。 

 第５０条中「及び第３３条」を「、第３３条及び第３３条の２」に、「第３３

条まで」を「第３３条の２まで」に改める。 

 第５２条第４項第１号ア（イ）中「おおむね１０人以下としなければならない」を

「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に改め、 

同号ア（オ）を次のように改める。 

   （オ） 削除 

 第５４条中「第２８条から第３１条まで、第３３条」を「第２６条の２、第 

２８条から第３１条まで、第３３条、第３３条の２」に、「第３３条まで」を

「第３３条の２まで」に、「第２８条から第３１条まで、第３３条、第３６条」

を「第２６条の２、第２８条から第３１条まで、第３３条、第３３条の２、第

３６条」に改める。 

本則に次の１章を加える。 

  第６章 雑則 

（電磁的記録等） 

第５５条 特別養護老人ホーム及びその職員は、作成、保存その他これらに類す

るもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）

で行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定するものを除
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く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によ

り行うことができる。 

２ 特別養護老人ホーム及びその職員は、説明、同意その他これらに類するもの

（以下「説明等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては、当該説明等の相手方の承諾

を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚

によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

 附則第７項から第９項までの規定中「平成３６年」を「令和６年」に改める。 

（甲府市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１１条 甲府市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 

３１年３月条例第１号。附則において「軽費老人ホーム基準条例」という。）の

一部を次のように改正する。 

 第２条に次の１項を加える。 

４ 軽費老人ホームは、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を講じなけ

ればならない。 

 第８条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１８条第５項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通

信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

 第２３条第２項中「第３４条」を「第３５条」に改める。 

 第２５条第３項に後段として次のように加える。 

  その際、当該軽費老人ホームは、全ての職員（看護師、准看護師、介護福祉

士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

 第２５条に次の１項を加える。 
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４  軽費老人ホームは、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 第２５条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２５条の２ 軽費老人ホームは、感染症や非常災害の発生時において、入所者

に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 軽費老人ホームは、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 軽費老人ホームは、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行うものとする。 

 第２７条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に「並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加える。 

 第２９条に次の１項を加える。 

２ 軽費老人ホームは、前項に規定する事項を記載した書面を当該軽費老人ホー

ムに備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

前項の規定による掲示に代えることができる。 

 第３２条第３項中「市町村（特別区を含む。以下同じ。）」を「市」に改め、 

同条第４項中「市町村から」を「市から」に、「当該市町村に」を「市に」に改 

める。 

 第３３条第２項中「市が」を「市町村（特別区を含む。）が」に改める。 

 第３４条第１項中「次の」を「次に掲げる」に改め、同項第３号中「委員会」

の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加

え、同項に次の１号を加える。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

本則に次の２条を加える。 
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（虐待の防止） 

第３５条 軽費老人ホームは、虐待の発生又はその再発を防止するために、次の

措置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該軽費老人ホームにおける虐待の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に

開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。 

 ⑵ 当該軽費老人ホームにおける虐待の防止のための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該軽費老人ホームにおいて、職員に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること。 

 ⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（電磁的記録等） 

第３６条 軽費老人ホーム及びその職員は、作成、交付、保存その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）

で行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によ

り行うことができる。 

２ 軽費老人ホーム及びその職員は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これ

らに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において

書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等

の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法

その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることが

できる。 

 附則第２条中「第３４条」を「第３５条」に改める。 

 附則第３条に次の１項を加える。 

４ 軽費老人ホームＡ型は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な

体制の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を講じ
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なければならない。 

 附則第１０条中「第３４条まで」を「第３５条まで」に改める。 

（甲府市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

の一部改正） 

第１２条 甲府市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定め 

る条例（平成３０年１２月条例第５０号。附則において「介護医療院基準条例」

という。）の一部を次のように改正する。 

目次中「 第３節 運営に関する基準（第４８条～第５６条）」を 

「 第３節 運営に関する基準（第４８条～第５６条） 

第６章 雑則（第５７条）            」 

第２条に次の２項を加える。 

４ 介護医療院は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整

備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

５ 介護医療院は、介護医療院サービスを提供するに当たっては、法第１１８条

の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切か

つ有効に行うよう努めなければならない。 

第５条第１項第５号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め、同条第

４項ただし書を次のように改める。 

ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

第１７条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置その他の情報通

信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

第１８条第６項中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。ただし、入所者又はその家族（以下この項において「入

所者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につい

て当該入所者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第２１条の次に次の２条を加える。 

（栄養管理） 

第２１条の２ 介護医療院は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立し

に改める。 
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た日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画

的に行わなければならない。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第２１条の３ 介護医療院は、入所者の口腔
くう

の健康の保持を図り、自立した日常

生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状態

に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

第３０条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第３１条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該介護医療院は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉

士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有

する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研

修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第３１条に次の１項を加える。 

４ 介護医療院は、適切な介護医療院サービスの提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

第３１条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３１条の２ 介護医療院は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対

する介護医療院サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２  介護医療院は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３  介護医療院は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うものとする。 

第３４条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に「並びに
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感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加える。 

第３６条に次の１項を加える。 

２  介護医療院は、前項に規定する事項を記載した書面を当該介護医療院に備え

付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規

定による掲示に代えることができる。 

第４１条第１項第３号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加え、同項に次の１号を加える。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４１条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４１条の２ 介護医療院は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該介護医療院における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

⑵ 当該介護医療院における虐待の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該介護医療院において、介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止の

ための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

第４５条に次の２項を加える。 

３ ユニット型介護医療院は、入居者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を

講じなければならない。 

４ ユニット型介護医療院は、介護医療院サービスを提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第４９条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加える。 

第５３条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 
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⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５４条第４項に後段として次のように加える。 

その際、当該ユニット型介護医療院は、全ての従業者（看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第５４条に次の１項を加える。 

５ ユニット型介護医療院は、適切な介護医療院サービスの提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第５６条中「第２１条」を「第２１条の３」に改め、「第２９条まで」の次に

「、第３１条の２」を加え、「第２８条第２項」を「第２８条第３項」に改め

る。 

本則に次の１章を加える。 

  第６章 雑則 

（電磁的記録等） 

第５７条 介護医療院及びその従業者は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるもの（第１１条第１項（第５６条におい

て準用する場合を含む。）及び第１４条第１項（第５６条において準用する場

合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 介護医療院及びその従業者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類す

るもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行
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うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方

の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他

人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができ

る。 

附則第２項から第７項までの規定中「平成３６年」を「令和６年」に改める。 

附則に次の１項を加える。 

８ 病床を有する診療所の開設者が、当該診療所の病床を令和６年３月３１日ま

での間に転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の浴

室については、第６条第２項第３号イの規定にかかわらず、新築、増築又は全

面的な改築の工事が終了するまでの間は、一般浴槽のほか、入浴に介助を必要

とする者の入浴に適した設備を設けることとする。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第２条中第１５条 

第２０号の次に１号を加える改正規定は、令和３年１０月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規定によ 

る改正後の指定居宅サービス等基準条例（以下「新指定居宅サービス等基準条

例」という。）第３条第３項及び第４１条の２（新指定居宅サービス等基準条例

第４５条、第５０条、第６２条、第６６条、第８２条、第９２条、第１０１条、

第１１７条、第１１９条、第１２３条、第１３４条、第１５６条（新指定居宅

サービス等基準条例第１６９条において準用する場合を含む。）、第１７１条、

第１７８条、第１９４条（新指定居宅サービス等基準条例第２０６条において準

用する場合を含む。）、第２２６条、第２３７条、第２５２条、第２５４条及び

第２６５条において準用する場合を含む。）、第２条の規定による改正後の指定

居宅介護支援等基準条例（以下「新指定居宅介護支援等基準条例」という。）第

２条第５項及び第２９条の２（新指定居宅介護支援等基準条例第３２条において

準用する場合を含む。）、第３条の規定による改正後の指定地域密着型サービス

基準条例（以下「新指定地域密着型サービス基準条例」という。）第３条第３項

及び第４１条の２（新指定地域密着型サービス基準条例第６０条、第６０条の
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２０、第６０条の２０の３、第６０条の３８、第８１条、第１０９条、第１２９

条、第１５０条、第１７８条、第１９０条及び第２０３条において準用する場合

を含む。）、第４条の規定による改正後の指定介護予防サービス等基準条例（以

下「新指定介護予防サービス等基準条例」という。）第３条第３項及び第３５条

の２（新指定介護予防サービス等基準条例第４３条、第５５条、第６５条、第

７４条、第８９条、第１０９条（新指定介護予防サービス等基準条例第１２６条

において準用する場合を含む。）、第１３３条、第１４０条、第１５０条（新指

定介護予防サービス等基準条例第１６５条において準用する場合を含む。）、第

１８５条、第２０２条、第２１６条、第２２１条及び第２３０条において準用す

る場合を含む。）、第５条の規定による改正後の指定介護予防支援等基準条例

（以下「新指定介護予防支援等基準条例」という。）第２条第５項及び第２８条

の２（新指定介護予防支援等基準条例第３４条において準用する場合を含

む。）、第６条の規定による改正後の指定地域密着型介護予防サービス基準条例

（以下「新指定地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第３条第３項

及び第３８条の２（新指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６６条及び第

８７条において準用する場合を含む。）、第７条の規定による改正後の養護老人

ホーム基準条例（以下「新養護老人ホーム基準条例」という。）第２条第４項及

び第３１条、第８条の規定による改正後の指定介護老人福祉施設基準条例（以下

「新指定介護老人福祉施設基準条例」という。）第３条第４項、第４２条の２

（新指定介護老人福祉施設基準条例第５６条において準用する場合を含む。）及

び第４６条第３項、第９条の規定による改正後の介護老人保健施設基準条例（以

下「新介護老人保健施設基準条例」という。）第２条第４項、第４０条の２（新

介護老人保健施設基準条例第５５条において準用する場合を含む。）及び第４４

条第３項、第１０条の規定による改正後の特別養護老人ホーム基準条例（以下

「新特別養護老人ホーム基準条例」という。）第２条第５項（新特別養護老人ホ

ーム基準条例第５０条において準用する場合を含む。）、第３３条の２（新特別

養護老人ホーム基準条例第４４条、第５０条及び第５４条において準用する場合

を含む。）及び第３５条第３項（新特別養護老人ホーム基準条例第５４条におい

て準用する場合を含む。）、第１１条の規定による改正後の軽費老人ホーム基準

条例（以下「新軽費老人ホーム基準条例」という。）第２条第４項、第３５条
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（新軽費老人ホーム基準条例附則第１０条において準用する場合を含む。）及び

附則第３条第４項並びに第１２条の規定による改正後の介護医療院基準条例（以

下「新介護医療院基準条例」という。）第２条第４項、第４１条の２（新介護医

療院基準条例第５６条において準用する場合を含む。）及び第４５条第３項の規

定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう

に努めなければ」と、新指定居宅サービス等基準条例第３０条（新指定居宅サー

ビス等基準条例第４５条及び第５０条において準用する場合を含む。）、第６０

条（新指定居宅サービス等基準条例第６６条において準用する場合を含む。）、

第８０条、第９０条、第９９条、第１１０条（新指定居宅サービス等基準条例第

１１９条及び第１２３条において準用する場合を含む。）、第１３１条、第

１５２条（新指定居宅サービス等基準条例第１７１条及び第１７８条において準

用する場合を含む。）、第１６６条、第１９１条、第２０３条、第２２１条、第

２３４条及び第２４６条（新指定居宅サービス等基準条例第２５４条及び第

２６５条において準用する場合を含む。）、新指定居宅介護支援等基準条例第

２０条（新指定居宅介護支援等基準条例第３２条において準用する場合を含

む。）、新指定地域密着型サービス基準条例第３２条、第５６条、第６０条の

１２（新指定地域密着型サービス基準条例第６０条の２０の３において準用する

場合を含む。）、第６０条の３４、第７４条、第１０１条（新指定地域密着型サ

ービス基準条例第２０３条において準用する場合を含む。）、第１２３条、第

１４６条、第１６９条及び第１８７条、新指定介護予防サービス等基準条例第

２６条（新指定介護予防サービス等基準条例第４３条において準用する場合を含

む。）、第５３条、第６３条、第７２条、第８３条、第１０４条（新指定介護予

防サービス等基準条例第１３３条及び第１４０条において準用する場合を含

む。）、第１２３条、第１４７条、第１６２条、第１８０条、第１９９条及び第

２１０条（新指定介護予防サービス等基準条例第２２１条及び第２３０条におい

て準用する場合を含む。）、新指定介護予防支援等基準条例第１９条（新指定介

護予防支援等基準条例第３４条において準用する場合を含む。）、新指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第２８条、第５８条及び第８１条、新養護老人

ホーム基準条例第８条、新指定介護老人福祉施設基準条例第３０条及び第５３

条、新介護老人保健施設基準条例第２９条及び第５２条、新特別養護老人ホーム
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基準条例第８条（新特別養護老人ホーム基準条例第５０条において準用する場合

を含む。）及び第３６条（新特別養護老人ホーム基準条例第５４条において準用

する場合を含む。）、新軽費老人ホーム基準条例第８条（新軽費老人ホーム基準

条例附則第１０条において準用する場合を含む。）並びに新介護医療院基準条例

第３０条及び第５３条の規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあ

るのは「、虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう

努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止の

ための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

第３条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定居宅サービ 

ス等基準条例第３２条の２（新指定居宅サービス等基準条例第４５条、第５０

条、第６２条、第６６条、第８２条、第９２条、第１０１条、第１１７条、第

１１９条、第１２３条、第１３４条、第１５６条（新指定居宅サービス等基準条

例第１６９条において準用する場合を含む。）、第１７１条、第１７８条、第

１９４条（新指定居宅サービス等基準条例第２０６条において準用する場合を含

む。）、第２２６条、第２３７条、第２５２条、第２５４条及び第２６５条にお

いて準用する場合を含む。）、新指定居宅介護支援等基準条例第２１条の２（新

指定居宅介護支援等基準条例第３２条において準用する場合を含む。）、新指定

地域密着型サービス基準条例第３３条の２（新指定地域密着型サービス基準条例

第６０条、第６０条の２０、第６０条の２０の３、第６０条の３８、第８１条、

第１０９条、第１２９条、第１５０条、第１７８条、第１９０条及び第２０３条

において準用する場合を含む。）、新指定介護予防サービス等基準条例第２７条

の２（新指定介護予防サービス等基準条例第４３条、第５５条、第６５条、第

７４条、第８９条、第１０９条（新指定介護予防サービス等基準条例第１２６条

において準用する場合を含む。）、第１３３条、第１４０条、第１５０条（新指

定介護予防サービス等基準条例第１６５条において準用する場合を含む。）、第

１８５条、第２０２条、第２１６条、第２２１条及び第２３０条において準用す

る場合を含む。）、新指定介護予防支援等基準条例第２０条の２（新指定介護予

防支援等基準条例第３４条において準用する場合を含む。）、新指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第２９条の２（新指定地域密着型介護予防サービス基
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準条例第６６条及び第８７条において準用する場合を含む。）、新養護老人ホー

ム基準条例第２４条の２、新指定介護老人福祉施設基準条例第３１条の２（新指

定介護老人福祉施設基準条例第５６条において準用する場合を含む。）、新介護

老人保健施設基準条例第３０条の２（新介護老人保健施設基準条例第５５条にお

いて準用する場合を含む。）、新特別養護老人ホーム基準条例第２６条の２（新

特別養護老人ホーム基準条例第４４条、第５０条及び第５４条において準用する

場合を含む。）、新軽費老人ホーム基準条例第２５条の２（新軽費老人ホーム基

準条例附則第１０条において準用する場合を含む。）並びに新介護医療院基準条

例第３１条の２（新介護医療院基準条例第５６条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは

「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう

努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるものとす

る」とする。 

（居宅サービス事業者等における感染症の予防及びまん延の防止のための措置に

係る経過措置） 

第４条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定居宅サービ 

ス等基準条例第３３条第３項（新指定居宅サービス等基準条例第４５条、第５０

条、第６２条、第６６条、第８２条、第９２条、第１０１条及び第２６５条にお

いて準用する場合を含む。）、第１１４条第２項（新指定居宅サービス等基準条

例第１１９条、第１２３条、第１５６条（新指定居宅サービス等基準条例第

１６９条において準用する場合を含む。）、第１７１条、第１７８条、第２２６

条及び第２３７条において準用する場合を含む。）、第１３２条第２項（新指定

居宅サービス等基準条例第１９４条（新指定居宅サービス等基準条例第２０６条

において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）及び第２４９

条第６項（新指定居宅サービス等基準条例第２５４条において準用する場合を含

む。）、新指定居宅介護支援等基準条例第２３条の２（新指定居宅介護支援等基

準条例第３２条において準用する場合を含む。）、新指定地域密着型サービス基

準条例第３４条第３項（新指定地域密着型サービス基準条例第６０条において準

用する場合を含む。）及び第６０条の１６第２項（新指定地域密着型サービス基

準条例第６０条の２０の３、第６０条の３８、第８１条、第１０９条、第１２９
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条、第１５０条及び第２０３条において準用する場合を含む。）、新指定介護予

防サービス等基準条例第２８条第３項（新指定介護予防サービス等基準条例第

４３条、第５５条、第６５条、第７４条及び第２３０条において準用する場合を

含む。）、第８７条第２項（新指定介護予防サービス等基準条例第１５０条（新

指定介護予防サービス等基準条例第１６５条において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合を含む。）、第１０６条第２項（新指定介護予防サービス等

基準条例第１２６条、第１３３条、第１４０条、第１８５条及び第２０２条にお

いて準用する場合を含む。）及び第２１３条第６項（新指定介護予防サービス等

基準条例第２２１条において準用する場合を含む。）、新指定介護予防支援等基

準条例第２２条の２（新指定介護予防支援等基準条例第３４条において準用する

場合を含む。）並びに新指定地域密着型介護予防サービス基準条例第３２条第２

項（新指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６６条及び第８７条において

準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなけれ

ば」とあるのは「講じるよう努めなければ」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

第５条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定居宅サービ 

ス等基準条例第６０条の２第３項（新指定居宅サービス等基準条例第６６条にお

いて準用する場合を含む。）、第１１１条第３項（新指定居宅サービス等基準条

例第１１９条、第１２３条、第１３４条、第１５６条、第１７１条、第１７８条

及び第１９４条において準用する場合を含む。）、第１６７条第４項、第２０４

条第４項及び第２２２条第４項（新指定居宅サービス等基準条例第２３７条にお

いて準用する場合を含む。）、新指定地域密着型サービス基準条例第６０条の

１３第３項（新指定地域密着型サービス基準条例第６０条の２０の３、第６０条

の３８、第８１条、第１０９条及び第２０３条において準用する場合を含

む。）、第１２４条第３項、第１４７条第４項、第１７０条第３項及び第１８８

条第４項、新指定介護予防サービス等基準条例第２７条第３項（新指定介護予防

サービス等基準条例第４３条において準用する場合を含む。）、第８４条第３項

（新指定介護予防サービス等基準条例第１０９条、第１３３条、第１４０条及び

第１５０条において準用する場合を含む。）、第１２４条第４項、第１６３条第

４項及び第１８１条第４項（新指定介護予防サービス等基準条例第２０２条にお
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いて準用する場合を含む。）、新指定地域密着型介護予防サービス基準条例第

２９条第３項（新指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６６条において準

用する場合を含む。）及び第８２条第３項、新養護老人ホーム基準条例第２４条

第３項、新指定介護老人福祉施設基準条例第３１条第３項及び第５４条第４項、

新介護老人保健施設基準条例第３０条第３項及び第５３条第４項、新特別養護老

人ホーム基準条例第２６条第３項（新特別養護老人ホーム基準条例第５０条にお

いて準用する場合を含む。）及び第４２条第４項（新特別養護老人ホーム基準条

例第５４条において準用する場合を含む。）、新軽費老人ホーム基準条例第２５

条第３項（新軽費老人ホーム基準条例附則第１０条において準用する場合を含

む。）並びに新介護医療院基準条例第３１条第３項及び第５４条第４項の規定の

適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努め

なければ」とする。 

（ユニットの定員に係る経過措置） 

第６条 この条例の施行の日以降、当分の間、新指定介護老人福祉施設基準条例第 

４７条第１項第１号ア（イ）の規定に基づき入所定員が１０人を超えるユニットを整

備するユニット型指定介護老人福祉施設は、新指定介護老人福祉施設基準条例第

５条第１項第３号ア及び第５４条第２項の基準を満たすほか、ユニット型指定介

護老人福祉施設における夜間及び深夜を含めた介護職員並びに看護師及び准看護

師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう努めるものとする。 

２  前項の規定は、新指定居宅サービス等基準条例第１５９条第６項第１号ア（イ）、 

新指定地域密着型サービス基準条例第１８１条第１項第１号ア（イ）、新指定介護予

防サービス等基準条例第１２０条第６項第１号ア（イ）並びに新特別養護老人ホーム

基準条例第３７条第４項第１号ア（イ）及び第５２条第４項第１号ア（イ）の規定の適用

について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定の適用につい

ては、前項中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句にそれぞれ読

み替えるものとする。 

新指定居宅サービス

等基準条例第１５９

条第６項第１号ア（イ） 

入所定員 利用定員 

新指定介護老人福祉施設基

準条例第５条第１項第３号

ア 

新指定居宅サービス等基準

条例第１３６条第１項第３

号 
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第５４条第２項 第１６７条第２項 

新指定地域密着型

サービス基準条例第

１８１条第１項第１

号ア（イ） 

入所定員 入居定員 

新指定介護老人福祉施設基

準条例第５条第１項第３号

ア 

新指定地域密着型サービス

基準条例第１５２条第１項

第３号ア 

第５４条第２項 第１８８条第２項 

新指定介護予防サー

ビス等基準条例第

１２０条第６項第１

号ア（イ） 

入所定員 利用定員 

新指定介護老人福祉施設基

準条例第５条第１項第３号

ア 

新指定介護予防サービス等

基準条例第９５条第１項第

３号 

第５４条第２項 第１２４条第２項 

新特別養護老人ホー

ム基準条例第３７条

第４項第１号ア（イ）及

び第５２条第４項第

１号ア（イ） 

入所定員 入居定員 

新指定介護老人福祉施設基

準条例第５条第１項第３号

ア 

新特別養護老人ホーム基準

条例第１２条第１項第４号

ア 

第５４条第２項 第４２条第２項（第５４条

において準用する場合を含

む。） 

第７条 この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを 

含み、この条例の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）

の居室、療養室又は病室（以下この条において「居室等」という。）であって、

第１条の規定による改正前の指定居宅サービス等基準条例第１５９条第６項第１

号ア（ウ）（ただし書に係る部分に限る。）、第３条の規定による改正前の指定地域

密着型サービス基準条例第１８１条第１項第１号ア（ウ）（ⅱ）、第４条の規定による改

正前の指定介護予防サービス等基準条例第１２０条第６項第１号ア（ウ）（後段に係

る部分に限る。）、第８条の規定による改正前の指定介護老人福祉施設基準条例

第４７条第１項第１号ア（ウ）ｂ並びに第１０条の規定による改正前の特別養護老人

ホーム基準条例第３７条第４項第１号ア及び第５２条第４項第１号アの規定の要

件を満たしている居室等については、なお従前の例による。 

（栄養管理に係る経過措置） 
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第８条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定地域密着型 

サービス基準条例第１６４条の２（新指定地域密着型サービス基準条例第１９０

条において準用する場合を含む。）、新指定介護老人福祉施設基準条例第２２条

の２（新指定介護老人福祉施設基準条例第５６条において準用する場合を含

む。）、新介護老人保健施設基準条例第２０条の２（新介護老人保健施設基準条

例第５５条において準用する場合を含む。）及び新介護医療院基準条例第２１条

の２（新介護医療院基準条例第５６条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは「行うよう努めな

ければ」とする。 

（口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

第９条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定地域密着型 

サービス基準条例第１６４条の３（新指定地域密着型サービス基準条例第１９０

条において準用する場合を含む。）、新指定介護老人福祉施設基準条例第２２条

の３（新指定介護老人福祉施設基準条例第５６条において準用する場合を含

む。）、新介護老人保健施設基準条例第２０条の３（新介護老人保健施設基準条

例第５５条において準用する場合を含む。）及び新介護医療院基準条例第２１条

の３（新介護医療院基準条例第５６条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは「行うよう努めな

ければ」とする。 

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

第１０条 この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新指定地 

域密着型サービス基準条例第１７６条第１項（新指定地域密着型サービス基準条

例第１９０条において準用する場合を含む。）、新養護老人ホーム基準条例第

３０条第１項、新指定介護老人福祉施設基準条例第４２条第１項（新指定介護老

人福祉施設基準条例第５６条において準用する場合を含む。）、新介護老人保健

施設基準条例第４０条第１項（新介護老人保健施設基準条例第５５条において準

用する場合を含む。）、新特別養護老人ホーム基準条例第３３条第１項（新特別

養護老人ホーム基準条例第４４条、第５０条及び第５４条において準用する場合

を含む。）、新軽費老人ホーム基準条例第３４条第１項（新軽費老人ホーム基準

条例附則第１０条において準用する場合を含む。）並びに新介護医療院基準条例
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第４１条第１項（新介護医療院基準条例第５６条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、これらの規定中「次に掲げる措置を講じなけれ

ば」とあるのは、「次の第１号から第３号までに掲げる措置を講じるとともに、

次の第４号に掲げる措置を講じるよう努めなければ」とする。 

（介護保険施設等における感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経

過措置） 

第１１条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新指定地域密着 

型サービス基準条例第１７２条第２項第３号（新指定地域密着型サービス基準条

例第１９０条において準用する場合を含む。）、新養護老人ホーム基準条例第

２５条第２項第３号、新指定介護老人福祉施設基準条例第３４条第２項第３号

（新指定介護老人福祉施設基準条例第５６条において準用する場合を含む。）、

新介護老人保健施設基準条例第３３条第２項第３号（新介護老人保健施設基準条

例第５５条において準用する場合を含む。）、新特別養護老人ホーム基準条例第

２８条第２項第３号（新特別養護老人ホーム基準条例第４４条、第５０条及び第

５４条において準用する場合を含む。）、新軽費老人ホーム基準条例第２７条第

２項第３号（新軽費老人ホーム基準条例附則第１０条において準用する場合を含

む。）並びに新介護医療院基準条例第３４条第２項第３号（新介護医療院基準条

例第５６条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、指定地域密着

型介護老人福祉施設、養護老人ホーム、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施

設、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び介護医療院は、その従業者又は職

員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実

施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施す

るよう努めるものとする。 
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 甲府市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第７号 

   甲府市手数料条例の一部を改正する条例 

 甲府市手数料条例（平成１２年３月条例第９号）の一部を次のように改正する。 

別表第４１号ア（ウ）ｂを次のように改める。 

ｂ 共用部分（共同住宅等のうち住宅部分以外の部分をいう。以下この号にお

いて同じ。） 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

⒜ ３００平方メートル以内のもの ８，６００円 

⒝ ３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの

１５，０００円 

⒞ １，０００平方メートルを超え２，０００平方メートル以内のもの  

２４，０００円 

⒟ ２，０００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの  

７３，０００円 

⒠ ５，０００平方メートルを超え１０，０００平方メートル以内のもの 

１１７，０００円 

⒡ １０，０００平方メートルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の １４７，０００円 

⒢ ２５，０００平方メートルを超えるもの １８４，０００円 

別表第４１号イ（ウ）ｂ及びｃを次のように改める。 

ｂ 共用部分 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

⒜ ３００平方メートル以内のもの １００，０００円 

⒝ ３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの  

１２６，０００円 
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⒞ １，０００平方メートルを超え２，０００平方メートル以内のもの  

１６５，０００円 

⒟ ２，０００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの  

２５８，０００円 

⒠ ５，０００平方メートルを超え１０，０００平方メートル以内のもの 

３３１，０００円 

⒡ １０，０００平方メートルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の ３９６，０００円 

⒢ ２５，０００平方メートルを超えるもの ４６１，０００円 

c  非住宅の部分 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

⒜ 誘導基準に適合することを確認する方法として、別に市長が定める簡易

な評価方法（以下この号において「モデル建物法」という。）を用いる場

合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

ⅰ ３００平方メートル以内のもの ８３，０００円 

ⅱ ３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの  

１０６，０００円 

ⅲ １，０００平方メートルを超え２，０００平方メートル以内のもの 

１４０，０００円 

ⅳ ２，０００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの 

２２７，０００円 

ⅴ ５，０００平方メートルを超え１０，０００平方メートル以内のも

の ２９６，０００円 

ⅵ １０，０００平方メートルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の ３５６，０００円 

ⅶ ２５，０００平方メートルを超えるもの ４１８，０００円 

⒝ ⒜に掲げる場合以外の場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額 

ⅰ ３００平方メートル未満のもの（誘導基準のうち住宅に係る外壁、窓

等を通しての熱の損失の防止に関する基準に適合する措置が講じられる

場合に限る。） １２１，０００円 
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ⅱ ３００平方メートル以内のもの（ⅰに掲げる場合を除く。）  

２０９，０００円 

ⅲ ３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの  

２６２，０００円 

ⅳ １，０００平方メートルを超え２，０００平方メートル以内のもの 

３３８，０００円 

ⅴ ２，０００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの 

４８３，０００円 

ⅵ ５，０００平方メートルを超え１０，０００平方メートル以内のも

の ５９５，０００円 

ⅶ １０，０００平方メートルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の ７０４，０００円 

ⅷ ２５，０００平方メートルを超えるもの ８０３，０００円 

別表第４３号ア（ア）及び（イ）を次のように改める。 

（ア） 適合させようとする基準が建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令

（平成２８年経済産業省令・国土交通省令第１号）第１条第１項第１号ロに掲

げる基準である場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額 

ａ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

２５，０００円 

ｂ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

３６，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

９１，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

１３７，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１７１，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ２１２，０００円 

（イ） （ア）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に
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定める金額 

ａ ３００平方メートル以 上 1，０００平方メートル未満のも の  

２９，０００円 

b  １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

４１，０００円 

c  ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

９７，０００円 

d  ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

１４４，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１７８，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ２２１，０００円 

別表第４３号イ（ア）及び（イ）を次のように改める。 

（ア） 適合させようとする基準が建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第

１条第１項第１号ロに掲げる基準である場合 次に掲げる床面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

ａ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

１０６，０００円 

ｂ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

１４０，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

２２７，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

２９６，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

３５６，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ４１８，０００円 

（イ） （ア）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額 

ａ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

- 137 -



２７４，０００円 

ｂ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

３５３，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

５０５，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

６２２，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

７３５，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ８３８，０００円 

別表第４５号ア（ア）及び（イ）を次のように改める。 

（ア） 適合させようとする基準が建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第

１条第１項第１号ロに掲げる基準である場合 次に掲げる床面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

ａ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

２５，０００円 

ｂ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

３６，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

９１，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

１３７，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１７１，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ２１２，０００円 

（イ） （ア）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額 

ａ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

２９，０００円 

ｂ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  
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４１，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

９７，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

１４４，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１７８，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ２２１，０００円 

別表第４５号イ（ア）及び（イ）を次のように改める。 

（ア） 適合させようとする基準が建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第

１条第１項第１号ロに掲げる基準である場合 次に掲げる床面積の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

ａ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

１０６，０００円 

ｂ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

１４０，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

２２７，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

２９６，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

３５６，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ４１８，０００円 

（イ） （ア）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額 

ａ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

２７４，０００円 

ｂ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

３５３，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  
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５０５，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

６２２，０００円 

e  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

７３５，０００円 

f  ２５，０００平方メートル以上のもの ８３８，０００円 

別表第４７号中「第２９条第１項」を「第３４条第１項」に、「第３０条第２

項」を「第３５条第２項」に、「第３０条第１項第１号」を「第３５条第１項第１

号」に改め、同号ア（ウ）を次のように改める。 

（ウ） 住宅の用途に供しない建築物 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額 

a  ３００平方メートル未満のもの ８，０００円 

ｂ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

１５，０００円 

ｃ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

２５，０００円 

ｄ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

７６，０００円 

e  ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

１２１，０００円 

f  １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１５２，０００円 

g  ２５，０００平方メートル以上のもの １９１，０００円 

別表第４７号イ（ウ）ａ及びｂを次のように改める。 

ａ 適合させようとする基準が建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令

第１０条第１号イ⑵及び同号ロ⑵に掲げる基準である場合 次に掲げる床面

積の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

⒜ ３００平方メートル未満のもの ８２，０００円 

⒝ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの 

 １０５，０００円 
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⒞ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

１３８，０００円 

⒟ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

２２４，０００円 

⒠ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

２９３，０００円 

⒡ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 

３５３，０００円 

⒢ ２５，０００平方メートル以上のもの ４１４，０００円 

ｂ ａに掲げる場合以外の場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額 

⒜ ３００平方メートル未満のもの ２１６，０００円 

⒝ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

２７１，０００円 

⒞ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

３５０，０００円 

⒟ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

５００，０００円 

⒠ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

６１６，０００円 

⒡ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 

７２８，０００円 

⒢ ２５，０００平方メートル以上のもの ８３１，０００円 

別表第４８号中「第３１条第１項」を「第３６条第１項」に改める。 

別表第４９号中「第３６条第１項」を「第４１条第１項」に改め、同号ア（ウ）を次

のように改める。 

（ウ） 住宅の用途に供しない建築物 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額 

ａ ３００平方メートル未満のもの ８，０００円 

ｂ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のも の  
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１５，０００円 

ｃ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

２５，０００円 

ｄ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

７６，０００円 

e  ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

１２１，０００円 

ｆ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１５２，０００円 

ｇ ２５，０００平方メートル以上のもの １９１，０００円 

別表第４９号イ（ウ）ａ及びｂを次のように改める。 

a  適合させようとする基準が建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令

第１条第１項第１号ロに掲げる基準である場合 次に掲げる床面積の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額 

⒜ ３００平方メートル未満のもの ８２，０００円 

⒝ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  

１０５，０００円 

⒞ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

１３８，０００円 

⒟ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

２２４，０００円 

⒠ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

２９３，０００円 

⒡ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 

３５３，０００円 

⒢ ２５，０００平方メートル以上のもの ４１４，０００円 

ｂ ａに掲げる場合以外の場合 次に掲げる床面積の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額 

⒜ ３００平方メートル未満のもの ２１６，０００円 

⒝ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの  
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２７１，０００円 

⒞ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの  

３５０，０００円 

⒟ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの  

５００，０００円 

⒠ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  

６１６，０００円 

⒡ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 

７２８，０００円 

⒢ ２５，０００平方メートル以上のもの ８３１，０００円 

附 則 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る 

手数料について適用し、同日前にされた申請に係る手数料については、なお従前

の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 143 -



 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第８号 

   甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部を改正す

る条例 

 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（平成５年６月条例

第２２号）の一部を次のように改正する。 

 第２９条第１項中「別表第１又は別表第２」を「別表第１の１の項及び２の項又

は別表第２に掲げるものについては当該各表」に、「額と」を「額と、別表第１の

３の項に掲げるものについては同表に定めるところにより算定した額と」に改め

る。 

 別表第１の３の項を次のように改める。 

３ し尿及び浄化槽

汚泥 

市長が指定する施設で処分

した場合 

１リットルにつき １円 

 

附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第９号 

   特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例 

 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（昭和５１年１２月条例第５２  

号）の一部を次のように改正する。 

附則第１８項中「令和３年３月３１日」を「令和３年９月３０日」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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 甲府市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１０号 

   甲府市議会委員会条例の一部を改正する条例 

 甲府市議会委員会条例（平成３年６月条例第１３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第２項総務委員会第２号中「総務部」を「行政経営部」に改め、同項総務

委員会第３号中「企画部」を「企画財務部」に改め、同項総務委員会第４号中

「（国民健康保険に関するものを除く。）」を削り、同項民生文教委員会中第１号

を削り、第２号を第１号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り上げる。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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 甲府市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月３１日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１１号 

   甲府市市税条例等の一部を改正する条例 

 （甲府市市税条例の一部改正） 

第１条 甲府市市税条例（昭和２５年８月条例第２９号）の一部を次のように改正 

する。 

第２９条の４第４項中「所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の所轄税

務署長の承認を受けている」を「令第４８条の９の７の２において準用する令第

８条の２の２に規定する要件を満たす」に改め、「次条第４項」の次に「及び第

３４条の８第３項」を加える。 

  第２９条の５第４項中「所得税法第２０３条の６第６項に規定する納税地の所 

轄税務署長の承認を受けている」を「令第４８条の９の７の３において準用する

令第８条の２の２に規定する要件を満たす」に改める。 

  第３４条の７第１項第１号中「本条、次条第２項及び」を「この条、次条第２ 

項及び第３項並びに」に改める。 

  第３４条の８に次の２項を加える。 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出の際に経由

すべき退職手当等の支払をする者が令第４８条の１８において準用する令第８

条の２の２に規定する要件を満たす場合には、法施行規則で定めるところによ

り、当該退職所得申告書の提出に代えて、当該退職手当等の支払をする者に対

し、当該退職所得申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することが

できる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用については、同項

中「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記載すべき事項を」
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と、「支払をする者に受理されたとき」とあるのは「支払をする者が提供を受

けたとき」と、「受理された時」とあるのは「提供を受けた時」とする。 

  第６２条の５第１号及び第２号中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え 

る。 

  附則第５条の２第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条第３０項第１号 

イ」を「附則第１５条第２７項第１号イ」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第５項中「附則第１５条第３０項第１号ロ」を「附則第１５条第２７項第１号

ロ」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第３０項第１

号ハ」を「附則第１５条第２７項第１号ハ」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第７項中「附則第１５条第３０項第１号ニ」を「附則第１５条第２７項第１号

ニ」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第３０項第２

号イ」を「附則第１５条第２７項第２号イ」に改め、同項を同条第７項とし、同

条第９項中「附則第１５条第３０項第２号ロ」を「附則第１５条第２７項第２号

ロ」に改め、同項を同条第８項とし、同条第１０項中「附則第１５条第３０項第

２号ハ」を「附則第１５条第２７項第２号ハ」に改め、同項を同条第９項とし、

同条第１１項中「附則第１５条第３０項第３号イ」を「附則第１５条第２７項第

３号イ」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第１２項中「附則第１５条第

３０項第３号ロ」を「附則第１５条第２７項第３号ロ」に改め、同項を同条第

１１項とし、同条第１３項中「附則第１５条第３０項第３号ハ」を「附則第１５

条第２７項第３号ハ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附則

第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第１３項と

し、同条第１５項を削り、同条第１６項を同条第１４項とし、同条第１７項を同

条第１５項とする。 

  附則第６条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か 

ら令和５年度まで」に改める。 

  附則第６条の２の見出し中「令和元年度又は令和２年度」を「令和４年度又は 

令和５年度」に改め、同条第１項中「令和元年度分又は令和２年度分」を「令和

４年度分又は令和５年度分」に改め、同条第２項中「令和元年度適用土地又は令

和元年度類似適用土地」を「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」

に、「令和２年度分」を「令和５年度分」に改める。 
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 附則第７条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か

ら令和５年度まで」に改め、同条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」

を「令和３年度から令和５年度まで」に改め、「加算した額」の次に「（令和３

年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を加

え、同条第２項及び第３項中「平成３０年度から令和２年度までの各年度分」を

「令和４年度分及び令和５年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「平成３０

年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第７条の３中「平成３０年法律第３号）附則第２２条第１項」を「令和３ 

年法律第７号）附則第１４条第１項」に、「平成３０年度から令和２年度まで」

を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第８条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か 

ら令和５年度まで」に改め、同条中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令

和３年度から令和５年度まで」に改め、「定める率を乗じて得た額」の次に「。

以下この項において同じ。」を、「負担調整率を乗じて得た額」に次に「（令和

３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を加

える。 

  附則第１１条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か 

ら令和５年度まで」に改め、同条第２項中「令和３年３月３１日」を「令和６年

３月３１日」に改める。 

  附則第１１条の２中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え、「令和３年 

３月３１日」を「令和３年１２月３１日」に改める。 

  附則第１１条の２の２第２項中「同条第２項」の次に「又は第３項」を、「同 

条第４項」の次に「又は第５項」を加える。 

  附則第１２条第１項中「第５項」を「第８項」に改め、同条第２項中「、当該 

軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条

第３項中「この項及び次項」を「この条」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が

平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条第４項中 

「、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの 
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間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限

り」を削り、同条に次の３項を加える。 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（自家

用の乗用のものを除く。）に対する第６４条の規定の適用については、当該軽

自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車

（営業用の乗用のものに限る。）に対する第６４条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限

り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に

限り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車

（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。）に対

する第６４条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月

１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４

月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

  附則第１２条の２第１項中「第５項」を「第８項」に改める。 

  附則第１３条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度 

から令和５年度まで」に改め、同条第１項中「平成３０年度から令和２年度ま

で」を「令和３年度から令和５年度まで」に改め、「加算した額」の次に「（令
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和３年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）」を

加え、同条第２項中「平成３０年度から令和２年度までの各年度分」を「令和４

年度分及び令和５年度分」に改め、同条第３項中「平成３０年度から令和２年度

までの各年度分」を「令和４年度及び令和５年度分」に改める。 

  附則第１３条の２第１項及び第２項中「平成３０年度から令和２年度まで」を 

「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第１３条の３中「平成３０年法律第３号）附則第２２条第１項」を「令和 

３年法律第７号）附則第１４条第１項」に、「平成３０年度から令和２年度ま

で」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第１４条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度 

から令和５年度まで」に改め、同条中「平成３０年度から令和２年度まで」を

「令和３年度から令和５年度まで」に改め、「定める率を乗じて得た額」の次に

「。以下この条において同じ。」を、「負担調整率を乗じて得た額」の次に

「（令和３年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準

額）」を加える。 

  附則第１５条中「第１３項、第１８項、第２０項から第２２項まで、第２４ 

項、第２５項、第２９項、第３３項、第３７項から第３９項まで、第４２項から

第４４項まで若しくは第４８項」を「第１０項、第１５項、第１７項から第１９

項まで、第２１項、第２２項、第２６項、第２９項、第３３項から第３５項ま

で、第３７項から第３９項まで若しくは第４３項」に改める。 

  附則第３６条に次の１項を加える。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例

法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第１９条の３の２

第１項の規定の適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは「令和

１７年度」と、「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

 （甲府市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 甲府市市税条例の一部を改正する条例（令和２年６月条例第３１号）の一 

部を次のように改正する。  

第２条のうち、甲府市市税条例第３２条の１０第１０項の改正規定中「第 

３２１条の８第５２項」を「第３２１条の８第６０項」に、「同条第５２項」を 
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「同条第６０項」に改め、同条第１６項の改正規定中「第３２１条の８第６１ 

項」を「第３２１条の８第６９項」に改める。 

 第２条のうち、甲府市市税条例第３２条の１１第４項の改正規定中「「又は第

３１項」に」の次に「、「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４

第４項」に」を加える。 

 第２条のうち、甲府市市税条例第３３条の２の改正規定中「第３３条の２第４

項」を「第３３条の２第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の

１５の４第４項」に改め、同条第４項」に改める。 

 第２条のうち、甲府市市税条例附則第２６条の７第２項の改正規定の次に次の

ように加える。 

 附則第２７条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１条の２４第１

項の規定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期

限」を削り、同条第２項中「又は法第３２１条の８第４項に規定する連結法人税

額の課税標準の算定期間」を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の甲府市市税条例（以下「新条例」という。） 

第２９条の４第４項の規定は、この条例の施行の日（以下この条及び附則第４条

第１項において「施行日」という。）以後に行う同項に規定する電磁的方法によ

る同項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適用し、施行日前に

行った第１条の規定による改正前の甲府市市税条例（次項において「旧条例」と

いう。）第２９条の４第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書

に記載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

２ 新条例第２９条の５第４項の規定は、施行日以後に行う新条例第２９条の４第 

４項に規定する電磁的方法による新条例第２９条の５第４項に規定する申告書に

記載すべき事項の提供について適用し、施行日前に行った旧条例第２９条の４第

４項に規定する電磁的方法による旧条例第２９条の５第４項に規定する申告書に

記載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 
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 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分 

は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に取得された地方税法等 

の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）第１条の規定による改正前の地方

税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」という。）附則第１５

条第８項に規定する雨水貯留浸透施設に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 

３ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令和３年３ 

月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）内に旧法附則

第１５条第４１項に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者

等」という。）が取得（同条第４１項に規定する取得をいう。以下この項におい

て同じ。）をした同条第４１項に規定する機械装置等（以下この項において「機

械装置等」という。）（中小事業者等が、同条第４１項に規定するリース取引

（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により機械装置等を

引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条第４１項に規

定する先端設備等に該当する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引渡

しを受けた場合における当該機械装置等を含む。）に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取 

得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割について

適用し、施行日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の

環境性能割については、なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度以後の年度分 

の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽自動車税の種別割

については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分 
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は、令和３年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和２年度分までの

都市計画税については、なお従前の例による。 
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規則  
 

 

 甲府市職員特殊勤務手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月１５日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第４号 

   甲府市職員特殊勤務手当支給規則の一部を改正する規則 

甲府市職員特殊勤務手当支給規則（昭和３８年１０月規則第４９号）の一部を次

のように改正する。 

 附則第２項中「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令

（令和２年政令第１１号）第１条に規定するもの」を「病原体がベータコロナウイ

ルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対

して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感

染症」に改め、「、同令第２条に規定する期間に」を削る。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の甲府市職員特殊勤務

手当支給規則の規定は、令和３年２月１３日から適用する。 
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 甲府市事務分掌規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第５号 

   甲府市事務分掌規則等の一部を改正する規則 

 （甲府市事務分掌規則の一部改正） 

第１条 甲府市事務分掌規則（平成８年３月規則第１０号）の一部を次のように改 

 正する。 

  目次中「第２５条の６」を「第２５条の７」に改める。 

  第３条第１項の表以外の部分中「（福祉事務所）」を削り、「、部及び福祉事 

務所」を「及び部」に改め、「同表室等」の次に「（福祉事務所）」を加え、

「、総室及び健康支援センター(保健所を含む。)」を「及び総室（福祉事務

所）」に改め、同項ただし書を次のように改める。 

  ただし、健康支援室（保健所を含む。）及び保健衛生室（保健所を含む。）

に置く課及び係等は、保健所に置かれた課及び係等とする。 

 第３条第１項の表中 

「 

市長直轄組織及び部（福祉事務所） 室等 

                                  」 

「 

市長直轄組織及び部 室等（福祉事務所） 

                                  」 

改める。 

  第３条第１項の表市長直轄組織、情報戦略室、定額給付金課の項を削り、同表 

市長直轄組織、危機管理室の項中「防災指導課」を「地域防災課」に改め、同表

総務部の項から子ども未来部（福祉事務所）の項までを次のように改める。 

を 

に 
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行政経営部 行政経営総

室 

総務課 庶務係、文書係 

法制課 法制係 

行政経営課 行政経営係、組織係 

デジタル推進課 デジタル推進係、情報管理

係、統計係 

人事管理室 職員課 人事係、給与係 

研修厚生課 研修係、健康厚生係 

契約管財室 契約課 工事係、物品係 

指導検査課 指導係 

財産活用課 財産活用係 

管財課 管財係、庁舎車両係 

企画財務部 企画財務総

室 

総務課 庶務係、税制係 

企画財政課 企画財政係、主計係 

連携推進室 公民連携課 公民連携係 

自治体連携課 自治体連携係 

課税管理室 市民税課 個人市民税係、法人諸税係 

資産税課 土地係、家屋係、証明係 

収納管理室 収納課 収納係 

滞納整理課 滞納整理係 

市民部 市民総室 総務課 庶務係、交通安全係、消費生

活係 

市民課 受付係、戸籍係、住民記録

係、国民年金係 

人権男女参画課 人権係、女性活躍係、男女参

画係 

市民協働室 協働推進課 地域コミュニティ係 

協働支援課 地域連携係 
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福祉保健部 福祉保健総

室（福祉事

務所） 

総務課 庶務係、計画係、高齢者支援

係 

生活福祉課 保護係、保護事務係、生活支

援係 

障がい福祉課 医療支援係、サービス支援

係、相談支援係 

健康支援室

（保健所を

含む。） 

健康政策課 健康生きがい係、医療介護支

援係 

地域保健課 地域保健係、保健予防係、食

育係 

保険経営室 指導監査課 指導監査係 

介護保険課 経営係、保険給付係、滞納整

理係、認定係 

健康保険課 経営係、保険料係、給付係、

滞納整理係、後期医療係 

保健衛生室

（保健所を

含む。） 

精神保健課 精神保健係 

母子健康課 母子健康係 

医務感染症課 医務係、感染症係 

生活衛生薬務課 生活衛生薬務係 

子ども未来

部 

子ども未来

総室（福祉

事務所） 

総務課 庶務係 

子ども応援課 子ども応援係、青少年係 

子育て支援課 子ども相談センター、子育て

支援係 

子ども保育課 子ども保育係 

母子保健課 母子保健係、食育係 

第３条第１項の表環境部、環境総室、総務課の項中「庶務係」を「庶務係、環

境政策係」に改め、同表環境部、廃棄物対策室、廃棄物対策課の項中「処理計画

係、」を削り、同表産業部、産業総室及び観光商工室の項を次のように改める。 
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産業総室 総務課 庶務係 

ふるさと納税課 ふるさと納税係 

雇用創生課 雇用創生係 

観光課 観光開発係、観光係 

商工振興室 商工課 産業育成係、商工業係 

中心市街地振興課 振興係 

第３条第１項の表まちづくり部、まち開発室、都市計画課の項の次に次のよう

に加える。 

地域デザイン課 地域デザイン係 

 第３条第２項中「福祉保健部」を「福祉保健総室」に改め、「（健康長寿室に

置く課、健康支援センター（保健所を含む。）に置く課、福祉支援室介護保険課

を除く。）」を削り、「子ども未来部」を「子ども未来総室」に改め、同条第４

項中「市民部」を「企画財務部」に改め、「税務統括監を」の次に「、福祉保健

部に公衆衛生及び感染症に係る対応を総括するため保健衛生監を」を加える。 

 第５条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

 第６条第３項中「第３条第３項」を「第３条第４項」に改め、「税務統括監」

の次に「、保健衛生監」を加え、同条第４項を次のように改める。 

４ 健康支援室及び保健衛生室をもって健康支援センターとし、健康支援セン

ターにセンター長を置き、福祉保健部長をもって充てる。 

 第６条に次の１項を加える。 

５ 保健所に保健所長を置き、保健衛生監をもって充てる。 

 第７条第１項中「又は健康支援センター」を削り、同条第５項を次のように改

める。 

５ 福祉事務所に所長を置き、福祉保健部福祉保健総室長及び子ども未来部子ど

も未来総室長をもって充て、第３条第２項に規定する福祉事務所に置かれた課

の事務をそれぞれ掌理する。 

 第８条第６項の表を次のように改める。 

室等 担当課長 分掌事務 

市長室 市民の声担当課長 市政への苦情処理に関すること。 
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危機管理室 危機管理担当課長 危機管理対策の調査及び研究に関

すること。 

人事管理室 人事制度改革担当課

長 

人事制度改革の推進、職員の服務

及び公務災害等の補償に関するこ

と。 

契約管財室 指導検査担当課長 工事検査に係る指導検査等業務に

関すること。 

公共施設マネジメン

ト担当課長 

ファシリティマネジメントの推進

に関すること。 

 第１４条の２中「市民部市民協働室消費生活課」を「市民部市民総室総務課」

に改める。 

 第１４条の４を次のように改める。 

第１４条の４ 削除 

 第１４条の５第２項第５号を削り、同項第６号を同項第５号とする。 

 第１５条中「市民部市民協働室消費生活課」を「市民部市民総室総務課」に改

める。 

 第１８条第２項中「市民部市民協働室人権男女参画課」を「市民部市民総室人

権男女参画課」に改める。 

 第１９条第２項中「福祉保健部健康長寿室地域保健課」を「福祉保健部健康支

援室地域保健課」に改める。 

 第１９条の３及び第１９条の４中「福祉保健部健康長寿室健康政策課」を「福

祉保健部健康支援室健康政策課」に改める。 

 第２０条中「福祉保健部健康支援センター生活衛生薬務課」を「福祉保健部保

健衛生室生活衛生薬務課」に改める。 

 第２３条、第２３条の３及び第２３条の４中「福祉保健部福祉支援室高齢者福

祉課」を「福祉保健部福祉総室総務課」に改める。 

 第２３条の４の次に次の１条を加える。 

 （直営診療所） 

第２３条の５ 甲府市国民健康保険直営診療所条例（昭和３０年３月条例第１２

号）第１条の２の規定に基づき設置された直営診療所は、福祉保健部保険経営
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室健康保険課に属する機関とし、その分掌事務は、おおむね次に掲げるとおり

とする。 

⑴ 国民健康保険の被保険者等の健康診断及び健康相談に関すること。 

⑵ 療養の指導及び相談に関すること。 

⑶ 診察、処置、手術その他治療に関すること。 

⑷ 地域の公衆衛生の向上に関すること。 

第２５条の６を第２５条の７とし、第２５条の５を第２５条の６とし、第２５

条の４を第２５条の５とし、第２５条の３の次に次の１条を加える。 

（子ども屋内運動遊び場） 

第２５条の４ 親子一緒に様々な遊びを体験することにより、子どもの運動への

興味・関心を深め、運動能力の向上、子どもの豊かな心や健やかな体の成長に寄

与するため、次に掲げる子ども屋内運動遊び場を置く。 

       名称        位置 

甲府市子ども屋内運動遊び場 甲府市丸の内一丁目１０番７号 

２ 前項の子ども屋内運動遊び場は、子ども未来部子ども未来総室子ども応援課

に属する機関とし、その分掌事務は、おおむね次に掲げるとおりとする。 

⑴ 子ども屋内運動遊び場の提供に関すること。 

⑵ 子どもの運動能力を高めるために必要な事項に関すること。 

⑶ 子どもの心身の健康の維持及び増進を図るために必要な事項に関するこ 

と。 

 第２７条第２項中「産業部観光商工室商工課」を「産業部商工振興室商工課」

に改める。 

 第３５条第１項及び第２項中「医療安全管理部」の次に「、感染管理部」を加

える。  

 第３６条第２項第１号中「市民部市民協働室消費生活課消費生活係長」を「市

民部市民総室総務課消費生活係長」に改め、同項第２号中「市民部市民協働室消

費生活課長」を「市民部市民総室総務課長」に改め、同項第３号中「市民部市民

協働室人権男女参画課長」を「市民部市民総室人権男女参画課長」に改め、同項

第９号を同項第１０号とし、同項第８号中「産業部観光商工室商工課長」を「産

業部商工振興室商工課長」に改め、同号を同項第９号とし、同項第７号を同項第
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８号とし、同項第６号を同項第７号とし、同項第５号中「福祉保健部健康支援セ

ンター生活衛生薬務課生活衛生薬務係長」を「福祉保健部保健衛生室生活衛生薬

務課生活衛生薬務係長」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「福祉保

健部健康長寿室地域保健課長」を「福祉保健部健康支援室地域保健課長」に改

め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。 

 ⑷  健康支援センターにセンター長を置き、福祉保健部長をもって充てる。 

 第３７条第２号中「統括診療部長、」を削り、同条中第１１号を第１２号と

し、第１０号の次に次の１号を加える。 

 ⑾ 感染管理部に感染管理部長、室長、看護師長 

 第３９条各号列記以外の部分中「医療安全管理部」の次に「、感染管理部」を

加え、同条第３号を削り、同条第４号を同条第３号とし、同条第５号中「医療安

全管理部長」の次に「、感染管理部長」を加え、同号を同条第４号とし、同条第

６号を同条第５号とし、同条第７号から第１０号までを１号ずつ繰り上げる。 

 第４０条第２項中「統括診療部長、」を削り、「医療安全管理部長」の次に

「、感染管理部長」を加え、同条第３項中「統括診療部長、」を削り、同条第４

項中「医療安全管理部長」の次に「、感染管理部長」を加える。 

 第４１条第２項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

 第４４条第２項中「総務部長、企画部長、まちづくり部長」を「行政経営部

長、企画財務部長」に改める。 

 第４６条第２項中「企画部企画総室長」を「企画財務部企画財務総室長」に改

める。 

 第５１条中「企画部長」を「企画財務部長」に改める。 

 別表第１市長直轄組織、情報戦略室、定額給付金課の項を削り、同表市長直轄

組織、危機管理室、防災指導課の項中「防災指導課」を「地域防災課」に改め、

同表総務部の項から子ども未来部（福祉事務所）の項までを次のように改める。 

行政経

営部 

行政経

営室総

室 

総務課 ⑴ 行政委員会に関すること。 

⑵ 事務引継に関すること。 

⑶ 他の部等に属さない事項に関すること。 

⑷ 市議会との連絡調整に関すること。 

⑸ 公印の管理に関すること。 
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⑹ 文書の配付及び発送に関すること。 

⑺ 文書取扱いの総括管理に関すること。 

⑻ 市議会の招集及び議案作成に関すること。 

⑼ 公示に関すること。 

⑽ 市公報の編集発行に関すること。 

⑾ 部内の文書の総括指導に関すること。 

⑿ 部内の庶務に関すること。 

法制課 ⑴ 条例、規則等の審査に関すること。 

⑵ 法令、条例、規則等の解釈及び運用に関する 

こと。 

⑶ 訴訟の助言、手続等に関すること。 

⑷ 法令審査会に関すること。 

⑸ 公平委員会に関すること。 

⑹ 市の委員会、委員及び上下水道局に係る市長 

の権限に属する事務に関すること（法制に関す

るものに限る。）。 

⑺ 情報公開制度及び個人情報保護制度に関する 

こと。 

⑻ 情報公開審査会及び個人情報保護審査会に関 

すること。 

⑼ 行政不服審査会に関すること。 

行政経

営課 

⑴ 事務改善に関すること。 

⑵ 帳票の管理に関すること。 

⑶ 内部統制に関すること。 

⑷ 組織の総合管理並びに職員の定数管理に関す 

ること。 

⑸ 市の委員会、委員に係る市長の権限に属する 

事務に関すること（組織に関するものに限

る。）。 
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⑹ 経営企画会議業務改革部会に関すること。 

⑺ 事務室の配置に関すること。 

⑻ 行政改革の推進に関すること。 

⑼ 委託方式の調査及び研究に関すること。 

⑽ 行政評価に関すること。 

⑾ 外部監査契約に関すること。 

⑿ 経営企画会議経営改革部会に関すること。 

デジタ

ル推進

課 

⑴ 情報施策に係る企画及び調整に関すること。 

⑵ 情報システムの開発及び管理運営に関するこ 

と。 

⑶ 行政手続の電子化に係る共同処理に関するこ 

と。 

⑷  市勢の統計に関すること。 

⑸ 基幹統計調査に関すること。 

⑹ 統計書の編集発行に関すること。 

⑺ 登録調査員に関すること。 

人事管

理室 

職員課 ⑴ 職員の任免、分限及び賞罰に関すること。 

⑵ 職員の配置に関すること。 

⑶ 職員の勤務条件に関すること。 

⑷ 職員団体に関すること。 

⑸ 職員の給与及び退職手当金に関すること。 

⑹ 特別職報酬等審議会に関すること。 

⑺ 経営企画会議人創り改革部会に関すること。 

⑻ 退職者の再就職の相談に関すること。 

研修厚

生課 

⑴ 職員の研修に関すること。 

⑵ 研修誌の編集、発行に関すること。 

⑶ 職員の福利厚生事業に関すること。 

⑷ 職員福利厚生組合に関すること。 

⑸ 特別給与金に関すること。 
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⑹ 山梨県市町村職員共済組合に関すること。 

⑺ 職員の元気回復事業に関すること。 

⑻ 職員の健康管理に関すること。 

⑼ 職員の労働衛生に関すること。 

⑽ 職員の被服貸与に関すること。 

⑾ 退職者の福利厚生事業に関すること。 

契約管

財室 

契約課 ⑴ 指名参加資格者の登録に関すること。 

⑵ 工事の請負契約に関すること。 

⑶ 測量、工事契約を伴う調査設計及び監理の業 

務委託の請負契約に関すること。 

⑷ 工事請負等入札者指名選考委員会に関するこ 

と。 

⑸ 物品供給入札者指名選考委員会に関するこ 

と。 

⑹ 物品の購入契約及び検収に関すること。 

⑺ 物品の出納及び管理に関すること。 

⑻ 不用品の処分に関すること。 

⑼ 物品の維持修繕に関すること（他の課等に属 

するものを除く。）。  

⑽ 委託事務執行の適正化に関すること。 

指導検

査課 

⑴  工事検査に関すること。 

⑵  工事の設計、施工管理及び検査等の委託に係 

る調整に関すること。 

⑶  工事の設計変更等の調整、審査に関するこ 

と。 

⑷  技術的事項の調査、指導及び関係部等との連 

絡調整に関すること。 

⑸  設計積算技法の調査及び指導に関すること。 

⑹  公共工事のコスト縮減に関すること。 
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財産活

用課 

⑴ 公共施設等マネジメントの推進に関するこ 

と。 

⑵ 公有地の利活用に関すること。 

管財課 ⑴  庁舎及び庁舎の附属施設の維持管理に関する 

こと。 

⑵  庁中取締りに関すること。 

⑶  庁用自動車等の総括管理に関すること。 

⑷  共用車の集中管理に関すること。 

⑸  庁用自動車等の交通事故処理に関すること。 

⑹  整備管理者の技術指導に関すること。 

⑺  庁用自動車等の登録、整備及び検査に関する 

こと。 

⑻  市民コミュニティホール及び市役所駐車場の 

運用管理に関すること。 

⑼  新庁舎の見学等に関すること。 

⑽  公有財産の総括管理に関すること。 

⑾  普通財産の取得、管理及び処分に関するこ 

と。 

⑿  財産の保険契約に関すること（他の課等業務 

に属するものを除く。）。  

⒀  市有地の境界査定に関すること（市道を除 

く。）。 

⒁  財産価格審議会に関すること。 

⒂  市の行政区域の境界に関すること。 

⒃  町界及び町名に関すること。 

企画財

務部 

企画財

務総室 

総務課 ⑴  庁議、経営企画会議、部長会議及び総室長会 

議に関すること。 

⑵  こうふ市民意見提出制度に関すること。 

⑶  中核市に関すること。 
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⑷  税制に関すること。 

⑸  固定資産評価審査委員会に関すること。 

⑹  部内の文書の総括指導に関すること。 

⑺  部内の庶務に関すること。 

企画財

政課 

⑴  国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号） 

に基づく市町村計画に関すること。 

⑵  公共用地の取得及び処分の調整に関するこ 

と。 

⑶  地方分権に関すること。 

⑷  自治基本条例に関すること。 

⑸ 南部及び北部中山間地域の振興に関するこ 

と。 

⑹  リゾート計画に関すること。 

⑺ 過疎地域自立促進計画に関すること。 

⑻ 編入合併地域に係るサービスの調整及び当該 

地域の振興に関すること。 

⑼ 総合調整及び部間調整に関すること。 

 

⑽ 財政の運営、執行及び調整に関すること。 

⑾ 予算編成に関すること。 

⑿ 財政計画に関すること。 

⒀ 資金計画に関すること。 

⒁ 地方交付税に関すること。 

⒂ 一時借入金に関すること。 

⒃ 資金運用に関すること。 

⒄ 起債に関すること。 

⒅ 財務統計調査等に関すること。 

⒆ 上下水道局に係る市長の権限に属する事務に 

関すること（財政に関するものに限る。）。  
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⒇ 総合計画に関すること。 

（２１） 経営企画会議戦略推進部会に関すること。 

連携推

進室 

公民連

携課 

⑴  公民連携に関すること。 

⑵  市政の基本方針に関すること。 

⑶  中心市街地の活性化に関すること。 

⑷  人口減少対策に関すること。 

⑸  政策形成並びに政策課題の調査及び研究並び 

に特命事項に関すること。 

自治体

連携課 

⑴  広域行政に関すること。 

⑵  市町村合併に関すること。 

⑶  自治体連携に関すること。 

課税管

理室 

市民税

課 

⑴ 個人市県民税及び法人市民税の賦課に関する 

こと。 

⑵ 個人市県民税及び法人市民税の課税台帳等の 

整備、保管に関すること。 

⑶ 軽自動車税、市たばこ税、鉱産税及び入湯税 

（次号において「諸税」という。）の賦課に関

すること。 

⑷ 諸税の課税台帳等の整備、保管に関するこ 

と。 

⑸ 諸願届の受付、処理に関すること。 

⑹ 市税に係る諸証明及び手数料の収納に関する 

こと。 

資産税

課 

⑴ 固定資産の評価及び固定資産税の賦課に関す 

ること。 

⑵ 諸願届の受付、処理及び閲覧に関すること。 

⑶ 市税に係る諸証明及び手数料の収納に関する 

こと。 

⑷ 国有資産等所在市町村交付金に関すること。 
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⑸ 特別土地保有税の賦課に関すること。 

⑹ 都市計画税の賦課に関すること。 

収納管

理室 

収納課 ⑴ 口座振替納付、納期内納付に関すること。 

⑵ 市税、個人県民税、国民健康保険料、介護保 

険料、後期高齢者医療保険料、墓地使用料、保

育料、市営住宅使用料及び市営住宅敷地貸付料

の収納整理に関すること。 

⑶ 督促状の発布に関すること。 

⑷ 市税及び諸収入金の窓口収納並びに株式会社 

ゆうちょ銀行が取り扱う公金の収納に関するこ

と。 

⑸ 納税証明に関すること。 

滞納整

理課 

⑴ 市税、個人県民税の未収金の徴収、徴収猶 

予、換価猶予、延滞金の免除、滞納処分（差押

え）及び納税指導に関すること。 

⑵ 市税の徴収嘱託及び受託に関すること。 

⑶ 滞納処分（差押物件の引揚げ及び公売等）及 

び交付要求に関すること。 

市民部 市民総

室 

総務課 ⑴ 市民憲章に関すること。 

⑵ 核兵器廃絶平和都市宣言事業に関すること。 

⑶ 社会を明るくする運動に関すること。 

⑷ 支所及び出張所との連絡調整に関すること。 

⑸ 窓口センターに関すること。 

⑹ 交通対策の計画及び推進に関すること。 

⑺ 交通安全思想の啓発・指導及び交通安全施設 

に関すること（まちづくり部が所管するものを

除く。）。 

⑻ 交通事故相談に関すること。 

⑼ 自転車対策に関すること。 
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⑽ 交通関係機関等に関すること。 

⑾ 交通対策協議会に関すること。 

⑿ 交通遺児対策に関すること。 

⒀ 交通災害共済事業に関すること。 

⒁ 生活物資及び物価に関すること。 

⒂ 消費者団体の育成強化に関すること。 

⒃ 消費者保護及び啓発に関すること。 

⒄ 日本赤十字社費募集に関すること。 

⒅ 部内の文書の総括指導に関すること。 

⒆ 部内の庶務に関すること。 

市民課 ⑴ 印鑑登録及び証明書の交付に関すること。 

⑵ 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号） 

に基づく磁気ディスクによる住民基本台帳の調

製、届出の受理、閲覧、住民票の写し等の交付

及び戸籍の附票の作成等に関すること。 

⑶ 住民票の写しの交付の特例に関すること。 

⑷ 住民基本台帳カードに関すること。 

⑸ 通知カード及び個人番号カードに関するこ 

と。 

⑹ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）に基づ 

く磁気ディスクによる戸籍の調製及び諸届等の

受理並びに証明書の交付等に関すること。 

⑺ 所得（課税）証明書、所得証明書、非課税証 

明書及び軽自動車税納税証明書（継続検査用）

の交付に関すること。 

⑻ 住民異動に伴う転入学通知書に関すること 

（定例的なものに限る。）。 

⑼ 認可地縁団体印鑑登録証明書の認証に関する 

こと。 
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⑽ 各種証明書等の手数料及び使用料の収納に関 

すること。 

⑾ 自動車臨時運行許可に関すること。 

⑿ 人口動態調査及び相続税法（昭和２５年法律 

第７３号）第５８条第１項の報告に関するこ

と。 

⒀ 埋葬、火葬及び改葬の許可並びに斎場の使用 

許可に関すること。 

⒁ 犯罪人名簿及び破産者名簿の整備並びに刑罰 

等調書に関すること。 

⒂ 住居表示に関すること。 

⒃ 住居表示審議会に関すること。 

⒄ 各種統計資料の作成報告に関すること。 

⒅ 在留カード、特別永住者証明書及び外国人相 

談に関すること。 

⒆ 多文化共生推進計画に関すること。 

⒇ 国民年金及び福祉年金に関すること。 

（２１） 庁内案内に関すること。 

（２２） 総合窓口の運用に関すること。 

人権男

女参画

課 

⑴ 人権啓発に関すること。 

⑵ 人権擁護委員の推薦に関すること。 

⑶ 同和対策に関すること。 

⑷ 男女共同参画に関すること。 

⑸ 男女共同参画関係機関及び男女共同参画関係 

団体との連絡調整に関すること。 

⑹ 男女共同参画センターに関すること。 

⑺ 女性活躍推進に関すること。 

市民協

働室 

協働推

進課 

⑴ 市長対話に関すること。 

⑵ よっちゃばれ放談会に関すること。 
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⑶ 地域及び地区の対話に関すること。 

⑷ 陳情及び要望の処理に関すること。 

⑸ 市民相談に関すること。 

⑹ 市政モニターに関すること。 

⑺ 悠遊館及び市民会館の維持管理に関するこ 

と。 

⑻ 南部市民センター附属施設の運営管理に関す 

ること。 

⑼ 地域計画の策定及び推進並びに市民組織の育 

成に関すること。 

⑽ 市民センター、悠遊館及び市民会館の建設に 

関すること。 

⑾ 自治会等地域各種団体との連絡協調及び市民 

情報の把握に関すること。 

⑿ 地縁団体の認可並びに認可地縁団体印鑑の登 

録及び証明に関すること。 

⒀ 地域集会施設に関すること。 

⒁ 市民活動補償制度に関すること。 

⒂ 防犯街路灯に関すること。 

⒃ ボランティア及びＮＰＯに関すること（各所 

管に係る事項を除く。）。  

⒄ 協働の推進に関すること。 

協働支

援課 

⑴ 市民団体等の交流・連携に関すること。 

⑵ 地域支援拠点の運営に関すること。 

⑶ 協働を推進するための支援に関すること。 

福祉保

健部 

福祉保

健総室

（福祉

事 務

所） 

総務課 ⑴ 福祉・保健情報に関すること。 

⑵ 民生委員及び児童委員に関すること。 

⑶ 社会福祉審議会に関すること。 

⑷ 福祉諸計画の調整に関すること。 
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⑸ 地域福祉推進計画に関すること。 

⑹ 社会福祉協議会に関すること。 

⑺ 在宅高齢者に関すること。 

⑻ 高齢者の生きがい対策に関すること。 

⑼ 福祉センターに関すること。 

⑽ 上九の湯ふれあいセンターに関すること。 

⑾ 老人デイサービスセンターに関すること。 

⑿ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に 

よる福祉の措置に関すること。 

⒀ 老人福祉施設に関すること。 

⒁ 高齢者保健福祉計画の推進に関すること。 

⒂ 成年後見制度に関すること。 

⒃ 部内の文書の総括指導に関すること。 

⒄ 部内の庶務に関すること。 

生活福

祉課 

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に 

よる保護の措置に関すること。 

⑵ 行旅病人及び行旅死亡人並びにこれらに準ず 

る者の取扱いに関すること。 

⑶ ホームレスに関すること。 

⑷ 引揚者等に関すること。 

⑸ 法外扶助に関すること。 

⑹ 災害援護に関すること。 

⑺ 医療券交付及び統計に関すること。 

⑻ 災害弔慰金等の支給及び災害援護資金の貸付 

けに関すること。 

⑼ 中国残留邦人等への支援に関すること。 

⑽ 生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第 

１０５号）による支援に関すること。 

⑾ 保護施設に関すること。 

 

 

- 173 -



⑿ 指定医療機関等に関すること。 

⒀ 無料低額診療事業等に関すること。 

障がい

福祉課 

⑴ 身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保 

健福祉手帳に関すること。 

⑵ 障害福祉サービスに関すること。 

⑶ 在宅障害児（者）に関すること。 

⑷ 自立支援医療に関すること。 

⑸ 重度心身障害者医療費の助成に関すること。 

⑹ 障害者センターに関すること。 

⑺ 障害者の社会参加促進に関すること。 

⑻ 心身障害児（者）に係る手当に関すること。 

⑼ 補装具費の給付に関すること。 

⑽ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支 

援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）による地域生活支援事業に関すること。 

⑾ 社会福祉事業団に関すること。 

⑿ 障害者計画及び障害福祉計画並びに障害児福 

祉計画の推進に関すること。 

⒀ 戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和２７年法 

律第１２７号）に関すること。 

⒁ 発達障害児（者）に関すること。 

⒂ 身体障害者相談員及び知的障害者相談員に関 

すること。 

健康支

援室 

健康政

策課 

⑴ 保健所及び保健センター業務の調整に関する 

こと。 

⑵ 保健所運営協議会に関すること。 

⑶ 健康都市構想に関すること。 

⑷ 保健計画の策定に関すること。 

⑸ 人口動態統計その他地域保健に係る統計に関 
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すること。 

⑹ 保健師の現任教育に関すること。 

⑺ 健康の杜センターに関すること。 

⑻ いきいきプラザに関すること。 

⑼ 墓地及び埋火葬に関すること。 

⑽ 公衆衛生の普及及び向上に関すること。 

⑾ 継続看護の推進に関すること。 

⑿ 医師の臨床研修に関すること。 

⒀ 保健師の統括に係る支援に関すること。 

⒁ 地域包括支援体制に関すること。 

⒂ 介護予防・生活支援体制の推進に関するこ 

と。 

⒃ 包括的支援事業に関すること。 

⒄ 地域包括支援センターの運営に関すること。 

⒅ 地域包括支援センター運営協議会に関するこ 

と。 

⒆ 在宅医療及び介護連携に関すること。 

⒇ 認知症の高齢者に関すること。 

（２１） 簡易水道等事業に関すること。 

地域保

健課 

⑴ 保健計画の推進に関すること（母子保健課が 

所管するものを除く。）。  

⑵ 食育推進計画に関すること。 

⑶ 食育基本法（平成１７年法律第６３号）によ 

る地域の食育に関すること（母子保健課が所管

するものを除く。）。  

⑷ 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）に 

関すること（母子保健課が所管するものを除

く。）。 

⑸ 地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）に 
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よる地域保健事業に関すること（母子保健課が

所管するものを除く。）。  

⑹ 健康づくり及びその推進に関すること（母子 

保健課が所管するものを除く。）。  

⑺ 保健センターに関すること。 

⑻ 結核検診に関すること。 

⑼ 難病及び特定疾病対策に関すること。 

⑽ 歯科保健に関すること。 

⑾ 特定保健指導の支援に関すること。 

⑿ 介護保険事業の技術援助に関すること。 

⒀ 高齢者の虐待に関すること。 

⒁ 栄養士及び看護師等実習の指導に関するこ 

と。 

⒂ 地域担当保健師に関すること。 

保険経

営室 

指導監

査課 

⑴ 社会福祉法人の設立の許可等に関すること。 

⑵ 社会福祉法人及び社会福祉施設等の指導監査 

に関すること。 

⑶ 介護保険サービス事業者等の指導監査に関す 

ること。 

⑷ 障害福祉サービス事業者等の指導監査に関す 

ること。 

⑸ 特定教育・保育施設等の指導監査に関するこ 

と。 

⑹ 許可外保育施設等の指導監査に関すること。 

⑺ 有料老人ホームの指導監査に関すること。 

⑻ 公立保育所の指導監査に関すること。 

介護保

険課 

⑴ 介護保険事業の企画及び運営に関すること。 

⑵ 介護保険市民運営協議会に関すること。 

⑶ 介護保健サービスに関すること。 
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⑷ 被保険者の資格に関すること。 

⑸ 介護保険料の賦課、徴収及び滞納処分に関す 

ること。 

⑹ 保険給付に関すること。 

⑺ 介護認定審査会に関すること。 

⑻ 要介護及び要支援認定に関すること。 

⑼ 後期高齢者医療保険料の徴収及び滞納処分に 

関すること。 

⑽ 福祉総合相談に関すること。 

⑾ 第１号事業支給費の支給に関すること。 

健康保

険課 

⑴ 国民健康保険事業の企画及び運営に関するこ 

と。 

⑵ 国民健康保険運営協議会に関すること。 

⑶ 直営宮本診療所及び直営上九一色診療所に関 

すること。 

⑷ 被保険者の資格に関すること。 

⑸ 保険料の賦課に関すること。 

⑹ 保険給付に関すること。 

⑺ 保健事業に関すること。 

⑻ 一部負担金に関すること。 

⑼ 国民健康保険料の未収金の徴収、徴収猶予及 

び滞納処分に関すること。 

⑽ 特定健診・特定保健事業に関すること。 

⑾ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７ 

年法律第８０号。以下「高齢者医療確保法」と

いう。）による保健事業に関すること。 

⑿ 後期高齢者医療制度に関すること。 

⒀ 健康保険法等の一部を改正する法律（平成 

１８年法律第８３号）附則第３２条の規定によ
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りなお従前の例によるとされた同法第７条の規

定による改正前の老人保健法（昭和５７年法律

第８０号。以下「改正前老人保健法」とい

う。）による保健事業（医療に限る。）に関す

ること。 

保健衛

生 室

（保健

所） 

精神保

健課 

⑴ 精神保健に関すること。 

⑵ 自殺対策に関すること。 

母子健

康課 

⑴ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に 

よる保健所の業務に関すること。 

⑵ 母子保健事業に係る保健所の業務に関するこ 

と。 

医務感

染症課 

⑴ 地域医療支援に関すること（母子保健課が所 

管するものを除く。）。  

⑵ 地域医療センター管理に関すること。 

⑶ 救急医療に関すること。 

⑷ 災害時医療に関すること。 

⑸ 医療機関等の許可及び届出並びに監視指導等 

に関すること。 

⑹ 衛生検査所に関すること。 

⑺ 死体の解剖及び保存の許可等に関すること。 

⑻ 移植医療に関すること。 

⑼ 医師、歯科医師その他の医療関係者に関する 

こと。 

⑽ 調理師及び製菓衛生師に関すること。 

⑾ 予防接種に関すること。 

⑿ 感染症に関すること。 

⒀ 感染症審査協議会に関すること。 

生活衛

生薬務

⑴ 食品衛生に関すること。 

⑵ 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する 
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課 こと。 

⑶ 家庭用品の規制に関すること。 

⑷ 薬事に関すること。 

⑸ 毒物及び劇物の取締りに関すること。 

⑹ 狂犬病予防に関すること。 

⑺ 動物の愛護及び管理に関すること。 

⑻ 生活衛生関係営業に関すること。 

⑼ クリーニング師に関すること。 

⑽ 化製場等に関する法律（昭和２３年法律第 

１４０号）に関すること。 

⑾ 建築物における衛生的環境の指導に関するこ 

と。 

⑿ プールの維持管理指導に関すること。 

⒀ 献血の推進に関すること。 

⒁ 衛生上の試験検査に関すること。 

⒂ と畜に関すること。 

⒃ 温泉の利用に関すること。 

⒄ 斎場に関すること。 

⒅ 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）に 

関すること（地域保健課及び母子保健課が所管

するものを除く。）。  

子ども

未来部 

子ども

未来総

室（福

祉事務

所） 

総務課 ⑴ 福祉・保健情報に関すること（福祉保健部が 

所管するものを除く。）。  

⑵ 部内の文書の総括指導に関すること。 

⑶ 部内の庶務に関すること。 

子ども

応援課 

⑴ 子ども施策の調査研究に関すること。 

⑵ 子ども未来応援条例に関すること。 

⑶ 子ども屋内運動遊び場の運営に関すること。 

⑷ 青少年の健全育成に関すること。 
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⑸ 青少年育成センターの運営に関すること。 

⑹ チビッコ広場の管理に関すること。 

子育て

支援課 

⑴ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の 

規定による児童相談、要保護児童の保護等に関

すること。 

⑵ 次世代育成支援行動計画に関すること。 

⑶ 児童虐待防止に関すること。 

⑷ 子育てお助け隊派遣事業に関すること。 

⑸ 児童手当及び助産手当に関すること。 

⑹ 児童扶養手当に関すること。 

⑺ 小児及びひとり親家庭の医療費の助成に関す 

ること。 

⑻ 母子、寡婦家庭及び父子家庭の福祉に関する 

こと。 

⑼ 子どもの貧困対策に関すること。 

⑽ 幼児教育諸団体との連絡調整に関すること。 

⑾ 幼児教育センターの運営管理に関すること。 

⑿ ファミリー・サポート・センターに関するこ 

と。 

子ども

保育課 

⑴ 子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

⑵ 子ども・子育て会議に関すること。 

⑶ 保育料の徴収及び滞納処分に関すること。 

⑷ 保育の必要性の認定に関すること。 

⑸ 施設型給付及び地域型給付に関すること。 

⑹ 地域子ども・子育て支援事業に関すること。 

⑺ 公立保育所の管理運営及び保育に関するこ 

と。 

⑻ 給食材料の購入契約及び検収に関すること。 

⑼ 児童館に関すること。 
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⑽ 放課後児童クラブに関すること。 

⑾ 私立幼稚園就園奨励に関すること。 

⑿ 認定こども園への移行に関すること。 

⒀ 教育・保育施設等の確認・指導監督に関する 

こと。 

⒁ 認可外保育施設に関すること。 

⒂ 教育・保育施設等への助成に関すること。 

母子保

健課 

⑴ 保健計画の推進に関すること（地域保健課が 

所管するものを除く。）。  

⑵ 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）に 

よる母子保健事業に関すること。 

⑶ 食育基本法による地域の食育に関すること 

（地域保健課が所管するものを除く。）。  

⑷ 健康増進法に関すること（地域保健課が所管 

するものを除く。）。  

⑸ 地域保健法による地域保健事業に関すること 

（地域保健課が所管するものを除く。）。  

⑹ 健康づくり及びその推進に関すること（地域 

保健課が所管するものを除く。）。  

⑺ 地域医療支援に関すること（医務感染症課が 

所管するものを除く。）。  

⑻ 子育て世代包括支援センターに関すること。 

⑼ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に 

よる小児慢性特定疾病医療費の支給及び療育の

給付に関すること。 

別表第１環境部、環境総室、総務課の項中第６号を第９号とし、第５号を第８

号とし、第４号の次に次の３号を加える。 

 ⑸ 一般廃棄物処理計画に関すること。 
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⑹  災害廃棄物処理計画に関すること。 

⑺  環境政策に関すること。 

 別表第１環境部、廃棄物対策室、廃棄物対策課の項中第１号及び第２号を削

り、第３号を第１号とし、第４号を第２号とし、第５号を第３号とし、第６号を

削り、第７号を第４号とし、第８号から第１３号までを３号ずつ繰り上げ、同表

産業部、産業総室、総務課の項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を

第３号とし、同項の次に次のように加える。 

ふるさと納税課 ⑴ ふるさと納税に関すること。 

⑵  企業版ふるさと納税に関すること。 

⑶  ネーミングライツに関すること。 

 別表第１産業部、産業総室の項に次のように加える。 

観光課 ⑴ 観光事業の計画及び振興に関すること。 

⑵ 観光資源の利用、保存及び企画開発に関すること。 

⑶ 観光施設の整備、管理に関すること。 

⑷ 観光客の誘致に関すること。 

⑸ 観光案内に関すること。 

⑹ 郷土観光祭に関すること。 

⑺ 観光関係団体に関すること。 

 別表第１産業部、観光商工室の項を次のように改める。 

商工振興室 商工課 ⑴ 中小企業・小規模事業者の振興に関するこ 

と。 

⑵ 創業支援に関すること。 

⑶ 商業振興及び商店街の活性化に関すること。 

⑷ 商業関係団体に関すること。 

⑸ 商店街振興組合等の認可及び諸届に関するこ 

と。 

⑹ 地域産業の甲府ブランド化及び情報発信に関 

すること。 

⑺ 中小企業資金の融資に関すること。 
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⑻ 中小企業金融相談所に関すること。 

⑼ 工業の振興に関すること。 

⑽ 地場産業の振興に関すること。 

⑾ 工業関係団体に関すること。 

⑿ 山梨県地場産業センターに関すること。 

中心市街地

振興課 

⑴ 中心市街地の振興（商業等の活性化）に関す

ること。 

 別表第１まちづくり部、まち開発室、都市計画課の項の次に次のように加え

る。 

地域デザイン課 ⑴ 甲府市都市計画マスタープランの地域別構想の策定及 

び推進に関すること。 

 別表第１まちづくり部、施設整備室、建築営繕課の項に次の１号を加える。 

 ⑷  市有施設の保全計画の策定及び推進に関すること。 

                  

別表第６診療部の項中               を  

                    

同項に次のように加える。 

地域周産期母子

医療センター 

⑴ 周産期に係る母子医療に関すること。 

 別表第６医療安全管理部、感染管理室の項を削り、同表医療安全管理部の次に

次のように加える。 

感染管理部 感染管理室 ⑴ 感染管理に関すること。 

⑵ 職業感染防止に関すること。 

（甲府市職員特別給与条例施行規則の一部改正） 

第２条 甲府市職員特別給与条例施行規則（昭和２６年９月規則第１９号）の一部 

を次のように改正する。 

  第１３条中「総務部」を「行政経営部」に改める。 

 （甲府市職員職名規則の一部改正） 

第３条 甲府市職員職名規則（昭和２８年１２月規則第２９号）の一部を次のよう 

に改正する。 

歯科口腔
くう

外科 

「 「 

歯科口腔
くう

外科 

緩和ケア内科 

 

」 
」 

に改め、  
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  別表第１技術職員の項中「、統括診療部長」を削り、「医療総合研修センター 

長」の次に「、感染管理部長」を加える。 

（甲府市「財政事情」の作成及び公表に関する条例施行規則の一部改正） 

第４条 甲府市「財政事情」の作成及び公表に関する条例施行規則（昭和３５年 

１０月規則第５３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「企画部」を「企画財務部」に改める。 

（甲府市臨時的任用職員に関する規則の一部改正） 

第５条 甲府市臨時的任用職員に関する規則（昭和３６年６月規則第２０号）の一 

部を次のように改正する。 

  第３条、第４条、第６条及び第６条の２第２項中「総務部長」を「行政経営部 

長」に改める。 

 第１号様式中「総務部」を「行政経営部」に改める。 

 第２号様式中「基本賃金」を「給料月額」に改める。 

（甲府市役所庁中管理規則の一部改正） 

第６条 甲府市役所庁中管理規則（昭和３７年１１月規則第５０号）の一部を次の 

ように改正する。 

 第３条中「総務部契約管財室管財課長」を「行政経営部契約管財室管財課長」

に改める。 

 別表中「総務部契約管財室契約課長」を「行政経営部契約管財室契約課長」 

に、「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課長」に、

「総務部行政管理室情報政策課長」を「行政経営部行政経営総室デジタル推進課

長」に、「市民部市民協働室消費生活課長」を「市民部市民総室総務課長」に改

める。 

 （甲府市職員特殊勤務手当支給規則の一部改正） 

第７条 甲府市職員特殊勤務手当支給規則（昭和３８年１０月規則第４９号）の一 

部を次のように改正する。 

 別表２１の項中「統括診療部長・」を削り、「経営改善対策部長」を「経営改

善対策部長・感染管理部長」に改める。 

 第１号様式及び第２号様式中「総務部職員課」を「行政経営部職員課」に改め

る。 
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（甲府市病院事業の財務に関する特例を定める規則の一部改正） 

第８条 甲府市病院事業の財務に関する特例を定める規則（昭和３９年４月規則第 

４８号）の一部を次のように改正する。 

 第７４条第１項中「企画部長」を「企画財務部長」に改める。 

（甲府市職員表彰規則の一部改正） 

第９条 甲府市職員表彰規則（昭和４１年３月規則第１２号）の一部を次のように 

改正する。 

 第１０条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（休職等に係る待遇主管者等の設置に関する規則の一部改正） 

第１０条 休職等に係る待遇主管者等の設置に関する規則（昭和４４年６月規則第 

３９号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「総務部」を「行政経営部」に改める。 

 （甲府市公印規則の一部改正） 

第１１条 甲府市公印規則（昭和４４年８月規則第４９号）の一部を次のように改 

正する。 

 第９条第４項中「総務部総務総室総務課長」を「行政経営部行政経営総室総務

課長」に改める。  

  別表第１一般公印の表市印の項及び市長印の項中「総務部総務総室総務課長」 

を「行政経営部行政経営総室総務課長」に改め、同表保健所印の項中「福祉保健

部健康長寿室健康政策課長」を「福祉保健部健康支援室健康政策課長」に改め、

同表斎場管理者印の項中「福祉保健部健康支援センター医務感染症課長」を「福

祉保健部保健衛生室生活衛生薬務課長」に改め、同表感染症診査協議会委員長印

の項中「福祉保健部健康支援センター医務感染症課長」を「福祉保健部保健衛生

室医務感染症課長」に改める。 

別表第１専用公印の表市印の項中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営

部人事管理室職員課長」に、「市民部市民総室国民健康保険課長」を「福祉保健

部保険経営室健康保険課長」に改め、同表身分証明専用市印の項中「総務部行政

管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課長」に改め、同表市役所印の

項中「総務部総務総室総務課長」を「行政経営部行政経営総室総務課長」に、

「市民部課税管理室市民税課長」を「企画財務部課税管理室市民税課長」に改
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め、同表市長印の項中「総務部総務総室総務課長」を「行政経営部行政経営総室

総務課長」に、「福祉保健部福祉支援室障がい福祉課長」を「福祉保健部福祉保

健総室障がい福祉課長」に、「福祉保健部健康支援センター地域保健課長」を

「福祉保健部健康支援室地域保健課長」に改め、同表共済組合申請専用市長印の

項中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課長」に改

め、同表証明専用市長印（番号入）の項中「市民部課税管理室市民税課長」を

「企画財務部課税管理室市民税課長」に、「市民部課税管理室資産税課長」を

「企画財務部課税管理室資産税課長」に、「市民部収納管理室収納課長」を「企

画財務部収納管理室収納課長」に改め、同表保健所専用市長印の項中「福祉保健

部健康長寿室健康政策課長」を「福祉保健部健康支援室健康政策課長」に改め、

同表予防接種証明専用市長印（番号入）の項中「福祉保健部健康支援センター医

務感染症課長」を「福祉保健部保健衛生室医務感染症課長」に改め、同表市長職

務代理者印の項中「総務部総務総室総務課長」を「行政経営部行政経営総室総務

課長」に、「福祉保健部福祉支援室障がい福祉課長」を「福祉保健部福祉保健総

室障がい福祉課長」に改め、同表共済組合申請専用市長職務代理者印の項中「総

務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課長」に改め、同表証

明専用市長職務代理者印（番号入）の項中「総務部総務総室総務課長」を「行政

経営部行政経営総室総務課長」に改め、同表保健所専用市長職務代理者印の項中

「福祉保健部健康長寿室健康政策課長」を「福祉保健部健康支援室健康政策課

長」に改め、同表予防接種証明専用市長職務代理者印（番号入）の項中「総務部

総務総室総務課長」を「行政経営部行政経営総室総務課長」に改め、同表中 

 「 

市長職務代理者が執行する期間は、市長印に

準じ、通常は総務部総務総室総務課長におい

て保管する。 

１ 

１ 

１ 

                                 」 

 「 

市長職務代理者が執行する期間は、市長印に

準じ、通常は行政経営部行政経営総室総務課

長において保管する。 

１ 

１ 

１ 

                                 」 

 改め、同表甲府市会計管理者代理署名人収納課長印の項中「市民部収納管理室収 

を 

に  
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納課長」を「企画財務部収納管理室収納課長」に改め、同表福祉事務所長印の項

中「福祉保健部福祉支援室障がい福祉課長」を「福祉保健部福祉保健総室障がい

福祉課長」に改める。 

（甲府市職員被服貸与規則の一部改正） 

第１２条 甲府市職員被服貸与規則（昭和４９年７月規則第４９号）の一部を次の 

ように改正する。 

別表の２技術職員（市立甲府病院に勤務する職員を除く。）の表４の項中 

 「 

夏事務服（上下）又は

夏作業服（上下） 

３夏 １ 保健所に勤務する職員に限

る。 

冬事務服（上下）又は

冬作業服（上下） 

３冬 １ 

ゴム長靴 ４年 １ 

帽子 ４年 １ 

防寒服（上） ４冬 １ 

                                 」 

 「 

夏作業服（上下） ３夏 １ 保健所に勤務する職員（男

性）に限る。 
事務服又は冬作業服

（上下） 

３冬 １ 

ゴム長靴 ４年 １ 

帽子 ４年 １ 

防寒服（上） ４冬 １ 

夏事務服（上下）又は

夏作業服（上下） 

３夏 １ 保健所に勤務する職員（女

性）に限る。 

冬事務服（上下）又は

冬作業服（上下） 

３冬 １ 

に  

を 
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ゴム長靴 ４年 １ 

帽子 ４年 １ 

防寒服（上） ４冬 １ 

                                 」 

改め、同表９の項中「薬剤師」を「薬剤師（男性）」に、「夏事務服（上下）又

は夏作業服」を「夏作業服」に、「冬事務服（上下）」を「事務服」に改め、同

表に次のように加える。 

１０ 薬剤師（女

性） 

夏事務服（上下）

又は夏作業服（上

下） 

３夏 １  

冬事務服（上下）

又は冬作業服（上

下） 

３冬 １ 

ゴム長靴 ４年 １ 

帽子 ４年 １ 

防寒服（上） ４冬 １ 

別表の３技能労務職員（市立甲府病院に勤務する職員を除く。）の表１の項中 

 「 

夏作業服（上下） １夏 ２ 道路公園等保全センターに勤

務する職員（公園緑地課の業

務を行う職員を除く。）に限

る。 

冬作業服（上下） １冬 ２ 

ゴム長靴又は作業靴 ３年 １ 

雨衣（上下） ４年 １ 

防寒服（上） ４冬 １ 

帽子 ３年 １ 

安全靴 １年 １ 

夏作業服（上下） １夏 ２ 公園緑地課（遊亀公園附属動

物園を除く。）に勤務する職冬作業服（上下） １冬 ２ 

を 
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ゴム長靴又は作業靴 ３年 １ 員に限る。 

雨衣（上下） ３年 １ 

フード付きヤッケ又は

防寒服（上） 

４年 １ 

帽子 ３年 １ 

安全靴 ２年 １ 

                                 」 

 「 

夏作業服（上下） １夏 ２ 道路公園等保全センターに勤

務する職員に限る。 
冬作業服（上下） １冬 ２ 

ゴム長靴又は作業靴 ３年 １ 

雨衣（上下） ３年 １ 

フード付きヤッケ又は

防寒服（上） 

４年 １ 

帽子 ３年 １ 

安全靴 １年 １ 

                                 」 

改め、同表３の項中「総務部」を「行政経営部」に改め、同表６の項中「学校、

保育所」を「保育所」に改める。 

（甲府市消防団員救じゅつ金条例施行規則の一部改正） 

第１３条 甲府市消防団員救じゅつ金条例施行規則（昭和４９年１２月規則第６７ 

号）の一部を次のように改正する。 

 第１０条中「市長直轄組織危機管理室防災指導課」を「市長直轄組織危機管理

室地域防災課」に改める。 

（甲府市契約規則の一部改正） 

第１４条 甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）の一部を次のように 

改正する。 

 第１３号様式その１中「総務部契約管財室」を「行政経営部契約管財室」に改

 

に  
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める。 

（甲府市公有財産取扱規則の一部改正） 

第１５条 甲府市公有財産取扱規則（昭和５９年３月規則第３号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

 第３条、第４条第２項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第５条第１項中「総務部長」を「行政経営部長」に、「企画部長」を「企画財

務部長」に改める。 

第１１条、第１３条第２項、第１８条第２項、第２６条、第３０条、第３１

条、第３２条第２項第４号及び第３６条から第４０条までの規定中「総務部長」

を「行政経営部長」に改める。 

 第１２号様式（その１）及び第１３号様式中「総務部長」を「行政経営部長」

に改める。 

（甲府市財務規則の一部改正） 

第１６条 甲府市財務規則（昭和６２年１月規則第１号）の一部を次のように改正 

 する。   

第４条、第５条及び第７条第１項中「企画部長」を「企画財務部長」に改め 

る。 

 第８条第１項及び第２項中「企画部長」を「企画財務部長」に改め、同条第３

項中「総務部長」を「行政経営部長」に、「企画部長」を「企画財務部長」に改

める。 

 第９条及び第１０条中「企画部長」を「企画財務部長」に改める。 

 第１２条中「企画部長」を「企画財務部長」に、「総務部長」を「行政経営部

長」に改める。 

 第１３条から第１５条まで、第１６条第１項及び第３項、第１７条第１項及び

第２項、第１８条第１項及び第２項、第１９条第１項及び第２項、第２０条第１

項及び第２項、第２１条、第２５条、第２６条（見出しを含む。）、第２７条か

ら第２９条まで並びに第５７条中「企画部長」を「企画財務部長」に改める。 

 第９２条第２項の表中「、消費生活課長」を削り、「国民健康保険課長」を

「健康保険課長」に改め、「、高齢者福祉課長」を削り、「協働推進課に属する

各連絡所、国民健康保険課経営係、国民健康保険課保険料係、国民健康保険課滞
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納整理係」を「健康保険課経営係、健康保険課保険料係、健康保険課滞納整理

係」に、「消費生活課交通安全係、消費生活課消費生活係、高齢者福祉課医療

係」を「市民総室総務課交通安全係、市民総室総務課消費生活係、健康保険課医

療係」に改める。 

 第９４条第２項第１号中「医務感染症課」を「生活衛生薬務課」に改める。 

 第１０４条第３項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

 第１０６条、第１０７条並びに第１５０条第２項及び第３項中「企画部長」を

「企画財務部長」に改める。 

 別表支出負担行為の整理区分（その１）の表７賃金の項を削り、同表８報償費

の項を同表７報償費の項とし、同表９旅費の項から同表２８繰出金の項までを１

項ずつ繰り上げる。 

 第１０号様式及び第１４号様式（その１）から第１４号様式（その３）までの

規定中「企画部長」を「企画財務部長」に改める。 

（甲府市物品管理規則の一部改正） 

第１７条 甲府市物品管理規則（昭和６２年１月規則第２号）の一部を次のように 

改正する。 

第３４条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市情報公開審査会規則の一部改正） 

第１８条 甲府市情報公開審査会規則（昭和６３年３月規則第５号）の一部を次の 

ように改正する。 

第４条中「総務部総務総室法制課」を「行政経営部行政経営総室法制課」に改

める。 

 （甲府市職員安全衛生管理規則の一部改正） 

第１９条 甲府市職員安全衛生管理規則（平成３年３月規則第１９号）の一部を次 

のように改正する。 

  第７条中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室研修厚生課 

長」に、「福祉保健部健康長寿室健康政策課長」を「福祉保健部保健衛生室精神

保健課長」に改める。 

 第１９条第１項第３号中「衛生管理者」を「衛生推進者」に改める。 

第２２条第３項中「総務部行政管理室職員課」を「行政経営部人事管理室研修
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厚生課」に、「福祉保健部健康長寿室健康政策課」を「福祉保健部保健衛生室精

神保健課」に改める。 

 別表第１中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市長の職務を代理する者を定める規則の一部改正） 

第２０条 甲府市長の職務を代理する者を定める規則（平成１４年１１月規則第 

３７号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「総務部長」を「行政経営部長」に、「企画部長」を「企画財務部

長」に改める。 

（甲府市男女共同参画審議会規則の一部改正） 

第２１条 甲府市男女共同参画審議会規則（平成１５年３月規則第３号）の一部を 

次のように改正する。 

第５条中「市民部市民協働室人権男女参画課」を「市民部市民総室人権男女参

画課」に改める。 

（甲府市個人情報保護審査会規則の一部改正） 

第２２条 甲府市個人情報保護審査会規則（平成１５年１２月規則第４０号）の一 

部を次のように改正する。 

第４条中「総務部総務総室法制課」を「行政経営部行政経営総室法制課」に改

める。 

（甲府市副市長の事務分担及び市長の職務を代理する副市長の順序を定める規則

の一部改正） 

第２３条 甲府市副市長の事務分担及び市長の職務を代理する副市長の順序を定め 

る規則（平成１９年３月規則第６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項の表中「総務部、市民部（課税管理室及び収納管理室を除

く。）」を「行政経営部、市民部」に、「企画部、市民部（課税管理室及び収納

管理室に限る。）」を「企画財務部」に改める。 

（甲府市退職手当審査会規則の一部改正） 

第２４条 甲府市退職手当審査会規則（平成２１年９月規則第３３号）の一部を次 

のように改正する。 

第５条中「総務部行政管理室職員課」を「行政経営部人事管理室職員課」に改

める。 
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（甲府市外部監査契約を締結しようとする相手方の資格を証する書面等の閲覧に

関する規則の一部改正） 

第２５条 甲府市外部監査契約を締結しようとする相手方の資格を証する書面等の 

閲覧に関する規則（平成３１年３月規則第３０号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条中「企画部企画経営室行政経営課」を「行政経営部行政経営総室行政経

営課」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日の前日において、次の表の左欄に掲げる部・室・課に勤務 

を命ぜられていた課配属職員（課長を除く。）は、別に辞令を発せられない限 

り、この規則の施行の日をもって同表右欄に掲げる部・室・課に勤務を命ぜられ

たものとする。 

市長直轄

組織 

危機管理室 防災指導課 市長直轄

組織 

危機管理室 地域防災課 

総務部 総務総室 総務課 行政経営

部 

行政経営総

室 

総務課 

法制課 法制課 

行政管理室 業務管理課 行政経営課 

情報政策課 デジタル推進

課 

職員課 人事管理室 職員課 

契約管財室 契約課 契約管財室 契約課 

指導検査課 指導検査課 

財産活用課 財産活用課 

管財課 管財課 

企画部 企画総室 総務課 企画財務

部 

企画財務総

室 

総務課 

企画経営室 行政経営課 行政経営

部 

行政経営総

室 

行政経営課 

財政課 企画財務

部 

企画財務総

室 

企画財政課 

連携推進課 連携推進室 自治体連携課 
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市民部 課税管理室 市民税課 企画財務

部 

課税管理室 市民税課 

資産税課 資産税課 

収納管理室 収納課 収納管理室 収納課 

滞納整理課 滞納整理課 

市民協働室 消費生活課 市民部 市民総室 総務課 

人権男女参画

課 

人権男女参画

課 

市民総室 国民健康保険

課 

福祉保健

部 

保険経営室 健康保険課 

福祉保健

部 

福祉保健総

室 

指導監査課 指導監査課 

福祉支援室 介護保険課 介護保険課 

生活福祉課 福祉保健総

室 

生活福祉課 

障がい福祉課 障がい福祉課 

健康長寿室 健康政策課 健康支援室 健康政策課 

地域保健課 地域保健課 

健康支援セ

ンター 

精神保健課 保健衛生室 精神保健課 

母子保健課 母子保健課 

医務感染症課 医務感染症課 

生活衛生薬務

課 

生活衛生薬務

課 

産業部 観光商工室 観光課 産業部 産業総室 観光課 

商工課 商工振興室 商工課 
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 甲府市職員給与条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第６号 

   甲府市職員給与条例施行規則の一部を改正する規則 

甲府市職員給与条例施行規則（昭和２７年３月規則第７号）の一部を次のように

改正する。 

第２４条の３第１項第４号中「１００分の９２未満」を「１００分の８３．５以

下」に、「１００分の１１２未満」を「１００分の１０２．５以下」に改める。 

第２４条の４第１項第３号中「１００分の４３．５未満」を「１００分の

４１．５以下」に、「１００分の５３．５未満」を「１００分の５１．５以下」に

改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（勤勉手当の成績率の経過措置） 

２ 当分の間、この規則による改正後の甲府市職員給与条例施行規則（以下「新規 

則」という。）第２４条の３及び第２４条の４の規定による勤勉手当の成績率に

ついては、これらの規定にかかわらず、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、

当該各号に掲げる割合の範囲内で、任命権者が定めるものとする。 

⑴ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条 

の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職 

員（次号において「再任用職員」という。）以外の職員 １００分の１９０

（新規則第１７条の２に規定する特定幹部職員（次号において「特定幹部職

員」という。）にあっては、１００分の２３０） 

⑵ 再任用職員 １００分の９０（特定幹部職員にあっては、１００分の 
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１１０） 
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 甲府市契約規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第７号 

   甲府市契約規則の一部を改正する規則 

 甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第３０条第２項第３号中「及び工事」を削り、同項第４号中「前３号」を「前各

号」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ １件５０万円未満の小規模な修繕工事等に係る契約を締結するとき。 

第１８号様式中 

「 

監理技術者  

                               」 

「 

監理技術者  

監理技術者補佐  

                               」 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

を 

に改める。 
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甲府市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第８号 

   甲府市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

 甲府市児童福祉法施行細則（平成１５年３月規則第１７号）の一部を次のように

改正する。 

 第６号様式（表面）中「被保険者証の記号及び番号」を「被保険者等記号・番

号」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要 

の調整をして使用することができる。 
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 甲府市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第９号 

  甲府市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例施行規則の一部を改正する規則 

甲府市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例施行規則（昭和５０年１２月規則第

６２号）の一部を次のように改正する。 

  第５条を次のように改める。 

 （受給者証等の提示） 

第５条 保険医療機関等で療養を受けようとするときは、医療保険各法の規定に基 

づく電子資格確認等により被保険者又は被扶養者であることの確認を受けるとと

もに、受給者証を提示しなければならない。 

２ 条例第６条第１項の規定により医療費助成金の申請を行うときは、被保険者証 

等及び受給者証を提示しなければならない。 

第２号様式（その１）及び第２号様式（その２）中「被保険者証の記号番号」を 

「被保険者等記号・番号」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要 

の調整をして使用することができる。 
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 甲府市すこやか子育て医療費助成金支給条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１０号 

   甲府市すこやか子育て医療費助成金支給条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市すこやか子育て医療費助成金支給条例施行規則（昭和４７年１０月規則第 

３３号）の一部を次のように改正する。 

 第５条を次のように改める。 

 （資格証等の提示） 

第５条 保険医療機関等で療養を受けようとするときは、医療保険各法の規定に基 

づく電子資格確認等により被保険者又は被扶養者であることの確認を受けるとと

もに、資格証を提示しなければならない。 

２ 条例第６条第１項の規定により医療費助成金の申請を行うときは、医療保険各 

法に基づく被保険者証又は組合員証（以下「被保険者証等」という。）及び資格

証を提示しなければならない。 

第９条中「医療保険各法に基づく被保険者証又は組合員証（以下「被保険者証 

等」という。）」を「被保険者証等」に改める。 

第１号様式（その１）（表）、第１号様式（その２）（表）及び第４号様式中 

「被保険者証の記号番号」を「被保険者等記号・番号」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要 

の調整をして使用することができる。 
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 甲府市老人福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１１号 

   甲府市老人福祉法施行細則の一部を改正する規則 

 甲府市老人福祉法施行細則（平成１８年３月規則第３２号）の一部を次のように

改正する。 

 第３０号様式及び第３１号様式を次のように改める。 
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第３０号様式（第１９条関係） 

年  月  日 

 

（あて先）甲府市長 

 

 住 所 

 氏 名           ㊞ 

生年月日    年  月  日生 

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 

 

 

              有料老人ホーム設置届 

 次のとおり有料老人ホームを設置したいので、老人福祉法第２９条第１項の 

規定により届け出ます。 

 

１ 施設の名称及び設置予定地 

 

２ 事業開始の予定年月日 

 

３ 施設の管理者の氏名及び住所 

 

４ 施設において供与される介護等の内容 

 

５ 建物の規模及び構造並びに設備の概要 

 

６ 施設の運営の方針 

 

７ 入居定員及び居室数 
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８ 職員の配置計画 

 

９ 老人福祉法第２９条第９項に規定する前払金（以下「一時金」とい 

う。）、利用料その他の入居者の費用負担の額 

 

１０ 一時金の返還に関する老人福祉法第２９条第１０項に規定する契約の 

内容 

 

１１ 事業開始に必要な資金の額及びその調達方法 

 

１２  長期の収支計画 

 

添付書類 

⑴ 法人にあっては、定款、その他の基本約款及び直近の事業年度の決算書 

⑵ 建物の配置図、平面図及び立面図 

⑶ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の確認を受け

たことを証する書類 

⑷ 入居契約書の写し及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、施

設において供与される便宜の内容、費用負担の額その他の入居契約に関

する重要な事項を説明することを目的として作成した文書 

⑸ 設置しようとする者の登記事項証明書又は条例等 

⑹ 老人福祉法第２９条第９項に規定する保全措置を講じたことを証する

書類 
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第３１号様式（第１９条関係） 

年  月  日 

 

（あて先）甲府市長 

 

 住 所 

 氏 名           ㊞ 

生年月日    年  月  日生 

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 

 

 

            有料老人ホーム届出事項変更届 

  次のとおり有料老人ホームの届出事項を変更したので、老人福祉法第２９条第

２項の規定により届け出ます。 

 

１ 施設の名称 

 

２ 変更する事項 

⑴ 変更前 

⑵ 変更後 

 

３ 変更した年月日 

 

４ 変更の理由 

 

５ 施設の名称及び設置予定地 

 

６ 設置しようとする者の氏名及び住所又は名称及び所在地 
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７ 設置しようとする者の登記事項証明書又は条例等 

 

８ 施設の管理者の氏名及び住所 

 

９ 施設において供与される介護等の内容 

 

１０ 建物の規模及び構造並びに設備の概要 

 

１１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の確認を受け

たことを証する書類 

 

１２ 設置しようとする者の直近の事業年度の決算書 

 

１３ 施設の運営の方針 

 

１４ 入居定員及び居室数 

 

１５ 職員の配置計画 

 

１６ 老人福祉法第２９条第９項に規定する前払金（以下「一時金」とい 

う。）、利用料その他の入居者の費用負担の額 

 

１７ 老人福祉法第２９条第９項に規定する保全措置を講じたことを証する

書類 

 

１８ 一時金の返還に関する老人福祉法第２９条第１０項に規定する契約の

内容 

 

１９ 長期の収支計画 
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２０ 入居契約書の写し及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、施

設において供与される便宜の内容、費用負担の額その他の入居契約に関す

る重要な事項を説明することを目的として作成した文書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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 甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の

一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１２号 

   甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則の一部を改正する規則 

 甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成１８年９月規則第６９号）の一部を次のように改正する。 

 第６号様式の２（表面）、第１８号様式及び第１９号様式（表面）中「被保険者

証の記号及び番号」を「被保険者等記号・番号」に改める。 

 第２１号様式中「被保険者証に関する事項」を「被保険者等に関する事項」に改

める。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要 

の調整をして使用することができる。 
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 甲府市重度心身障害者医療費助成金支給条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１３号 

  甲府市重度心身障害者医療費助成金支給条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市重度心身障害者医療費助成金支給条例施行規則（昭和５２年９月規則第 

３０号）の一部を次のように改正する。 

第５条を次のように改める。 

 （受給者証等の提示） 

第５条 保険医療機関等で療養を受けようとするときは、医療保険各法の規定に基 

づく電子資格確認等により被保険者又は被扶養者であることの確認を受けるとと

もに、受給者証を提示しなければならない。 

２ 条例第７条第１項の規定により医療費助成金の請求を行うときは、被保険者証 

等及び受給者証を提示しなければならない。 

第３号様式（その１）（表）、第３号様式（その２）（表）、第３号様式の２ 

（その１）（表）及び第３号様式の２（その２）（表）中「被保険者証の記号番

号」を「被保険者等記号・番号」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要 

の調整をして使用することができる。 
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 甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例附則第２項の規則で定める日を定

める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１４号 

   甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例附則第２項の規則で定める日

を定める規則の一部を改正する規則 

 甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例附則第２項の規則で定める日を定

める規則（令和２年９月規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

 本則中「令和３年３月３１日」を「令和３年６月３０日」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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 甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第１５号 

   甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市国民健康保険条例施行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）の一部を次

のように改正する。 

 第１６条の２第１項中「甲府市国民健康保険第三者の行為による被害届」を「甲

府市国民健康保険第三者行為による傷病届」に改める。 

 第４号様式を次のように改める。 
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保険者名

 ふりがな

氏 名
 ふりがな

氏 名

　TEL

　備　考

 ふりがな

氏 名

　TEL

　事故発生日時

　事故発生場所

　保険会社名

 ふりがな

氏 名

　登録番号

　車台番号

自賠責番号

　保険会社名

　TEL

 ふりがな   E-mail

氏 名
 ふりがな

氏 名

契約番号

　任意対人一括の有無

保険会社名・担当者名 　TEL

 〒

本件は、労災保険の給付対象となる業務上又は通勤による交通事故ではありません。
（注）保険会社の関与が「有」の場合には、有無の欄の右の欄に当該保険会社名、電話番号、担当者名を記入してください。

（自賠責共済、任意共済の場合には、自賠責保険、任意保険の各欄に「保険」を「共済」と読み替えてその内容を記載してください。）

 被害者加入の保険会社関与の有無(注) 有 / 無
　　　　(　　　)

治
療
状
況

 診療機関名 / 治療開始日 / 電話
 診療機関名 治療開始日　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　TEL　　　　　　　（　TEL　　　　（　　　　）

 所　在　地 入院の有無 有 / 無

 診療機関名 / 治療開始日 / 電話
 診療機関名 治療開始日　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　TEL　　　　　　　（　TEL　　　　（　　　　）

 所　在　地
 〒

入院の有無 有 / 無

任
意
保
険
（

加
害
者
）

　取扱店所在地 / 電話
 〒

　　　　(　　　)

　担当者名 / E-mail
　

　保険契約者名

　住　　　所
 〒

　保険期間　/ 契約番号
保険期間

　　　年　　月　　日　　～　　　 年　  月　  日

有  /  無

事
故
発

生

　　　　　年　　　月　　　日　　午前 / 午後　　　　　時　　　　分頃

自
賠

責
保
険
（

加
害

者
）

　保険契約者名

　保険期間 / 自賠責番号
保険期間

　　　年　　月　　日　　～　　　 年　  月　  日

(

第

三

者

)

加

害

者

　氏名 / 性別 / 年齢 男性 / 女性
　歳　

　住所 / 電話
 〒　

　　　　(　　　)

(

受
診
者

)

被
害
者

　氏名 / 性別 / 年齢 男性 / 女性
　歳　

　続柄 / 生年月日
届出者との関係

　　　　　年　 　月　 　日　　

　住所 / 電話
 〒　

　　　　(　　　)

甲府市国民健康保険第三者行為による傷病届
項　　　　　　目 内　　　　　　　容

届

出

者

・

届

出

先

 被保険者証記号番号 / 保険者名 
被保険者証記号番号

　保険者の住所(届出先）
 〒　

　被保険者(世帯主)氏名
　

　 　印

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式（第１６条の２関係） 

（あて先）甲府市長                   年   月   日 
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附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要 

の調整をして使用することができる。 
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 甲府市食品衛生法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１６号 

   甲府市食品衛生法施行細則の一部を改正する規則 

 甲府市食品衛生法施行細則（平成３１年３月規則第１８号）の一部を次のように

改正する。 

 第６条を削る。 

 第５条の見出し中「許可書」を「許可証」に改め、同条第１項中「第５２条第１

項」を「第５５条第１項」に、「許可書」を「許可証」に改め、同条第２項中「許

可書」を「許可証」に改め、同条を第６条とする。 

 第４条第１項中「第６７条第１項」を「第６７条」に、「第２号様式」を「第３

号様式」に改め、同条第２項を削り、同条を第５条とする。 

 第３条中「食品衛生管理者設置（変更）届（第１号様式）」を「食品衛生管理者

選任（変更）届（第２号様式）」に改め、同条を第４条とし、第２条の次に次の１

条を加える。 

 （指定成分等含有食品による健康被害に関する届出） 

第３条 省令第２条の２の届出書は、健康食品の摂取に伴う有害事象情報提供票 

（第１号様式）とする。 

第７条及び第８条を次のように改める。 

（地位の承継の届出） 

第７条 省令第６８条第１項、第６９条第１項及び第７０条第１項の届出書は、地 

位承継届（第４号様式）とする。 

（営業の届出） 

第８条 省令第７０条の２第１項の届出書は、営業届（新規、継続）（第５号様 

式）とする。 
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第９条中「営業許可申請事項変更届（第７号様式）を当該変更があった日から  

１０日以内に」を「営業許可申請書・営業届（変更）（第６号様式）を」に改め

る。 

第１０条を次のように改める。 

（廃業の届出） 

第１０条 省令第７１条の２の規定による届出書は、営業許可申請書・営業届（廃 

業）（第７号様式）とする。 

 第１１条及び第１２条を削り、第１３条を第１１条とする。 

 第１号様式から第７号様式までを次のように改める。 
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第１号様式（第３条関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 215 -
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- 217 -
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第２号様式（第４条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 
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第４号様式（第７条関係） 
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第５号様式（第８条関係） 
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第６号様式（第９条関係） 
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第７号様式（第１０条関係） 
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第８号様式から第１４号様式までを削る。 

   附 則 

 この規則は、令和３年６月１日から施行する。 
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 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１７号 

 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則（平成５年

１２月規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

 第１２条第２項を次のように改める。 

２ 前項の処理手数料は、その都度徴収するものとする。ただし、条例別表第１の 

３の項に定める処理手数料は、毎月初日から当該月の末日までの処理手数料を翌

月末日までに徴収することができる。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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 甲府市衛生センター規則を廃止する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１８号 

   甲府市衛生センター規則を廃止する規則 

 甲府市衛生センター規則（平成元年３月規則第１８号）は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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 甲府市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定め 

る規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１９号 

   甲府市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を 

   定める規則の一部を改正する規則 

 甲府市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で定める金額を定め

る規則（平成 1 ８年１２月規則第８４号）の一部を次のように改正する。 

 本則の表常時介護を要する状態の項中「１６万６，９５０円」を「１７万

１，６５０円」に、「７万２，９９０円」を「７万３，０９０円」に改め、同表随

時介護を要する状態の項中「８万３，４８０円」を「８万５，７８０円」に改め

る。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の甲府市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１項 

の規則で定める金額を定める規則の規定は、令和３年４月１日以後の期間に係る

介護補償の額について適用し、同日前の期間に係る介護補償の額については、な

お従前の例による。 
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規程  
 
 
 

甲府市規程第１号 

 甲府市事案決定規程等の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

   甲府市事案決定規程等の一部を改正する規程 

 （甲府市事案決定規程の一部改正） 

第１条 甲府市事案決定規程（昭和４８年４月規程第１号）の一部を次のように改

正する。  

第２条第１号中「、市立甲府病院の事務局長及び福祉事務所の所長」を「及び

市立甲府病院の事務局長」に改め、同条第２号中「保健所長」を「福祉事務所の

所長」に改める。 

別表第１の２組織・人事及び研修に関する事項の表第１４号及び第２４号中

「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

別表第１の３財務に関する事項、⑶支出負担行為に関する事項（予算科目別）

の表備考第２項中「総務部契約管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契約

課」に改める。 

別表第１の３財務に関する事項、⑷公有財産に関する事項の表第５号及び第８

号中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

別表第２市長直轄組織、危機管理室、防災指導の表中「防災指導」を「地域防

災」に改める。 

別表第２総務部の表中「総務部」を「行政経営部」に改め、同表総務総室の表

中「総務総室」を「行政経営総室」に改め、同表総務の表中第３項を削る。 

別表第２総務部、総務総室、法制の表の次に次のように加える。 
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行 政 経 営  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  事 務 管 理 に 関 す る

事 項 

     

⑴  事 務 改 善 に 関 す

る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  事 務 量 の 測 定 に

関 す る こ と 。 

 
 

 
 ○   

 

⑶  帳 票 の 管 理 に 関

す る こ と 。 

 
 

 
 ○   

 

⑷  事 務 手 順 書 の 整

理 に 関 す る こ と 。 

 
 

 
 ○   

 

２  提 案 制 度 に 関 す る

事 項 

     

⑴  提 案 募 集 に 関 す

る こ と 。 
 採 否   収 集  

 

⑵  提 案 審 査 委 員 会

の 庶 務 に 関 す る こ

と 。 

    

 ○   

 

３  組 織 管 理 に 関 す る

事 項 

     

⑴  組 織 の 総 合 調 整

に 関 す る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  事 務 分 掌 に 関 す

る こ と 。 
 同 上  同 上  同 上  

 

⑶  定 員 査 定 に 関 す

る こ と 。 
 同 上  同 上  同 上  

 

⑷  部 間 流 動 に 関 す

る こ と 。 

 
重 要   

定 例 的  

軽 易  

 

⑸  経 営 企 画 会 議 業

務 改 革 部 会 の 庶 務

に 関 す る こ と 。 

    

 ○   

 

⑹  事 務 室 の 配 置 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

４  行 政 改 革 の 推 進 に

関 す る 事 項 

     

⑴  行 政 改 革 の 推 進  重 要  一 般 的  軽 易   
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に 関 す る こ と 。 

⑵  経 営 企 画 会 議 経

営 改 革 部 会 の 庶 務

に 関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

５  行 政 評 価 に 関 す る

事 項 

     

⑴  行 政 評 価 に 関 す

る こ と 。 
  ○     

 

 

デ ジ タ ル 推 進   

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  情 報 化 施 策 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  情 報 化 施 策 に 関

す る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  行 政 手 続 の 電 子

化 に 係 る 共 同 処 理

に 関 す る こ と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

２  情 報 シ ス テ ム に 関

す る 事 項 

     

⑴  情 報 シ ス テ ム の

開 発 等 に 関 す る こ

と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  情 報 シ ス テ ム の

管 理 運 営 に 関 す る

こ と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

⑶  情 報 シ ス テ ム 適

用 業 務 の 調 査 研 究

に 関 す る こ と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

⑷  情 報 シ ス テ ム に

係 る 記 録 情 報 の 保

護 に 関 す る こ と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

３  統 計 調 査 に 関 す る

事 項 

     

⑴  基 幹 統 計 及 び 資

料 の 収 集 、 作 成 、

提 出 、 提 供 、 配 布

   

 ○   
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等 に 関 す る こ と 。 

⑵  統 計 書 の 編 集 発

行 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  登 録 調 査 員 に 関

す る こ と 。 

   
 ○   

 

別表第２総務部、行政管理室の表中「行政管理室」を「人事管理室」に改め、

同表職員の表第６項中「人事・研修制度」を「人事」に改め、同表中第７項及び

第８項を削り、第９項を第７項とし、第１０項から第１３項までを削る。 

別表第２総務部、行政管理室、業務管理の表を次のように改める。 

研 修 厚 生  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  職 員 の 研 修 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  初 級 、 中 級 職 員

及 び 監 督 者 研 修 の 

実 施 に 関 す る こ 

と 。 

    

 ○   

 

⑵  管 理 者 研 修 の 実

施 に 関 す る こ と 。 

 
  ○    

 

⑶  専 門 研 修 及 び 派

遣 研 修 の 実 施 に 関

す る こ と 。 

    

 ○   

 

⑷  自 治 大 学 校 又 は

こ れ に 準 ず る 派 遣

職 員 の 推 薦 に 関 す

る こ と 。 

  ○     

 

⑸  研 修 誌 の 編 集 、 

発 行 に 関 す る こ 

と 。 

    

 ○   

 

２  職 員 の 労 働 安 全 衛

生 に 関 す る 事 項 

     

⑴  衛 生 管 理 者 を 選

定 す る こ と 。 
 ○      

 

⑵  衛 生 委 員 及 び 労

働 安 全 委 員 を 選 定

す る こ と 。 

  ○     
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⑶  職 員 の 健 康 診 断

等 を 行 う こ と 。 

   
 ○   

 

３  職 員 の 福 利 厚 生 に

関 す る 事 項 

     

⑴  山 梨 県 市 町 村 職

員 共 済 組 合 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑵  休 養 室 の 管 理 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

４  職 員 の 被 服 貸 与 に

関 す る 事 項 

     

⑴  職 員 の 被 服 貸 与

に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

５  恩 給 に 関 す る 事 項      

⑴  特 別 給 与 金 の 裁

定 に 関 す る こ と 。 
  ○     

 

⑵  特 別 給 与 金 の 支

給 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  恩 給 受 給 権 の 調

査 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

６  退 職 者 の 福 利 厚 生

に 関 す る 事 項 

     

⑴  退 職 者 の 福 利 厚

生 事 業 に 関 す る こ

と 。 

  ○     

 

⑵  退 職 者 の 再 就 職

等 の 相 談 に 関 す る

こ と 。 

  ○     

 

別表第２総務部、行政管理室、情報政策の表を削る。 

別表第２企画部の表中「企画部」を「企画財務部」に改め、同表企画総室の表

中「企画総室」を「企画財務総室」に改め、同表総務の表に次のように加える。 

３  固 定 資 産 評 価 審 査

委 員 会 に 関 す る 事 項 

     

⑴  固 定 資 産 評 価 審

査 委 員 会 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   
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別表第２企画部、企画総室、企画の表中 

 

 

 

項とし、第３項及び第４項を削り、第５項を第２項とし、第６項から第８項まで

を３項ずつ繰り上げ、同表に次のように加える。 

６  予 算 編 成 に 関 す る

事 項 

     

⑴  当 初 予 算 及 び 補

正 予 算 編 成 に 伴 う

調 査 検 討 に 関 す る

こ と 。 

  ○     

 

⑵  議 決 予 算 （ 専 決

処 分 を 含 む 。 ） 及

び 配 当 予 算 を 通 知

す る こ と 。 

   

 ○   

 

７  予 算 の 執 行 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  予 算 の 流 用 及 び

配 当 替 え に 関 す る

こ と 。 

 
1,000 万 円

以 上  

500 万 円 以

上 1,000 万

円 未 満  

500 万 円 未

満  

 

⑵  予 備 費 の 充 用 に

関 す る こ と 。  
200 万 円 以

上  

100 万 円 以

上 200 万 円

未 満  

100 万 円 未

満  

 

⑶  継 続 費 等 予 算 繰

越 計 算 書 を 作 成 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑷  予 算 の 執 行 状 況

の 検 査 に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

８  資 金 計 画 に 関 す る

事 項 

     

⑴  年 間 資 金 需 要 計

画 を 立 て る こ と 。 
  ○     

 

⑵  各 会 計 間 の 資 金 

調 製 に 関 す る こ 
  ○     

 

企画 

 

企画財政 

 

「  「  

を

木

造

セ

メ

ン

ト

瓦

葺

平

屋

建 

１

戸    

２

８

．

０

０

㎡ 

に改め、第１項を削り、第２項を第１ 

」  」  
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と 。 

９  起 債 に 関 す る 事 項      

⑴  起 債 の 申 請 を す

る こ と 。 
  ○     

 

⑵  起 債 の 借 入 及 び

償 還 を す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  公 債 台 帳 の 管 理

に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

１ ０  一 時 借 入 金 に 関

す る 事 項 

     

⑴  一 時 借 入 金 の 借

入 及 び 償 還 を す る

こ と 。 

   

 ○   

 

１ １  地 方 交 付 税 に 関

す る 事 項 

     

⑴  地 方 交 付 税 の 算

定 に 要 す る 基 礎 数

値 の 調 査 及 び 報 告

に 関 す る こ と 。 

  ○     

 

⑵  地 方 交 付 税 に 関

す る 資 料 を 作 成 す

る こ と 。 

  ○     

 

１ ２  そ の 他 財 政 管 理

に 関 す る 事 項 

     

⑴  財 政 事 情 の 公 表

及 び 財 政 説 明 書 の 

作 成 に 関 す る こ 

と 。 

  ○     

 

⑵  財 政 状 況 等 調 査

及 び 報 告 に 関 す る

こ と 。 

  ○     

 

⑶  財 務 統 計 資 料 の 

作 成 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑷  財 政 調 整 基 金 及

び 土 地 開 発 基 金 の 
  ○     
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管 理 に 関 す る こ 

と 。 

１ ３  経 営 企 画 会 議 戦

略 推 進 部 会 に 関 す る

事 項 

    

 

⑴  経 営 企 画 会 議 戦

略 推 進 部 会 の 庶 務

に 関 す る こ と 。 

    ○   

 

別表第２企画部、企画経営室の表を次のように改める。 

    連携推進室 

公 民 連 携  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  公 民 連 携 に 関 す る

事 項 

     

⑴  公 民 連 携 に 関 す

る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

２  中 心 市 街 地 の 活 性

化 に 関 す る 事 項 

 
   

 

⑴  中 心 市 街 地 活 性

化 の 推 進 に 関 す る

こ と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

３  人 口 減 少 対 策 に 関

す る 事 項 

 
   

 

 ⑴  人 口 減 少 対 策 に

関 す る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

４  政 策 形 成 並 び に 政

策 課 題 の 調 査 及 び 研

究 並 び に 特 命 事 項 に

関 す る 事 項 

     

⑴  政 策 形 成 並 び に

政 策 課 題 の 調 査 及

び 研 究 並 び に 特 命 

事 項 に 関 す る こ 

と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  経 営 企 画 会 議 戦

略 推 進 部 会 の 庶 務

に 関 す る こ と 。 

   

 ○   
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自 治 体 連 携  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  広 域 行 政 に 関 す る

事 項 

     

⑴  広 域 行 政 に 関 す

る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

２  自 治 体 連 携 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  自 治 体 連 携 に 関

す る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

３  市 町 村 合 併 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  市 町 村 合 併 に 関

す る こ と 。 
  ○     

 

  課税管理室 

市 民 税  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  市 民 税 等 に 関 す る

事 項 

     

⑴  特 別 徴 収 義 務 者

の 指 定 に 関 す る こ

と 。 

    

 ○   

 

⑵  賦 課 資 料 の 整 備

に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  課 税 状 況 等 の 調

査 及 び 報 告 に 関 す

る こ と 。 

 

  ○    

 

⑷  市 民 税 、 軽 自 動 

車 税 、 市 た ば こ 

税 、 鉱 産 税 及 び 入

湯 税 の 申 告 書 の 受

理 に 関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  原 動 機 付 自 転 車

及 び 小 型 特 殊 自 動

車 の 標 識 に 関 す る

    

 ○   
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こ と 。 

⑹  諸 証 明 に 関 す る

こ と 。 

   
 ○   

 

 

資 産 税  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  固 定 資 産 税 等 に 関

す る 事 項 

     

⑴  賦 課 物 件 の 異 動 

処 理 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑵  土 地 家 屋 及 び 償

却 資 産 の 評 価 額 に

関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑶  課 税 状 況 等 の 調

査 及 び 報 告 に 関 す

る こ と 。 

 

  ○    

 

⑷  納 税 管 理 人 に 関

す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑸  償 却 資 産 申 告 

書 、 住 宅 用 地 申 告

書 及 び 特 別 土 地 保

有 税 の 申 告 書 の 受

理 に 関 す る こ と 。 

    

 ○   

 

⑹  国 有 資 産 等 所 在

市 町 村 交 付 金 に 関

す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑺  諸 証 明 に 関 す る

こ と 。 

   
 ○   

 

  収納管理室 

収 納   

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  納 入 奨 励 に 関 す る

事 項 
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⑴  口 座 振 替 納 税 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

２  収 納 整 理 に 関 す る

事 項 

     

⑴  徴 収 金 の 督 促 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑵  徴 収 金 の 収 納 手

続 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  納 税 証 明 に 関 す

る こ と 。 

   
 ○   

 

⑷  株 式 会 社 ゆ う ち

ょ 銀 行 が 取 り 扱 う

公 金 の 収 納 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  収 納 簿 の 整 理 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑹  収 入 計 算 書 に 関

す る こ と 。 
  ○     

 

 

滞 納 整 理  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  徴 収 猶 予 、 滞 納 処

分 及 び 交 付 要 求 に 関

す る 事 項 

   

 

 

⑴  徴 収 猶 予 に 関 す

る こ と 。 

   
 ○   

 

⑵  滞 納 処 分 に 関 す

る こ と 。 
 公 売   差 押  

 

⑶  交 付 要 求 に 関 す

る こ と 。 

   
 ○   

 

２  徴 収 の 嘱 託 及 び 受

託 に 関 す る 事 項 

     

⑴  徴 収 の 嘱 託 及 び 

受 託 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

別表第２市民部、市民総室、総務の表第７項を次のように改める。 
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７  交 通 対 策 に 関 す る

事 項 

     

⑴  交 通 対 策 に 関 す

る こ と 。 
  ○     

 

別表第２市民部、市民総室、総務の表に次のように加える。 

８  交 通 安 全 に 関 す る

事 項 

     

⑴  交 通 安 全 対 策 事

業 の 計 画 に 関 す る

こ と 。 

  ○     

 

⑵  交 通 事 故 相 談 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  交 通 安 全 思 想 の 

啓 発 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑷  交 通 関 係 機 関 と

の 連 絡 に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

⑸  交 通 安 全 指 導 員

の 運 用 に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

９  自 転 車 対 策 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  駐 輪 場 の 管 理 運

営 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑵  放 置 自 転 車 に 関

す る こ と 。 

   
 ○   

 

１ ０  交 通 災 害 共 済 に

関 す る 事 項 

     

⑴  共 済 見 舞 金 の 裁

定 給 付 に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

１ １  消 費 生 活 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  消 費 生 活 の 相 談

及 び 苦 情 処 理 に 関

   
 ○   
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す る こ と 。 

⑵  消 費 生 活 の 指 導 

啓 発 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑶  消 費 者 モ ニ タ ー

の 運 営 に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

⑷  消 費 者 関 係 機 関

等 の 連 絡 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  家 庭 用 品 品 質 表

示 の 監 視 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

⑹  消 費 生 活 用 製 品

の 安 全 監 視 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑺  消 費 者 問 題 懇 話

会 の 運 営 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

１ ２  生 活 物 資 対 策 に

関 す る 事 項 

     

⑴  生 活 物 資 の 流 通

状 況 及 び 需 給 動 向

並 び に 物 価 の 状 況

の 調 査 に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

⑵  生 活 物 資 の 購 入

あ っ せ ん 及 び 緊 急

欠 乏 生 活 物 資 の 支

給 に 関 す る こ と 。 

 

  ○    

 

⑶  生 活 物 資 の 苦 情 

相 談 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑷  新 生 活 運 動 の 推

進 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

１ ３  計 量 に 関 す る 事

項 

     

⑴  特 定 計 量 器 の 定    ○    
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期 検 査 に 関 す る こ

と 。 

⑵  特 定 計 量 器 及 び

量 目 の 立 入 検 査 に

関 す る こ と 。 

 

  ○    

 

⑶  適 正 計 量 管 理 事

業 所 の 指 定 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑷  計 量 管 理 の 指 導

及 び 計 量 思 想 の 普

及 に 関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  基 準 器 の 管 理 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

別表第２市民部、市民総室、国民健康保険の表を次のように改める。 

人 権 男 女 参 画   

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  人 権 啓 発 に 関 す る

事 項 

     

⑴  人 権 啓 発 に 関 す

る こ と 。 
  ○     

 

２  同 和 対 策 に 関 す る

事 項 

     

⑴  同 和 対 策 に 関 す

る こ と 。 
  ○     

 

３  男 女 共 同 参 画 に 関

す る 事 項 

     

⑴  男 女 共 同 参 画 に

係 る 調 査 、 研 究 に

関 す る こ と 。 

 

  ○    

 

⑵  男 女 共 同 参 画 関

係 機 関 及 び 男 女 共

同 参 画 関 係 団 体 と

の 連 絡 調 整 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑶  男 女 共 同 参 画 に

係 る 推 進 連 絡 協 議

会 に 関 す る こ と 。 

   

 ○   
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⑷  男 女 共 同 参 画 の

推 進 に 関 す る 施 策

の 総 合 調 整 に 関 す

る こ と 。 

 

  ○    

 

⑸  甲 府 市 男 女 共 同

参 画 セ ン タ ー の 運

営 に 関 す る こ と 。 

 

  ○    

 

別表第２市民部、市民協働室、消費生活課の表及び人権男女参画の表を削る。 

別表第２市民部、課税管理室の表及び収納管理室の表を削る。 

別表第２福祉保健部、福祉保健総室、総務の表に次のように加える。 

７  老 人 福 祉 に 関 す る

事 項 

     

⑴  老 人 福 祉 法 （ 昭

和 ３ ８ 年 法 律 第 

１ ３ ３ 号 ） に よ る

福 祉 の 措 置 に 関 す

る こ と 。 

 

  重 要  一 般 的  

 

⑵  老 人 ク ラ ブ の 育

成 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  敬 老 祝 金 に 関 す

る こ と 。 

 
  ○    

 

⑷  多 世 代 同 居 用 等

住 宅 融 資 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  若 竹 ね ぎ ら い 事

業 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑹  高 齢 者 等 の 家 族

介 護 者 の 支 援 に 関

す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑺  在 宅 高 齢 者 等 の

日 常 生 活 の 支 援 に

関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑻  高 齢 者 の 生 き が

い 対 策 に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

⑼  老 人 福 祉 施 設 の

指 導 及 び 助 成 に 関

   
 ○   

 

- 248 -



す る こ と 。 

８  福 祉 セ ン タ ー に 関

す る 事 項 

     

⑴  福 祉 セ ン タ ー の

運 営 管 理 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

⑵  福 祉 セ ン タ ー の 

建 設 に 関 す る こ 

と 。 

 

  ○    

 

９  上 九 の 湯 ふ れ あ い

セ ン タ ー に 関 す る 事

項 

     

⑴  上 九 の 湯 ふ れ あ

い セ ン タ ー に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

１ ０  老 人 デ イ サ ー ビ

ス セ ン タ ー に 関 す る

事 項 

   

 

 

⑴  老 人 デ イ サ ー ビ

ス セ ン タ ー に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

１ １  高 齢 者 保 健 福 祉

計 画 に 関 す る 事 項 

     

⑴  高 齢 者 保 健 福 祉

計 画 の 推 進 に 関 す

る こ と 。 

 

  ○    

 

１ ２  成 年 後 見 制 度 に

関 す る 事 項 

     

⑴  成 年 後 見 制 度 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

別表第２福祉保健部、福祉保健総室、指導監査の表を次のように改める。 

生 活 福 祉  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  生 活 保 護 等 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  保 護 の 開 始 及 び 

廃 止 に 関 す る こ 
    ○    
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と 。 

⑵  被 保 護 者 の 返 還

す る 額 の 定 め に 関

す る こ と 。 

 

  ○    

 

⑶  被 扶 養 義 務 者 か

ら の 費 用 の 徴 収 及

び 不 正 な 手 段 に よ

り 保 護 を 受 け 、 又

は 受 け さ せ た 者 か

ら の 費 用 の 徴 収 に

関 す る こ と 。 

 

  ○    

 

⑷  保 護 金 品 の 返 還

の 免 除 に 関 す る こ

と 。 

 

  ○    

 

⑸  後 見 人 の 選 任 の 

請 求 に 関 す る こ 

と 。 

    ○    

 

⑹  そ の 他 生 活 保 護

に 関 す る こ と 。 

 
 重 要  一 般 的  

 

⑺  法 外 扶 助 の 措 置

に 関 す る こ と 。 
   ○    

 

２  行 旅 病 人 等 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  行 旅 病 人 、 行 旅

死 亡 人 及 び こ れ ら

に 準 ず る 者 の 取 扱

い 及 び 遺 留 金 品 の 

処 理 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑵  行 旅 病 人 、 行 旅

死 亡 人 及 び こ れ ら

に 準 ず る 者 の 関 係

者 に 対 す る 通 知 に

関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑶  ホ ー ム レ ス の 保

護 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   
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３  災 害 援 護 に 関 す る

事 項 

 
 

 
 

 

⑴  甲 府 市 災 害 救 助

条 例 （ 昭 和 ３ ６ 年 

８ 月 条 例 第 ２ ３ 

号 ） に 基 づ く 災 害

援 護 の 適 用 に 関 す

る こ と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  災 害 弔 慰 金 等 の 

支 給 に 関 す る こ 

と 。 

  ○     

 

⑶  災 害 援 護 資 金 の

貸 付 け に 関 す る こ

と 。 

  ○     

 

４  引 揚 者 等 に 関 す る

事 項 

 
 

 
 

 

⑴  引 揚 者 及 び 遺 族

給 付 金 、 請 求 書 の 

進 達 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

５  中 国 残 留 邦 人 等 へ

の 支 援 に 関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  中 国 残 留 邦 人 等

へ の 支 援 に 関 す る

こ と 。 

 

 重 要  一 般 的  

 

６  生 活 困 窮 者 自 立 支

援 に 関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  生 活 困 窮 者 就 労

訓 練 事 業 の 認 定 及

び 認 定 の 取 消 し に

関 す る こ と 。 

   ○    

 

⑵  そ の 他 生 活 困 窮

者 自 立 支 援 に 関 す

る こ と 。 

 

 重 要  一 般 的  

 

７  保 護 施 設 に 関 す る

事 項 

 
 

 
 

 

⑴  保 護 施 設 の 設 置

の 認 可 に 関 す る こ
  ○      
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と 。 

⑵  保 護 施 設 の 改 善

及 び 停 止 の 命 令 並

び に 認 可 の 取 消 し

に 関 す る こ と 。 

  ○      

 

⑶  そ の 他 保 護 施 設

に 関 す る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

８  指 定 医 療 機 関 等 に

関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  指 定 医 療 機 関 等

の 指 定 に 関 す る こ

と 。 

    ○   

 

⑵  指 定 医 療 機 関 等

の 指 定 の 取 消 し に

関 す る こ と 。 

  ○     

 

⑶  そ の 他 指 定 医 療

機 関 等 に 関 す る こ

と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

９  無 料 低 額 診 療 事 業

等 に 関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  無 料 低 額 診 療 事

業 等 の 開 始 、 変 更

及 び 廃 止 の 届 出 に

関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑵  そ の 他 無 料 低 額

診 療 事 業 等 に 関 す

る こ と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

障 が い 福 祉  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  身 体 障 害 児 

（ 者 ） 、 知 的 障 害 児

（ 者 ） 及 び 精 神 障 害

児 （ 者 ） の 福 祉 に 関

す る 事 項 

     

⑴  障 害 福 祉 サ ー ビ

ス に 関 す る こ と 。 

 
 重 要  一 般 的  

 

⑵  身 体 障 害 者 手     ○    
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帳 、 療 育 手 帳 及 び

精 神 障 害 者 保 健 福

祉 手 帳 の 交 付 に 関

す る こ と 。 

⑶  在 宅 障 害 児 

（ 者 ） の 支 援 に 関

す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑷  特 別 障 害 者 手 

当 、 障 害 児 福 祉 手

当 及 び 甲 府 市 心 身

障 害 児 童 福 祉 手 当

の 認 定 支 給 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  重 度 心 身 障 害 者

の 医 療 費 の 助 成 に

関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑹  特 別 児 童 扶 養 手

当 の 進 達 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

⑺  補 装 具 費 の 給 付

に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑻  障 害 者 相 談 員 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑼  障 害 者 計 画 及 び

障 害 福 祉 計 画 並 び

に 障 害 児 福 祉 計 画

の 推 進 に 関 す る こ

と 。 

 

  ○    

 

⑽  自 立 支 援 医 療 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑾  発 達 障 害 児 

（ 者 ） に 関 す る こ

と 。 

   

 ○   

 

２  戦 傷 病 者 、 戦 没 者

遺 族 等 の 援 護 に 関 す

る 事 項 

     

⑴  戦 没 者 遺 族 の 援

護 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   
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⑵  戦 傷 病 者 遺 族 の 

援 護 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑶  戦 没 者 及 び 定 例

未 伝 達 者 勲 記 勲 章 

伝 達 に 関 す る こ 

と 。 

  ○     

 

別表第２福祉保健部、健康長寿室の表中「健康長寿室」を「健康支援室」に改

める。 

別表第２福祉保健部、健康長寿室、地域保健の表第５項第３号中「総務部契約

管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契約課」に改め、同表の次に次のよう

に加える。 

  保険経営室 

指 導 監 査  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  指 導 監 査 に 関 す る

事 項 

     

⑴  社 会 福 祉 法 人 及

び 社 会 福 祉 施 設 等

の 指 導 監 査 に 関 す

る こ と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  介 護 保 険 サ ー ビ

ス 事 業 者 等 の 指 導 

監 査 に 関 す る こ 

と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

⑶  障 害 福 祉 サ ー ビ

ス 事 業 者 等 の 指 導 

監 査 に 関 す る こ 

と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

⑷  特 定 教 育 ・ 保 育

施 設 等 の 指 導 監 査

に 関 す る こ と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

⑸  許 可 外 保 育 施 設

等 の 指 導 監 査 に 関

す る こ と 。 

 同 上  同 上  同 上  

 

⑹  有 料 老 人 ホ ー ム 同 上  同 上  同 上   
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の 指 導 監 査 に 関 す

る こ と 。 

 

介 護 保 険  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  介 護 保 険 事 業 の 企

画 及 び 運 営 に 関 す る

事 項 

     

⑴  介 護 保 険 事 業 計

画 に 関 す る こ と 。 
  ○     

 

⑵  介 護 保 険 事 業 の 

運 営 に 関 す る こ 

と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

２  介 護 保 険 市 民 運 営

協 議 会 に 関 す る 事 項 

     

⑴  介 護 保 険 市 民 運

営 協 議 会 の 運 営 に

関 す る こ と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

３  被 保 険 者 の 資 格 に

関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  被 保 険 者 の 資 格 

得 喪 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑵  被 保 険 者 証 の 交

付 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

４  介 護 保 険 料 の 賦 課

並 び に 後 期 高 齢 者 医

療 保 険 料 及 び 介 護 保

険 料 の 徴 収 に 関 す る

事 項 

 

 

 

 

 

⑴  介 護 保 険 料 の 賦

課 並 び に 後 期 高 齢

者 医 療 保 険 料 及 び

介 護 保 険 料 の 徴 収

に 関 す る こ と 。 

 

重 要  一 般 的  軽 易  

 

⑵  滞 納 処 分 に 関 す

る こ と 。 

 
  差 押  
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⑶  徴 収 猶 予 に 関 す

る こ と 。 

   
 ○   

 

５  保 険 給 付 等 に 関 す

る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  給 付 費 等 の 決 定

に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑵  給 付 等 に 係 る 求

償 及 び 返 還 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑶  給 付 費 等 の 返 納 

請 求 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑷  介 護 給 付 費 明 細

書 等 の 整 備 保 管 に

関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  給 付 適 正 化 に 関

す る こ と 。 

   
 ○   

 

６  介 護 認 定 審 査 会 に

関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  介 護 認 定 審 査 会 

（ 合 議 体 を 含 

む 。 ） の 運 営 に 関

す る こ と 。 

   

 ○   

 

７  要 介 護 及 び 要 支 援

認 定 に 関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  認 定 事 務 に 関 す

る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

８  介 護 保 険 サ ー ビ ス

に 関 す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  介 護 保 険 サ ー ビ

ス に 関 す る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

９  福 祉 総 合 相 談 に 関

す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  福 祉 総 合 相 談 窓

口 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   
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⑵  サ ー ビ ス の 総 合 

調 整 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑶  介 護 支 援 情 報 の 

提 供 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

 

健 康 保 険  

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  一 般 的 な 事 項      

⑴  運 営 協 議 会 の 庶

務 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑵  宮 本 診 療 所 及 び

上 九 一 色 診 療 所 の 

運 営 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑶  事 業 月 報 及 び 年

報 に 関 す る こ と 。 
  ○     

 

２  保 険 給 付 に 関 す る

事 項 

     

⑴  療 養 費 及 び 高 額

療 養 費 の 決 定 に 関

す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑵  出 産 一 時 金 、 葬

祭 費 の 交 付 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑶  移 送 及 び 看 護 の 

承 認 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑷  保 険 給 付 に 係 る

求 償 及 び 返 還 金 に

関 す る こ と 。 

   

 ○   

 

⑸  給 付 費 の 返 納 請

求 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑹  レ セ プ ト の 整 備 

保 管 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   
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⑺  一 部 負 担 金 に 関

す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑻  特 定 健 診 ・ 特 定

保 健 事 業 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

３  国 保 料 の 賦 課 に 関

す る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  被 保 険 者 の 資 格 

得 喪 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑵  被 保 険 者 証 の 交

付 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑶  保 険 料 の 賦 課 に

関 す る こ と 。 

 
重 要   軽 易  

 

４  滞 納 整 理 に 関 す る

事 項 

 
 

 
 

 

⑴  徴 収 金 の 収 納 手

続 に 関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑵  徴 収 の 嘱 託 及 び 

受 託 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑶  滞 納 処 分 に 関 す

る こ と 。 

 
  差 押  

 

⑷  徴 収 猶 予 に 関 す

る こ と 。 

   
 ○   

 

５  高 齢 者 医 療 に 関 す

る 事 項 

 
 

 
 

 

⑴  高 齢 者 の 医 療 の

確 保 に 関 す る 法 律

（ 昭 和 ５ ７ 年 法 律

第 ８ ０ 号 ） に よ る

保 健 事 業 に 関 す る

こ と 。 

 

  ○    

 

⑵  後 期 高 齢 者 医 療 

制 度 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑶  改 正 前 老 人 保 健

法 に よ る 保 健 事 業

 
  ○    
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（ 医 療 に 限 る 。 ）

に 関 す る こ と 。 

別表第２福祉保健部、健康支援センターの表中「健康支援センター」を「保健

衛生室」に改める。 

別表第２福祉保健部、福祉支援室の表を削る。 

別表第２子ども未来部、子ども未来総室、子ども応援の表中第３項を第４項と

し、第２項の次に次のように加える。 

３  子 ど も 屋 内 運 動 遊

び 場 に 関 す る 事 項 

     

⑴  子 ど も 屋 内 運 動

遊 び 場 に 関 す る こ

と 。 

 重 要  一 般 的  軽 易  

 

別表第２子ども未来部、子ども未来総室、子育て支援の表第１項第１号を次の

ように改める。 

⑴  児 童 福 祉 法 （ 昭 

和 ２ ２ 年 法 律 第

 １ ６ ４ 号 ） の 規 定

 に よ る 助 産 及 び 母

 子 保 護 の 実 施 に 関

 す る こ と 。 

    ○    

 

別表第２子ども未来部、子ども未来総室、子ども保育の表第４項第２号中「総

務部契約管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契約課」に改め、同表第５項

第５号を次のように改める。 

⑸  保 育 の 必 要 性 の 

認 定 に 関 す る こ

 と 。 

 重 要   一 般 的  

 

別表第２子ども未来部、子ども未来総室、子ども保育の表第５項第７号を次の

ように改める。 

⑺  認 定 こ ど も 園 へ

の 移 行 に 関 す る こ

と 。 

 重 要   一 般 的  

 

別表第２子ども未来部、子ども未来総室、母子保健の表第５項第３号中「総務

部契約管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契約課」に改める。 
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別表第２環境部、環境総室、総務の表に次のように加える。 

５  廃 棄 物 処 理 計 画 に

関 す る 事 項 

     

⑴  一 般 廃 棄 物 処 理

計 画 及 び 広 域 化 計

画 に 関 す る こ と 。 

  ○     

 

⑵  災 害 廃 棄 物 処 理 

計 画 に 関 す る こ 

と 。 

  ○     

 

別表第２環境部、廃棄物対策室、廃棄物対策の表中第１項を削り、第２項を第

１項とし、第３項から第９項までを１項ずつ繰り上げる。 

別表第２産業部、産業総室、雇用創生の表の前に次のように加える。 

ふ る さ と 納 税   

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  ふ る さ と 納 税 に 関

す る 事 項 

     

⑴  ふ る さ と 納 税 に

関 す る こ と 。 

 
 重 要  軽 易  

 

⑵  企 業 版 ふ る さ と 

納 税 に 関 す る こ 

と 。 

  同 上  同 上  

 

２  ネ ー ミ ン グ ラ イ ツ

に 関 す る 事 項 
    

 

⑴  ネ ー ミ ン グ ラ イ

ツ に 関 す る こ と 。 
  重 要  軽 易  

 

別表第２産業部、産業総室、雇用創生の表の次に次のように加える。 

観 光   

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  観 光 に 関 す る 事 項      

⑴  観 光 客 の 誘 致 及

び 観 光 案 内 に 関 す

る こ と 。 

   

 ○   

 

⑵  郷 土 観 光 祭 に 関

す る こ と 。 

 
  ○    
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⑶  観 光 施 設 の 整 備 

管 理 に 関 す る こ 

と 。 

   

 ○   

 

⑷  観 光 地 の 美 化 に

関 す る こ と 。 

   
 ○   

 

⑸  観 光 関 係 団 体 の

連 絡 調 整 に 関 す る

こ と 。 

   

 ○   

 

２  観 光 の 企 画 開 発 に

関 す る 事 項 

     

⑴  観 光 事 業 の 計 

画 、 振 興 に 関 す る

こ と 。 

  ○     

 

⑵  観 光 資 源 の 利 

用 、 保 全 、 開 発 に

関 す る こ と 。 

 

  ○    

 

別表第２産業部、観光商工室の表中「観光商工室」を「商工振興室」に改め、

同表中観光の表を削る。 

別表第２産業部、観光商工室、商工の表第２項中第３号を削り、第４号を第３

号とし、第５号を第４号とし、同表第７項を削り、同表の次に次のように加え

る。 

中 心 市 街 地 振 興   

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  中 心 市 街 地 の 振 興

に 関 す る 事 項 

     

⑴  中 心 市 街 地 の 振

興 に 関 す る こ と 。 

 
重 要  一 般 的  軽 易  

 

別表第２産業部、農林振興室、就農支援の表第５項第４号及び林政の表第４項

第２号中「総務部契約管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契約課」に改め

る。 

別表第２まちづくり部、まち開発室、都市計画の表の次に次のように加える。 

地 域 デ ザ イ ン   

    項 目         決 定 区 分 
 備 考   

 副 市 長    部 長 等    室 長    課  長   

１  都 市 計 画 マ ス タ ー     
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プ ラ ン 地 域 別 構 想 策

定 に 関 す る 事 項 

⑴  都 市 計 画 マ ス タ

ー プ ラ ン 地 域 別 構

想 に 関 す る こ と 。 

 

重 要  一 般 的   

 

別表第２まちづくり部、まち整備室、公園緑地の表第１項第８号及び第４項第

３号中「総務部契約管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契約課」に改め

る。 

別表第２まちづくり部、施設整備室、建築営繕の表第３項に次のように加え

る。 

⑵  市 有 施 設 の 保 全

に 関 す る こ と 。 

 
重 要   軽 易  

 

別表第２市立甲府病院、医療安全管理部の表中第２項を削り、同表の次に次の

ように加える。 

感 染 管 理 部   

    項 目      決 定 区 分 
 備 考   

副市長   院 長   部長等   室 長   課 長   

１  感 染 管 理 に 関 す る

事 項 

      

⑴  感 染 防 止 対 策 に

関 す る こ と 。 

 
重 要    軽 易  

 

⑵  所 管 委 員 会 の 運

営 に 関 す る こ と 。 

 
同 上    同 上  

 

別表第２市立甲府病院、病院事務総室、総務の表第２項第１号中「総務部契約

管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契約課」に改める。 

（甲府市役所当直勤務規程の一部改正） 

第２条 甲府市役所当直勤務規程（昭和２４年２月庁達第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第６条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第９条第１項第１号中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理

室職員課長」に改める。 

第１２条中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課 

長」に、「総務部契約管財室管財課長」を「行政経営部契約管財室管財課長」に 
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改める。 

第１号様式中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市職員記章規程の一部改正） 

第３条 甲府市職員記章規程（昭和２５年１０月訓令第２号）の一部を次のように

改正する。 

 第９条中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課長」

に改める。 

（甲府市職員勤務評定実施規程の一部改正） 

第４条 甲府市職員勤務評定実施規程（昭和２８年１１月庁達第５号）の一部を次

のように改正する。 

 別表第１中「総務部総務総室長」を「行政経営部行政経営総室長」に、「総務

部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市財産価格審議会規程の一部改正） 

第５条 甲府市財産価格審議会規程（昭和３３年９月規程第８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第３条第４項中「総務部長、企画部長」を「行政経営部長、企画財務部長」

に、「総務部総務総室長、総務部契約管財室長」を「行政経営部行政経営総室

長、行政経営部契約管財室長」に、「総務部契約管財室管財課長、企画部企画経

営室財政課長、市民部課税管理室資産税課長」を「行政経営部契約管財室管財課

長、企画財務部企画財務総室企画財政課長、企画財務部課税管理室資産税課長」

に改める。 

第４条第２項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市職員研修規程の一部改正） 

第６条 甲府市職員研修規程（昭和３７年５月規程第４号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条、第６条の２第２項、第１０条及び第１１条中「総務部長」を「行政経

営部長」に改める。 

 （甲府市表彰審査委員会規程の一部改正） 

第７条 甲府市表彰審査委員会規程（昭和３７年９月規程第１０号）の一部を次の

ように改正する。  
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  第３条第１項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市文書取扱規程の一部改正） 

第８条 甲府市文書取扱規程（昭和３８年５月規程第４号）の一部を次のように改

正する。 

第１条の２第１号中「並びに甲府市福祉事務所設置条例（昭和２６年９月条例

第４３号）に基づき設置された福祉事務所」を削り、同条第３号中「、病院の事

務局長及び福祉事務所の所長」を「及び病院の事務局長」に改める。 

第４条の３第２項、第５条（見出しを含む。）、第６条第１号、第１１条第１

項及び第２項、第１２条第２項並びに第１４条中「総務部総務総室総務課長」を

「行政経営部行政経営総室総務課長」に改める。 

第１５条中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課

長」に、「総務部総務総室総務課長」を「行政経営部行政経営総室総務課長」に

改める。 

第１６条、第１６条の２第１号、第１７条第２項、第２５条第２項、第２６条

第１項、第３７条、第３８条、第３９条第３項、第４０条第１項から第４項まで

の規定並びに第４１条第１項及び第４項中「総務部総務総室総務課長」を「行政

経営部行政経営総室総務課長」に改める。 

（甲府市庁用自動車等管理規程の一部改正） 

第９条 甲府市庁用自動車等管理規程（昭和４０年１２月規程第６号）の一部を次

のように改正する。 

第４条第１項中「総務部長」を「行政経営部長」に改め、同条第２項中「総務

部長」を「行政経営部長」に、「総務部契約管財室管財課長」を「行政経営部契 

約管財室管財課長」に改める。 

第６条第２項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第１２条第１項及び第１２条の２第１項中「総務部」を「行政経営部」に改め

る。 

第１４条第３項及び第１５条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第１６条第１項中「総務部」を「行政経営部」に改める。 

第１７条第１項及び第２項、第２９条第１項並びに第３３条中「総務部長」を

「行政経営部長」に改める。 
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第４号様式中「甲府市総務部契約管財室管財課」を「甲府市行政経営部契約管

財室管財課」に改める。 

第１０号様式中「総務部（管財課）」を「行政経営部（管財課）」に改める。 

第１５号様式中「甲府市総務部契約管財室」を「甲府市行政経営部契約管財

室」に改める。 

（甲府市帳票規程の一部改正） 

第１０条 甲府市帳票規程（昭和４２年８月規程第１０号）の一部を次のように改

正する。 

第５条第２項及び第３項、第６条並びに第８条中「総務部長」を「行政経営部

長」に改める。 

別記様式中「総務部行政管理室業務管理課」を「行政経営部行政経営総室行政

経営課」に改める。 

（甲府市職員名札はい用規程の一部改正） 

第１１条 甲府市職員名札はい用規程（昭和４３年７月規程第１０号）の一部を次

のように改正する。 

第８条中「総務部行政管理室職員課長」を「行政経営部人事管理室職員課長」

に改める。 

（甲府市事務手順書管理規程の一部改正） 

第１２条 甲府市事務手順書管理規程（昭和４５年２月規程第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第２号中「企画部編」を「企画財務部編」に改め、同条第３号中「総務

部編」を「行政経営部編」に改める。 

第４条及び第５条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第１号様式中「総務部」を「行政経営部」に改める。 

（甲府市工事検査規程の一部改正） 

第１３条 甲府市工事検査規程（昭和４５年５月規程第３号）の一部を次のように

改正する。 

第８条第２項中「総務部指導検査課」を「行政経営部契約管財室指導検査課」

に改める。 

第９条の２第２項中「総務部契約管財室契約課」を「行政経営部契約管財室契
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約課」に改める。 

第１２条の２中「総務部契約管財室長」を「行政経営部契約管財室長」に改め

る。 

第１８条、第１９条、第２１条及び第２３条第１項中「総務部長」を「行政経

営部長」に改める。 

第４号様式中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

 （甲府市庁舎防火管理規程の一部改正） 

第１４条 甲府市庁舎防火管理規程（昭和４９年２月規程第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第３条の２第１項第１号中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

  別表第１中「総務部長」を「行政経営部長」に、「消費生活課交通安全係長」

を「市民総室総務課交通安全係長」に改める。 

  別表第２中「消費生活課交通安全係長」を「市民総室総務課交通安全係長」に

改める。 

別表第３中「総務部契約管財室管財課庁舎車両係」を「行政経営部契約管財室

管財課庁舎車両係」に改める。 

（職員分限懲戒諮問会規程の一部改正） 

第１５条 職員分限懲戒諮問会規程（昭和５２年７月規程第５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第１０条中「総務部行政管理室職員課」を「行政経営部人事管理室職員課」に

改める。 

（甲府市統計書発行規程の一部改正） 

第１６条 甲府市統計書発行規程（昭和５２年７月規程第６号）の一部を次のよう 

に改正する。 

第４条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市私有車公務使用規程の一部改正） 

第１７条 甲府市私有車公務使用規程（昭和５３年１月規程第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第４条第１項中「総務部契約管財室管財課長」を「行政経営部契約管財室管財

課長」に改める。 
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第５条第４項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第２号様式中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市公報発行規程の一部改正） 

第１８条 甲府市公報発行規程（平成２年６月規程第１０号）の一部を次のように

改正する。 

第３条中「総務部総務総室総務課長」を「行政経営部行政経営総室総務課長」

に改める。 

第５条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

（甲府市物品供給入札者指名選考委員会規程の一部改正） 

第１９条 甲府市物品供給入札者指名選考委員会規程（平成１７年９月規程第８

号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「総務部長」を「行政経営部長」に、「総務部契約管財室長」

を「行政経営部契約管財室長」に改める。 

第８条第１項中「総務部契約管財室契約課物品係長」を「行政経営部契約管財

室契約課物品係長」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第４条関係） 

委員 

行政経営部長 行政経営部行政経営総室長 行政経営部契約管財室長 企画

財務部企画財務総室長 市民部市民総室長 行政経営部契約管財室契約課長 

（甲府市情報システム管理規程の一部改正） 

第２０条 甲府市情報システム管理規程（平成２３年１０月規程第２号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第８号中「、甲府市福祉事務所設置条例（昭和２６年９月条例第４３

号）に基づき設置された福祉事務所」を削り、同条第９号中「福祉事務所長」を

「健康支援センター長」に改める。 

第５条中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第６条第１項中「情報政策課長」を「デジタル推進課長」に改める。 

（甲府市職員提案制度規程の一部改正） 
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第２１条 甲府市職員提案制度規程（平成２５年１０月規程第３号）の一部を次の

ように改正する。 

第６条中「総務部行政管理室業務管理課長（以下「業務管理課長」とい

う。）」を「行政経営部行政経営総室行政経営課長（以下「行政経営課長」とい

う。）」に改める。 

第７条第１項中「業務管理課長」を「行政経営課長」に改める。 

第８条第３項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第９条、第１２条第２項及び第１３条第３項中「業務管理課長」を「行政経営

課長」に改める。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第８条関係） 

行政経営部長、企画財務部長、行政経営部行政経営総室長、行政経営部人事

管理室長、企画財務部企画財務総室長、行政経営部行政経営総室行政経営課

長、行政経営部人事管理室職員課長、企画財務部企画財務総室企画財政課長 

 第３号様式中「行政改革課長」を「行政経営課長」に改める。 

（甲府市法令審査会規程の一部改正） 

第２２条 甲府市法令審査会規程（令和元年１０月規程第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条第１項中「総務部長及び総務総室長」を「行政経営部長及び行政経営総

室長」に改める。 

（甲府市住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規程の一部改正） 

第２３条 甲府市住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規程（令和２年３月

規程第３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第４条中「情報政策課長」を「デジタル推進課長」に改める。 

第６条第６項中「情報政策課」を「デジタル推進課」に改める。 

第７条第２項、第４項及び第５項、第１０条並びに第１５条の表中「情報政策

課長」を「デジタル推進課長」に改める。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

- 268 -



告示 
 

甲府市告示８９号 

 

次のとおり都市公園の区域を変更するので、都市公園法（昭和３１年法律第７９

号）第２条の２の規定に基づき公告する。 

 なお、図面は、まちづくり部まち整備室公園緑地課において一般の縦覧に供する。 

 

令和３年３月１日 

                  

          甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 区域を変更する都市公園の名称 

遊亀公園 

２ 位 置 

甲府市太田町地内 

３ 縦覧場所 

まちづくり部まち整備室公園緑地課  

４ 供用開始の期日 

令和３年３月１日 
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                           甲府市告示第９０号 

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した 

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年 

４月２０日法律第１４７号）第５４条の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和３年３月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書 福発第８７０４号 

             充当通知書 福発第８７０５号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部福祉支援室介護保険課 
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                         甲府市告示第９１号  

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため介護保険法（平成９年法

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により公示する。                   

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和３年３月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        

令和２年度介護保険料第５期分督促状 

令和２年度介護保険料第６期分督促状 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 
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                           甲府市告示第９２号 

 

次の介護保険被保険者証は、回収できないため、甲府市介護保険条例施行規則

（平成１２年３月規則第２１号）第１２条の規定により無効である旨を告示する。 

 

令和３年３月２日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    介護保険被保険者証 

２ 被保険者番号及び住所並びに氏名     別紙のとおり 
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                           甲府市告示第９３号 

 

次の債権にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年３月２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        生活保護法第６３条返還金による返還金決定通知書  

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       福祉保健部福祉支援室生活福祉課 
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甲府市告示第９４号 

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の物

件の売却について一般競争入札を執行する。 

 

  令和３年３月３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札に付する売却物件概要等 

① 物件番号（３）１－１ 

  ア 物 件 の 種 別  土地 

  イ 所在及び地番  甲府市国玉町字梅ノ木８１３番８ 

  ウ 地    目  宅地 

  エ 地    積  ９０．２９㎡ （実測地積：９０．４２㎡） 

  オ 最低売却価格  １，９９０，２００円 

① 物件番号（３）１－２ 

  ア 物 件 の 種 別  土地 

  イ 所在及び地番  甲府市下帯那字河方３０１８番１  

  ウ 地    目  宅地 

  エ 地    積  ５３０．３０㎡  

  オ 最低売却価格  ３，７１２，０００円 

２ 入札参加申込みの受付期間、受付場所及び受付方法  

⑴  受付期間 

   令和３年３月８日（月）から令和３年３月１９日（金）までの午前９時から

午後５時までの間。（この期間内の市の休日を除く。） 

 ⑵ 受付場所 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎５階 

   甲府市総務部契約管財室管財課 

   電話０５５－２３７－５１９７ 

 ⑶ 受付方法 

   持参又は郵送（簡易書留）による受付とし、郵送による場合は、令和３年３ 

月１９日（金）当日消印有効とする。 

３ 入札及び開札の日時及び場所 

⑴  入札及び開札の日 

   令和３年３月２６日（金） 

⑵   入札の受付、入札及び開札の時間 

物件

番号 
物件の所在 入札の受付時間 入札時間 

開札 

時間 

(３)１ 甲府市国玉町梅ノ木 午後 1 時 30 分から 午後 2 時 00 分から 入札 
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－１ 
８１３番８ 午後 1 時 50 分まで 終了後 

(３)１

－２ 

甲府市下帯那字河方

３０１８番１ 

午後 3 時 00 分から 

午後 3 時 20 分まで 
午後 3 時 30 分から 

入札 

終了後 

 

⑶ 場所 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎６階 入札室１ 

   ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

４ 入札に参加できる者の資格及び要件  

  次のいずれにも該当しない法人又は個人であること。  

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当する者 

 ⑵ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当する者であっ

て、当該各号に該当する事実があった日から２年を経過していない者。また、

その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者  

 ⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第

２条第２号から第４号まで及び第６号に該当する者又は役員が暴力団員であ

る法人 

 ⑷ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律 (平成１１年法律第 

１４７号)第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体又は当該団体の

役職員若しくは構成員 

 ⑸ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)の適用を申請した者であって、裁判

所からの更生手続開始の決定がされていない者  

 ⑹ 民事再生法(平成１１年法律第２２５号)の適用を申請した者であって、同法

に基づく裁判所からの再生手続開始の決定がされていない者  

 ⑺ 入札の公告の日から入札の日までの間に、「甲府市物品供給（入札等）制度

要綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づ

き指名停止を受けている者 

 ⑻ 市区町村税を滞納している者 

 ⑼ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３第１項に規定する公

有財産に関する事務に従事する甲府市職員 

５ 入札を無効とする場合に関する事項  

  次のいずれかに該当する入札は無効とする。  

 ⑴ 入札保証金を納付したことを証する書面の提出がない又は入札書に書かれた

金額が入札保証金の２０倍を超える入札  

 ⑵ １物件につき、１人で２通以上の入札をした場合は、その全部の入札  

 ⑶ 入札書に書かれた金額又は氏名（法人にあっては商号名称及び代表者名）の

確認し難いもの、鉛筆書きのもの、押印のないもの、その他誤脱等により意

思表示が不明瞭なため識別し難いもの 

 ⑷ 入札書に書いた金額を訂正した入札 
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 ⑸ 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不

正行為をしたと市職員が認める場合における全部の入札  

 ⑹ 入札時において、４の「入札に参加できる者の資格及び要件」を満たさなく

なった者の入札 

 ⑺ 入札参加申込みをしない者の入札  

 ⑻ 代理人として代理権の確認を受けていない者の入札  

 ⑼ 入札にあたり他人を脅迫するなど、不正行為のあった者の入札 

 ⑽ 最低売却価格に達しない入札 

 ⑾ 入札に関し、市職員の指示に従わなかった者の入札  

 ⑿ 郵送による入札 

 ⒀ 前各号に掲げるもののほか、一般競争入札案内書に規定する入札に関する条

項に違反した者の入札 

６ 落札者の決定方法  

  開札後、最低売却価格（予定価格）以上で入札した者のうち、最高価格をもっ

て有効な入札した者を落札者として決定する。ただし、最高価格での入札者が

２者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。この場合、入札者は

「くじ」を辞退することができないものとする。  

７ 契約書作成の要否及び代金支払方法  

  契約書の作成を要し、代金は一括現金納入とする。  

８ 入札保証金、契約保証金及び違約金に関する事項  

 ⑴ 入札保証金の納付等 

  ア 入札保証金は、各自入札価格の１００分の５以上に相当する金額を、一括  

   で甲府市の指定する口座に振り込むものとする。  

  イ 入札保証金は、落札者を除き、入札者が指定する金融機関の預金口座へ振  

   り込む方法により返還する。 

  ウ 入札保証金には、利息を付さない。  

 ⑵ 契約保証金の納付等 

  ア 契約保証金は、売買価格の１００分の１０以上に相当する金額を、契約締

結時に一括で甲府市の指定する口座に振り込むものとする。  

  イ 契約保証金は、売買代金に充当するものとする。  

  ウ 契約保証金には、利息を付さない。 

 ⑶ 違約金 

  ア 落札者が、落札日の翌日から７日以内に、売買契約を締結しないとき（落

札後、入札申込みができない者であることが判明し、その入札が無効になっ

たときなどを含む。）は、違約金として入札保証金は甲府市に帰属する。  

  イ 落札者が、契約締結日より３０日以内に売買代金（充当された契約保証金

を除いた額）の支払いを行わなかったときは、売買契約を解除のうえ、違約

金として契約保証金は甲府市に帰属する。 

９ 一般競争入札案内書の配付 

 ⒧ 配付期間 

   本告示の日から令和３年３月１９日（金）まで 
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 ⑵ 配付場所等 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎５階 

   甲府市総務部契約管財室管財課及び甲府市公式ホームページ  

１０ 現地説明会開催 

  入札参加申込受付期間中、希望者に対して実施する。  

１１ 特記事項 

 ⑴ 現状有姿による契約 

   現状有姿の状態で売り渡すものとする。  

 ⑵ 土地利用制限 

   落札した市有地を利用するにあたっては、売買契約締結の日から１０年間、

次に掲げる用に供してはならない。  

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に規定する

暴力団関連施設その他周辺住民に著しく不安を与える施設  

  イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 (昭和２３年法律第 

１２２号)第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業又は同条第１１項に規定する接客業務受託営業その他これらに

類する業 

１２ その他 

  この公告に定めのない事項は、地方自治法、地方自治法施行令、甲府市契約規

則、甲府市財務規則（昭和６２年１月２０日規則第１号）、一般競争入札案内

書等に定めるところによる。 
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                           甲府市告示第９５号 

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年３月３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        令和２年度固定資産税・都市計画税第３期督促状  

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  
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                           甲府市告示第９６号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定によ

り農用地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。  

 なお、次のとおり閲覧に供する。  

 

  令和３年３月３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 農用地利用集積計画の閲覧場所  

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 

２ 農用地利用集積計画の閲覧期間  

   告示の日から２週間 
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甲府市告示第９７号 

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和３年３月３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）契約番号      （市民長賃）第２号 

（２）業務名称      カード券面印字システム賃貸借  

（３）履行期間      令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

（４）履行場所      仕様書による 

（５）業務内容      仕様書による 

（６）予定価格      公表しない 

（７）最低制限価格    設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。 

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、第 1 希望の業

種が「事務用品」で申請している者であること。  

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は

法人であってその役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づ

く指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこ  

と。また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日か

ら２年を経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の

申立がなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受け

た後、競争入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（８）市税等の滞納がない者であること。 

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和３年３月３日（水）～令和３年３月１０日（水） 
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（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時（締切日は午後３時まで） 

（２）配付場所 甲府市市民部市民総室総務課 

甲府市丸の内１丁目１８番１号（甲府市役所本庁舎４階） 

電話０５５－２３７－５２９４ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホ

ームページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情

報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和３年３月３日（水）～令和３年３月１０日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時（締切日は午後３時まで） 

イ 場所 甲府市市民部市民総室総務課 

甲府市丸の内１丁目１８番１号（甲府市役所本庁舎４階）  

電話０５５－２３７－５２９４ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和３年３月２２日（月） 午前１０時 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎４階 市民対話室 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ 長期継続契約 

本入札は「甲府市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」に

基づく長期継続契約であり、翌年度以降において当該契約に係る歳入歳出予算に

ついて減額又は削除があった場合は当該契約は解除する。  

９ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  
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           ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間

に国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じく

する契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、か 

つ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除す 

る。 

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第９８号  

 

 次の国民健康保険料に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年３月４日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名         令和２年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼決定通知書 

令和２年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼更正通知書 

２ 送達を受けるべき者   別紙のとおり 

３ 保管場所        甲府市市民部市民総室国民健康保険課  
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甲府市告示第９９号  

 

 次の国民健康保険被保険者証は、回収できないため、甲府市国民健康保険条例施

行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）第１３条の規定により無効である旨を告

示する。 

 

  令和３年３月４日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    国民健康保険被保険者証 

２ 世帯主住所、被保険者氏名及び記号番号    別紙のとおり 
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                          甲府市告示第１００号  

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため介護保険法（平成９年法

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により公示する。                   

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。                              

 

  令和３年３月４日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名       介護保険料 過誤納還付・充当通知書 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 
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                         甲府市告示第１０１号  

 

次の住宅使用料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年３月５日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        住宅使用料督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  
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                          甲府市告示第１０２号 

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第 

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

  令和３年３月５日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本） 市民発第２６３４５号 

 配当計算書    市民発第２７０５４号 

充当通知書    市民発第２７０５５号 

２ 送達を受けるべき者  （省略）  

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室滞納整理課 
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                          甲府市告示第１０３号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年３月８日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市和戸町字芝原７９４番１、７９４番３、７９４番４、７９５番１、  

  ７９７番１、７９９番８から７９９番１０まで及び８０３番３ 

   以上９筆及び道 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市酒折二丁目４番５号 

学校法人山梨学院 

   理事長 古 屋 光 司 
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甲府市告示第１０４号 

 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第２項の規定において準用す

る同法第６２条第１項の規定による都市計画事業認可の図書の写しの送付を受けた

ので、同法第６３条第２項の規定において準用する同法第６２条第２項の規定によ

り、次のとおり公衆の縦覧に供する。  

 

令和３年３月８日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 施行者の名称  甲府市 

２ 都市計画事業の種類及び名称 

甲府都市計画道路事業 ３・３・９号 城東三丁目敷島線及び 

           ３・４・１号 甲府駅前線 

３ 事業計画 

  イ 事業地 

  （１）収用の部分 山梨県甲府市伊勢四丁目地内 

  （２）使用の部分 山梨県甲府市伊勢四丁目地内 

  ロ 設計の概要 

   起  点  山梨県甲府市伊勢四丁目２０６４番１地先 

   終  点  山梨県甲府市伊勢四丁目２１９５番１地先 

   延  長  ２１１ｍ 

   幅  員  １６ｍ 

   車線の数  ２車線 

  ハ 事業施行期間 

   自 令和 ３年２月２２日 

   至 令和１０年３月３１日 

４ 縦覧場所     甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課 
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甲府市告示第１０５号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８４条の２の規定に基

づき、次のとおり生活保護法等指定医療機関指定申請書を受理し、指定医療機関と

して指定したので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和３年３月８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関指定申請書 

２ 医療機関番号、指定の期間、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代

表者、管理者 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第１０６号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次のと

おり生活保護法等指定医療機関廃止届書を受理したので、同法第５５条の３の規定

により公示する。 

 

令和３年３月８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関廃止届書 

２ 医療機関番号、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代表者、廃止年 

月日 

                              別紙のとおり 
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甲府市告示第１０７号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関変更届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和３年３月８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関変更届書 

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、管理者、変更

事項、変更年月日 

                               別紙のとおり 
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                          甲府市告示第１０８号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した 

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年 

４月２０日法律第１４７号）第５４条の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和３年３月９日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 福発第８２４６号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部福祉支援室介護保険課 
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甲府市告示第１０９号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和３年３月１０日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市西下条町字古屋敷８４２番１ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市西下条町７９２番地 

   酒 井  愛 
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甲府市告示第１１０号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年３月２４日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月１０日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １０８ 

３ 路線名    紅梅北通り線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市丸の内一丁目１９３番から 

甲府市丸の内一丁目２３９番まで 

９．２～ 

 １３．８ 
２３５．２ 

新 
甲府市丸の内一丁目１３１番から 

甲府市丸の内一丁目２３０番まで 

６．０～ 

  １３．８ 
４０３．０ 
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                          甲府市告示第１１１号  

 

 次の国民健康保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所） 

に郵送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため国民健康保険法（昭 

和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第 

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい 

つでも交付する。 

 

  令和３年３月１１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 書類名   平成３１年度国民健康保険料第２期分督促状 

平成３１年度国民健康保険料第３期分督促状 

平成３１年度国民健康保険料第４期分督促状 

平成３１年度国民健康保険料第５期分督促状 

平成３１年度国民健康保険料第６期分督促状 

平成３１年度国民健康保険料第７期分督促状 

平成３１年度国民健康保険料第８期分督促状 

平成３１年度国民健康保険料第９期分督促状 

平成３１年度３０年相当国民健康保険料第１２期分督促状 

        令和２年度国民健康保険料第１期分督促状 

令和２年度国民健康保険料第２期分督促状 

令和２年度国民健康保険料第３期分督促状 

令和２年度国民健康保険料第４期分督促状 

令和２年度３１年相当国民健康保険料第１期分督促状 

        令和２年度３１年相当国民健康保険料第５期分督促状 

        令和２年度３１年相当国民健康保険料第６期分督促状 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 
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                          甲府市告示第１１２号  

 

 次の国民健康保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）  

に郵送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため国民健康保険法（昭  

和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい  

つでも交付する。 

 

  令和３年３月１１日 

           

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        国民健康保険料過誤納金還付充当通知書 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課 
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甲府市告示１１３号 

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたため、調査を行ったが、なお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和３年３月１１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        法人市民税決定通知書 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部課税管理室市民税課 
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甲府市告示第１１４号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和３年３月市議会定例会において

議決を経た補正予算を、別紙のとおり公表する。 

 

令和３年３月１１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 令和２年度甲府市一般会計補正予算（第１５号）  

２ 令和２年度甲府市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）  

３ 令和２年度甲府市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）  

４ 令和２年度甲府市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）  

５ 令和２年度甲府市地方卸売市場事業会計補正予算（第３号）  

６ 令和２年度甲府市病院事業会計補正予算（第６号）  

７ 令和２年度甲府市下水道事業会計補正予算（第１号）  

 

 

 

 

 

     令和３年３月１１日 原案可決 
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                          甲府市告示第１１５号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和３年３月１２日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （電気）２４８号 

工事名 西中学校他２校スポットクーラー電源改修工事 

工事場所 甲府市飯田五丁目１３－１ 外 

工事概要 

１ 工事内容 

１ . 電源改修工事 

（１）西中学校 

（２）城南中学校 

（３）東中学校 

２ 工期 令和３年７月３０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１３，４６４，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
不適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事。 

た だ し 、 １ 件 の 工 事 請 負 額 が 、 

６００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１７年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

1  入札説明書等配付開始日 令和３年３月１２日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和３年３月１９日 

３ 申請書受付開始日 令和３年３月１２日 
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４ 申請書受付締切日 
令和３年３月１９日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和３年３月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和３年３月１２日 

７ 設計図書配付締切日 令和３年３月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和３年３月１２日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和３年３月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和３年３月３１日 

午前９時００分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和３年３月２９日 

午後５時まで 

２ 回答 令和３年３月３０日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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甲府市告示第１１６号 

 

 甲府市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年６月

条例第１６号）第４条の規定に基づき、公の施設に係る指定管理者を指定したので、

同条例第１１条の規定により告示する。 

 

  令和３年３月１６日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

施設の名称 団体の所在地及び名称 指定の期間 

甲府市創作の森 

おびな 

甲府市上帯那町３０５２番地 

帯那地域活性化推進協議会 

令和３年４月１日

から令和８年３月

３１日まで 
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甲府市告示第１１７号 

 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定において準用す

る同法第２０条第１項の規定による都市計画の図書の写しの送付を受けたので、同

法第２１条第２項の規定において準用する同法第２０条第２項の規定により、次の

とおり公衆の縦覧に供する。 

 

令和３年３月１７日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 都市計画の種類   甲府都市計画道路の変更 

            （３・４・３３号 大手二丁目浅原橋線） 

２ 縦覧場所      甲府市まちづくり部まち開発室 都市計画課 
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                          甲府市告示第１１８号 

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

  令和３年３月１７日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本） 市民発第２７００１号 

 配当計算書    市民発第２７５８６号 

充当通知書    市民発第２７５８７号 

２ 送達を受けるべき者  （省略）  

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室滞納整理課 
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甲府市告示第１１９号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和３年３月１７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市高室町字流し５７３番 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   中央市極楽寺７４８番地 

   社会福祉法人寿真会 

   理事長  相 馬 健 治 
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                         甲府市告示第１２０号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年３月１７日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        固定資産税・都市計画税 過誤納金還付通知書 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  

 

 

- 306 -



 

甲府市告示第１２１号  

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１６条第１項の規定に基づき、土地

価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿を縦覧に供するため、同条第３項の規定に

より公示する。 

 

  令和３年３月１８日 

                     

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 縦 覧 期 間  令和３年４月１日から令和３年４月３０日まで 

                 （ただし、土・日曜日、祝日は除く。） 

２ 縦 覧 場 所  甲府市役所本庁舎３階 資産税課 
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甲府市告示第１２２号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年３月１８日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        令和２年度市県民税普通徴収督促状 

             令和２年度市県民税特別徴収督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  
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甲府市告示第１２３号 

 

 令和２年８月１７日付け甲府市告示第５０１号の内容に係る訂正について、次の

とおり告示する。 

 

令和３年３月１８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

                 記 

 訂正する内容 

  甲府市告示第５０１号の指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事

業者の指定についての告示を次のとおり訂正する。 

 

 【訂正前】 

１ 介護保険事業所番号  １９７０１０５４２３ 

【訂正後】 

１ 介護保険事業所番号  １９６０１９０３０２ 
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甲府市告示第１２４号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７０条第１項の規定に基づく指定居宅

サービス事業者として次の者を指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 

 

 

令和３年３月１８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９６０１９０３１０ 

２ 事業所の名称      訪問看護ステーション ウィズアス 

３ 事業所の所在地      甲府市美咲１丁目７番１７号 ノア桂１０２号 

４ 当該事業所の申請者      甲府市美咲１丁目６番１０号 

              医療法人 山角会 

              理事長 山 角   博 

５ サービスの種類      訪問看護 

６ 指定年月日          令和３年４月１日 
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甲府市告示第１２５号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和３年３月１９日 

             

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市青葉町１３６４番、１３６５番、１３６６番及び１３６７番１ 

   以上４筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市蓬沢町２３０番地 

   小 野  昭 

- 311 -



                          甲府市告示第１２６号  

 

 甲府市任期付職員採用試験を別紙内容に基づき実施するので、甲府市職員の任用

等に関する規則第９条の規定により公告する。  

 

  令和３年３月１９日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第１２７号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定に基づ  

き、地縁による団体の告示された事項の変更の届出があったので、同条第１０項の

規定により、次のとおり告示する。  

 

令和３年３月１９日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名  称   東下条町自治会 

２ 変更事項 

  代表者の氏名・住所 

     

 

 
変 更 後 変 更 前 

代表者 

氏 名 
齊 藤 正 二 深 澤 幸 一 

代表者 

住 所 
甲府市東下条町２０８番地 甲府市東下条町５３番地６  

３ 変更年月日  令和３年３月１４日 
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                          甲府市告示第１２８号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和３年３月２２日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市上町字天屋４６番２、６２番３及び６５番２ 

以上３筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

甲府市荒川１丁目３番３６号 

グランドキャッスルＧＯＭＩ Ｂ１０３ 

小 林 正 典 
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甲府市告示第１２９号   

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定に基づく指定居宅

介護支援事業者として次の者の廃止届を受理したので、同法第８５条の規定により

公示する。 

 

令和３年３月２２日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０００５１ 

２ 事業所の名称       甲府市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 

３ 事業所の所在地      甲府市相生二丁目１７‐１ 

４ 当該事業所の申請者    社会福祉法人甲府市社会福祉協議会 

会長 山 田 文 夫 

５ サービスの種類      居宅介護支援 

６ 廃止年月日        令和３年３月３１日 
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                          甲府市告示第１３０号 

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵  

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため介護保険法（平成９年法 

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６  

号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい  

つでも交付する。 

 

  令和３年３月２２日 

                  

                甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名      更正通知書兼特別徴収中止通知書  

２ 発送日      令和３年３月１０日 

３ 項 目      令和２年度介護保険料更正通知書兼特別徴収中止通知書  

４ 送達を受けるべき者 （省略） 

５ 保管場所     甲府市福祉保健部福祉支援室介護保険課 
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                          甲府市告示第１３１号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市横根町字大橋１７０番１ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   東京都新宿区西新宿八丁目１４番２４号 

   三ッ輪産業株式会社 

   代表取締役 尾 日 向 竹 信  
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                          甲府市告示第１３２号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した 

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、地方税法（昭和２５年  

７月３１日法律第２２６号）第５４条の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和３年３月２３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押解除通知書 福発第８９５４号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部福祉支援室介護保険課 
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甲府市告示第１３３号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。  

 

  令和３年３月２３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   ２８ 

３ 路線名    朝日西線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市朝日２丁目３３５番１地先から 

甲府市朝日２丁目３４０番地先まで 

４．０～ 

  ４．０ 
７１．６ 

新 
甲府市朝日２丁目３３５番１地先から 

甲府市朝日２丁目３４０番地先まで 

６．０～ 

  １０．３ 
７１．６ 
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甲府市告示第１３４号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 朝日西線  甲府市朝日２丁目 

３３５番１から 

甲府市朝日２丁目 

３４０番地先まで 

７１．６  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１３５号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。  

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   ２９ 

３ 路線名    横沢町（１）線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市朝日２丁目２６番地先から 

甲府市朝日２丁目１０６番２地先まで 

４．０～ 

  ４．５ 
６７．５ 

新 
甲府市朝日２丁目２６番地先から 

甲府市朝日２丁目１０６番２地先まで 

６．０～ 

  １０．３ 
６７．５ 
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甲府市告示第１３６号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 横沢町（１）線 甲府市朝日２丁目 

２６番から 

甲府市朝日２丁目  

１０６番２地先まで 

６７．５  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１３７号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。  

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   ８１ 

３ 路線名    相川町（１）線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市宝１丁目２１７番地先から 

甲府市宝１丁目２２１番地先まで 

３．８～ 

  ５．２ 
５５．７ 

新 
甲府市宝１丁目２１７番地先から 

甲府市宝１丁目２２１番地先まで 

５．２～ 

  ７．４ 
５５．７ 
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甲府市告示第１３８号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 相川町（１）線 甲府市宝１丁目 

２１７番１地先から 

甲府市宝１丁目 

２２１番地先まで 

５５．７  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１３９号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により ､ 次のとおり 

道路の区域を決定する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６１１ 

３ 路線名    甲府駅周辺土地区画整理１５号線 

４ 道路の区域 

区 間 幅 員  

（メートル）  

延 長 

（メートル）  

備  考  

甲府市朝日２丁目１番地先から 

甲府市朝日２丁目２１番地先まで 

６．０～  

１０．３  

 

４０．７  
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甲府市告示第１４０号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 甲府駅周辺土

地区画整理  

１５号線  

甲府市朝日２丁目 

１番地先から 

甲府市朝日２丁目 

２１番地先まで 

４０．７  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１４１号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により ､ 次のとおり 

道路の区域を決定する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６１２ 

３ 路線名    甲府駅周辺土地区画整理１６号線 

４ 道路の区域 

区 間 幅 員  

（メートル）  

延 長 

（メートル）  

備  考  

甲府市朝日２丁目１８番地先から 

甲府市朝日２丁目１３番地先まで 

４．０～  

８．３  

 

４２．２  
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甲府市告示第１４２号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 甲府駅周辺土

地区画整理  

１６号線  

甲府市朝日２丁目 

１８番地先から 

甲府市朝日２丁目 

１３番地先まで 

４２．２  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１４３号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により ､ 次のとおり 

道路の区域を決定する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６１３ 

３ 路線名    甲府駅周辺土地区画整理１７号線 

４ 道路の区域 

区 間 幅 員  

（メートル）  

延 長 

（メートル）  

備  考  

甲府市朝日３丁目３０５番地先から 

甲府市朝日３丁目３０６番地先まで 

４．０～  

８．３  

７３．７   
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甲府市告示第１４４号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 甲府駅周辺土

地区画整理  

１７号線  

甲府市朝日３丁目 

３０５番地先から 

甲府市朝日３丁目 

３０６番地先まで 

７３．７  令和３年  

３月２３日  

 

 

 

 

 

- 330 -



甲府市告示第１４５号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により ､ 次のとおり 

道路の区域を決定する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６１５ 

３ 路線名    甲府駅周辺土地区画整理１９号線 

４ 道路の区域 

区 間 幅 員  

（メートル）  

延 長 

（メートル）  

備  考  

甲府市宝１丁目３６番地先から 

甲府市宝１丁目１７番地先まで 

５．０～  

９．３  

９３．５   
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甲府市告示第１４６号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 甲府駅周辺土

地区画整理  

１９号線  

甲府市宝１丁目 

３６番地先から 

甲府市宝１丁目 

１７番地先まで 

９３．５  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１４７号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により ､ 次のとおり 

道路の区域を決定する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６２１ 

３ 路線名    甲府駅周辺土地区画整理２１号線 

４ 道路の区域 

区 間 幅 員  

（メートル）  

延 長 

（メートル）  

備  考  

甲府市宝１丁目１０２番地先から 

甲府市宝１丁目１５９番地先まで 

１２．０～  

２８．３  

２０１．１   
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甲府市告示第１４８号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 甲府駅周辺土

地区画整理  

２１号線  

甲府市宝１丁目 

１０２番地先から 

甲府市宝１丁目 

１５９番地先まで 

２０１．１  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１４９号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。  

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６１４ 

３ 路線名    甲府駅周辺土地区画整理１８号線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市宝１丁目１１番１地先から 

甲府市宝１丁目１５番１地先まで 

４．０～ 

  ９．４ 
９２．８ 

新 
甲府市宝１丁目１１番１地先から 

甲府市宝１丁目１５番１地先まで 

４．０～ 

  ８．３ 
１２６．８ 
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甲府市告示第１５０号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 甲府駅周辺土

地区画整理  

１８号線  

甲府市宝１丁目 

１２番地先から 

甲府市宝１丁目 

１５番１地先まで 

５８．１  令和３年  

３月２３日  
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甲府市告示第１５１号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和３年４月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名  区   間 延 長  

（メートル）  

供用開始の  

年月日  

市 道 白木新青沼線  甲府市朝日２丁目 

３６番１地先から 

甲府市宝１丁目 

１４６番地先まで 

３１１．３  令和３年  

３月２５日  
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甲府市告示第１５２号 

 

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想を変更したので、農業経営基盤 

強化促進法（昭和５５年法律第５８号）第６条第６項の規定により公告する。 

なお、次のとおり閲覧に供する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 閲覧場所 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 
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                         甲府市告示第１５３号  

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため介護保険法（平成９年法

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により公示する。                   

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名       令和２年度介護保険料第７期分督促状 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 
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                          甲府市告示第１５４号  

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため介護保険法（平成９年法

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により公示する。                   

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。                              

 

  令和３年３月２３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名       介護保険料 過誤納還付・充当通知書 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 
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甲府市告示第１５５号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和３年３月市議会定例会において

議決を経た補正予算を、別紙のとおり公表する。 

 

令和３年３月２３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 令和２年度甲府市一般会計補正予算（第１６号） 

２ 令和２年度甲府市地方卸売市場事業会計補正予算（第４号）  

３ 令和２年度甲府市病院事業会計補正予算（第７号）  

４ 令和２年度甲府市一般会計補正予算（第１７号）  

 

 

 

 

 

     令和３年３月２３日 原案可決 
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                         甲府市告示第１５６号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年３月２４日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        法人市民税督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  
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甲府市告示第１５７号  

 

子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定に基づく特定子ども・子育て

支援施設等として次の者を確認したので、同法第５８条の１１の規定により公示す

る。 

 

令和３年３月２４日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ サービスの種類     別紙のとおり 

２ 事業所の名称      別紙のとおり 

３ 事業所の所在地      別紙のとおり 

４ 当該事業所の設置者      別紙のとおり 

５ 確認年月日          令和３年３月１０日 
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甲府市告示第１５８号  

 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７９条の規定に基づく指定居宅介護支

援事業者として次の者を指定したので、同法第８５条の規定により公示する。 

 

令和３年３月２４日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０５５２２ 

２ 事業所の名称      はな居宅介護支援事業所 

３ 事業所の所在地      甲府市上町３２０番地３ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市上町３２０番地３ 

              合同会社はなこばやし 

              代表社員 小 林 守 

５ サービスの種類      居宅介護支援 

６ 指定年月日          令和３年４月１日 
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甲府市告示第１５９号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の２第１項の規定に基づく指定

地域密着型サービス事業所として次の者を指定したので、同法第７８条の１１の規

定により公示する。 

 

令和３年３月２５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９９０１００９１７ 

２ 事業所の名称      特別養護老人ホーム らくえんリニア甲府 

３ 事業所の所在地      甲府市高室町５７３番地 

４ 当該事業所の申請者      中央市極楽寺７４８番地 

              社会福祉法人 寿真会 

          理事長 相 馬 健 治 

５ サービスの種類      地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

６ 指定年月日          令和３年３月３１日 

- 345 -



甲府市告示第１６０号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和３年３月市議会定例会において

議決を経た予算を、別紙のとおり公表する。  

 

令和３年３月２５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 令和３年度 甲府市一般会計予算 

２ 令和３年度 甲府市国民健康保険事業特別会計予算 

３ 令和３年度 甲府市交通災害共済事業特別会計予算 

４ 令和３年度 甲府市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

５ 令和３年度 甲府市介護保険事業特別会計予算 

６ 令和３年度 甲府市農業集落排水事業特別会計予算 

７ 令和３年度 甲府市後期高齢者医療事業特別会計予算 

８ 令和３年度 甲府市浄化槽事業特別会計予算 

９ 令和３年度 甲府市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

10 令和３年度 甲府市地方卸売市場事業会計予算 

11 令和３年度 甲府市病院事業会計予算 

12 令和３年度 甲府市下水道事業会計予算 

13 令和３年度 甲府市水道事業会計予算 

14 令和３年度 甲府市簡易水道等事業会計予算 

 

 

 

 

 

 

令和３年３月２３日 原案可決 
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                          甲府市告示第１６１号  

 

次の介護保険被保険者証は、回収できないため、甲府市介護保険条例施行規則

（平成１２年３月規則第２１号）第１２条の規定により無効である旨を告示する。 

 

令和３年３月２６日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    介護保険被保険者証 

２ 被保険者番号及び住所並びに氏名     別紙のとおり 
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甲府市告示第１６２号 

 

 道路法第４８条の２０第１項の規定に基づき、歩行者利便増進道路を指定したの

で、同法第５項の規定により、次のとおり告示する。 

 その関係図面は、告示の日から令和３年４月３０日まで一般の縦覧に供する。 

 

令和３年３月３０日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 歩行者利便増進道路の指定日 令和３年３月２５日 

２ 道路の路線番号、路線名   １５６ 

            春日深線 

３ 歩行者利便増進道路として指定する区間（別紙参照）  
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甲府市告示第１６３号 

 

 道路法第３３条第２項第３号の規定に基づき、利便増進誘導区域を指定したので、

同法第４項の規定により、次のとおり告示する。 

 その関係図面は、告示の日から令和３年４月３０日まで一般の縦覧に供する。 

 

令和３年３月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 利便増進誘導区域の指定日  令和３年３月２５日 

２ 道路の路線番号、路線名   １５６ 

            春日深線 

３ 利便増進誘導区域として指定する場所（別紙参照） 
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                          甲府市告示第１６４号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送したとこ

ろ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年４月

２０日法律第１４７号）第５４条の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和３年３月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書 類 名   充当通知書 

２ 発 送 日   令和３年３月２３日 

３ 返 戻 日   令和３年３月２５日 

４ 通 知 者   （省略） 

５ 保管場所   甲府市丸の内１丁目１８番１号 

         甲府市市民部市民総室国民健康保険課 
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                          甲府市告示第１６５号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和３年３月３０日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市下今井町字村東６６４番２及び６６４番３ 

以上２筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

甲府市下鍛冶屋町３４９番地１ 

グランシャリオＢ２０１ 

伊 藤 雄 気 
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                          甲府市告示第１６６号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３４条の２第１項に基づき協議が成

立した次の開発行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定によ

り公告する｡ 

 

  令和３年３月３０日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市上曽根町字下瀬古３３６８番５、３３６８番７、３３６８番８、 

  ３ ３ ６ ８ 番 １ ０ か ら ３ ３ ６ ８ 番 １ ９ ま で 、 ３ ３ ６ ８ 番 ２ １ か ら 

  ３ ３６８番２４まで、３３６８番２５の一部、３３６８番３４、 

  ３ ３ ６ ８ 番 ３ ６ か ら ３ ３ ６ ８ 番 ４ １ ま で 、 ３ ３ ６ ８ 番 １ ６ ６ 、 

  ３３６８番２３４及び３３６８番２３９から３３６８番２４２まで並びに 

  下曽根町字堰向１２８３番１、１２８３番５、１２８３番６、１２８４番、 

  １２８４番２、１２８５番、１２８６番１、１２８６番２、１２８７番１、 

１２８８番、１２９０番１、１２９１番１、１２９２番１、１３０５番５及び 

１３０６番４ 

以上４６筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市長  樋 口 雄 一 
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甲府市告示第１６７号 

 

 甲府農業振興地域整備計画を変更したので、農業振興地域の整備に関する法律  

（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１２条第１項 

の規定により公告し、同条第２項の規定により当該農業振興地域整備計画書を次に 

より縦覧に供する。 

 

  令和３年３月３０日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 縦覧場所 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 
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甲府市告示第１６８号 

 

特定有害物質によって汚染されており、当該汚染による人の健康に係る被害を防

止するため当該汚染の除去等の措置を講ずることが必要な区域として令和２年４月

１４日甲府市告示第２１７号により指定した区域の全部について、土壌汚染対策法

（平成１４年法律第５３号）第６条第４項の規定により、その指定を解除する。 

 

令和３年３月３０日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 指定を解除する区域 

   甲府市宮原町字西条下河原１００７番の一部 

２ 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第３１条第１項の基

準に適合していなかった特定有害物質の種類 

   ふっ素及びその化合物 

３ 指定を解除する区域において講じられた汚染の除去等の措置 

   土壌汚染の除去 
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甲府市告示第１６９号 

 

特定有害物質によって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとすると

きの届出をしなければならない区域として令和３年１月６日甲府市告示第６号によ

り指定した区域の一部について、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第  

１１条第２項の規定により、その指定を解除する。 

 

令和３年３月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 指定を解除する区域 

   甲府市北新一丁目２番の一部 

２ 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第３１条第１項の基

準に適合していなかった特定有害物質の種類 

   鉛及びその化合物 

３ 指定を解除する区域において講じられた汚染の除去等の措置 

   土壌汚染の除去 
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甲府市告示第１７０号 

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７０条第１項の規定に基づく指定居宅

サービス事業者及び甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に

関する要綱第３の規定に基づく介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者として

次の者を指定したので、同法第７８条及び同要綱第１０の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０５５３０ 

２ 事業所の名称      アーク訪問介護事業所 

３ 事業所の所在地      甲府市上阿原町４１６－１ 

MP イーストビル２階 

４ 当該事業所の申請者      甲府市向町２５９－１ 

              株式会社アークメディカル 

              代表取締役 一 瀬 康 弘 

５ サービスの種類      訪問介護 

              介護予防・日常生活支援総合事業 

                            （介護予防訪問介護相当サービス）  

６ 指定年月日          令和３年４月１日 
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甲府市告示第１７１号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の２第１項及び甲府市介護予防・

日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平成２８年福第１号）第

３の規定に基づく指定地域密着型サービス事業所及び介護予防・日常生活支援総合

事業指定事業者として次の者を指定したので、同法第７８条の１１の規定及び甲府

市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平成２８年

福第１号）第１０の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９９０１００９０９ 

２ 事業所の名称      SORAFIT 

３ 事業所の所在地      甲府市上阿原町４１６ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市上石田三丁目１９番２３号  

              プラスメディア株式会社 

          代表取締役 保 坂 美 彦 

５ サービスの種類      地域密着型通所介護 

              介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指定年月日          令和３年４月１日 
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甲府市告示第１７２号  

 

 甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平成

２８年福第１号）第７第２項の規定による介護予防・日常生活支援総合事業指定事

業者として次の者の廃止届を受理したので、同要綱第１０の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７１８００９９８ 

２ 事業所の名称      サンライフ訪問介護事業所 

３ 事業所の所在地      笛吹市石和町唐柏４００－１ 

４ 当該事業所の申請者      笛吹市石和町四日市場２０３１－２４ 

              株式会社サンライフ壽 

              代表取締役社長 広 瀬 令 子 

５ サービスの種類      介護予防訪問介護相当サービス 

６ 廃止年月日          令和３年３月３１日 
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甲府市告示第１７３号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定に基づく指定居宅

サービス事業者として次の者の廃止届を受理したので、同法第７８条の規定により

公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０２９５８ 

２ 事業所の名称      短期入所療養介護事業所たんぽぽ 

３ 事業所の所在地      甲府市北口３－１－１ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市北口３－１－１ 

              医療法人社団 箭本外科整形外科医院 

              理事長 箭 本   浩 

５ サービスの種類      短期入所療養介護 

６ 廃止年月日          令和３年３月３１日 
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                          甲府市告示第１７４号  

 

 次の公印を廃止したので、甲府市公印規則第１４条の規定により、これを告示す

る。 

 

  令和３年３月３１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 廃止した公印 

 （１）種別  一般公印 

 （２）名称  部長等印 

 （３）ひな形 １３ 

 （４）書体  てん書 

 （５）寸法  方２４ｍｍ 

 （６）印材  木 

 （７）用途  部長等名をもってする文書 

 （８）個数  １個 

 

 

 

 

 

          （総務部） 

２ 廃止した公印 

 （１）種別  一般公印 

 （２）名称  部長等印 

 （３）ひな形 １３ 

 （４）書体  てん書 

 （５）寸法  方２４ｍｍ 

印  影 
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 （６）印材  木 

 （７）用途  部長等名をもってする文書 

 （８）個数  １個 

 

 

 

 

 

          （企画部） 

３ 公印の廃止日 令和３年３月３１日 

印  影 
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甲府市告示第１７５号  

 

子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定に基づく特定子ども・子育て

支援施設等として次の者を確認したので、同法第５８条の１１の規定により公示す

る。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ サービスの種類     認可外保育施設 

２ 事業所の名称      キッズライン 

３ 事業所の所在地      山梨県甲府市太田町２３－４ 

４ 当該事業所の設置者     秋山 洋子 

５ 確認年月日          令和３年３月２３日 
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甲府市告示第１７６号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月３１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １２２ 

３ 路線名    金手東青沼線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市城東四丁目１０２番地先から 

甲府市朝気一丁目９３０番１５地先まで 

４．９～ 

  ９．９ 
７１．６ 

新 
甲府市城東四丁目１０２番地先から  

甲府市朝気一丁目９３０番１５地先まで 

４．９～ 

  １３．０ 
７１．６ 
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甲府市告示第１７７号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月３１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １６１９ 

３ 路線名    濁川左岸４号線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市城東二丁目２４２番地先から 

甲府市城東二丁目３６９番１地先まで 

４．０～ 

  ６．０ 
２７１．４ 

新 
甲府市城東二丁目２４２番地先から  

甲府市城東二丁目３６９番１地先まで 

６．５～ 

   ９．０ 
２７１．４ 
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甲府市告示第１７８号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月３１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １５７ 

３ 路線名    連雀本通り線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市城東二丁目２４２番地先から 

甲府市城東二丁目２４０番地先まで 

２２．０～ 

 ２２．０ 
 ５６．７ 

新 
甲府市城東二丁目２４２番地先から  

甲府市城東二丁目２４０番地先まで 

２４．２～ 

  ２４．２ 
 ５６．７ 
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甲府市告示第１７９号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち整備室道路河川課におい

て、この告示の日から令和３年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月３１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １４５ 

３ 路線名    深町住宅北線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市城東二丁目２３９番地先から 

甲府市城東二丁目３６９番１地先まで 

２２．０～ 

 ２６．０ 
２１７．４ 

新 
甲府市城東二丁目２３９番地先から  

甲府市城東二丁目３６９番１地先まで 

２４．２～ 

  ３７．１ 
２１７．４ 
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                          甲府市告示第１８０号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 別紙のとお

り道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課に

おいて、この告示の日から令和３年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月３１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

 

 

 

 

 

- 367 -



                          甲府市告示第１８１号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により ､ 別紙のとお

り道路の区域を変更する。その関係図面は ､ まちづくり部まち整備室道路河川課に

おいて、この告示の日から令和３年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和３年３月３１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第１８２号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     社会福祉法人 幸生会 

２ 事業者の所在地  甲府市西高橋町３２８－１番地 

３ 事業所名     カーサフェリス 

４ 事業所の所在地  甲府市西高橋町３２８番地４ 

５ 事業の種類    共同生活援助 

           短期入所 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９２０１０２８６８（共同生活援助） 

           １９１０１０２８７８（短期入所） 

８ 指定年月日    令和３年４月１日 
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甲府市告示第１８３号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     合同会社 Grk 

２ 事業者の所在地  甲府市後屋町１１３番地１２ 

３ 事業所名     障害者グループホーム 彦星 

４ 事業所の所在地  甲府市国母五丁目３番３５号 

５ 事業の種類    共同生活援助 

           短期入所 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９２０１０２９１８（共同生活援助）  

           １９１０１０２９０２（短期入所）  

８ 指定年月日    令和３年４月１日 
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甲府市告示第１８４号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者及び

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第１項第１号に規定する

指定障害児相談支援事業者として次の者を指定したので、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律第５１条の３０第２項第１号及び児童福祉法

第２４条の３７第１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

 

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名    合同会社カナエール 

２ 事業者の所在地 山梨県笛吹市春日居町桑戸３０２番地１ 

３ 事業所名    相談支援事業所デフやまなし 

４ 事業所の所在地 甲府市北新一丁目２番１２号 

          県福祉プラザ１階 山梨県立聴覚障害者情報センター内  

５ 事業の種類   指定特定相談支援 

          指定障害児相談支援 

６ 主たる対象者  特定なし 

７ 指定事業所番号 １９３０１０２８４１（指定特定相談支援） 

          １９７０１０２８５９（指定障害児相談支援） 

８ 指定年月日   令和３年４月１日 
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甲府市告示第１８５号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

 

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     社会福祉法人あそびじゅく 

２ 事業者の所在地  甲府市貢川一丁目２番２３号 

３ 事業所名     YADOKARI 

４ 事業所の所在地  甲府市下飯田一丁目１１番６号 

５ 事業の種類    短期入所 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９１０１０２９４４ 

８ 指定年月日    令和３年４月１日 
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甲府市告示第１８６号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社片桐建設 

２ 事業者の所在地  長野県伊那市福島１４７１番地 

３ 事業所名     コリード甲府 

４ 事業所の所在地  甲府市国母七丁目５番１７号  

           サンライン甲府ビル５階 F 号室 

５ 事業の種類    就労移行支援 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９１０１０２８９４ 

８ 指定年月日    令和３年４月１日 
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甲府市告示第１８７号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社 NEXT・DOOR 

２ 事業者の所在地  甲府市高畑一丁目１６番８号 

３ 事業所名     こっとんホーム 

４ 事業所の所在地  甲府市高畑一丁目１７番１６号 

５ 事業の種類    共同生活援助 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９２０１０２９２６ 

８ 指定年月日    令和３年４月１日 
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甲府市告示第１８８号  

 

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項に規定する指

定障害児通所支援事業者として次の者を指定したので、同法第２１条の５の２５第

１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

 

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     合同会社ファミリーサポートクラブ 

２ 事業者の所在地  甲府市青葉町１６番１０号 

３ 事業所名     なかよしクラブ「ち～ず」 

４ 事業所の所在地  甲府市青沼三丁目８番１１号 

５ 事業の種類    児童発達支援 

６ 指定事業所番号  １９５０１０２８８７ 

７ 指定年月日    令和３年４月１日 
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甲府市告示第１８９号  

 

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項に規定する指

定障害児通所支援事業者として次の者を指定したので、同法第２１条の５の２５第

１号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     一般社団法人はーと to はーと 

２ 事業者の所在地  甲府市中央四丁目１番９号 

３ 事業所名     多機能型重症児デイサービス 笑むⅡ 

４ 事業所の所在地  甲府市中央四丁目３番１４号 

５ 事業の種類    児童発達支援 

           放課後等デイサービス 

６ 指定事業所番号  １９５０１０２９３７ 

７ 指定年月日    令和３年４月１日 
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甲府市告示第１９０号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者から次のとお

り事業の廃止の届出があったので、同法第５１条第２号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

 

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名       社会福祉法人 清長会 

２ 事業者の所在地    甲府市下帯那町３２１５番地１  

３ 事業所名       多機能型通所事業所 くぬぎの森 

４ 事業所の所在地    甲府市下帯那町２９７９番地１ 

５ 事業の種類      就労移行支援 

６ 指定事業所番号    １９１０１００８３１ 

７ 廃止年月日      令和３年３月３１日 
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甲府市告示第１９１号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総

合支援法」という。）第５１条の１７第１項に規定する指定特定相談支援事業者及び

児童福祉法第２４条の２６第１項に規定する指定障害児通所支援事業者から次のと

おり事業の廃止の届出があったので、障害者総合支援法第５１条の３０第２項第２

号及び児童福祉法第２４条の３７第２号の規定により公示する。 

 

令和３年３月３１日 

 

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     社会福祉法人いずみ会 

２ 事業者の所在地  山梨県山梨市東後屋敷６３５番地１ 

３ 事業所名     いずみ園 

４ 事業所の所在地  甲府市宝一丁目１９番６号 

５ 事業の種類    指定特定相談支援 

           指定障害児相談支援 

６ 指定事業所番号  １９３０１０１１９９ 

           １９７０１０１１８２ 

７ 廃止年月日    令和３年３月３１日 
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甲府市告示第１９２号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和３年４月５日までに、引き取る旨の連絡を次の連

絡先にすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和３年３月３１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市東光寺一丁目地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：黒トラ、白まじり 

６ その他の特徴：成犬、中型、黒い革製の首輪（赤いハートの絵柄）  

７ 連絡先：甲府市福祉保健部健康支援センター生活衛生薬務課  

      電話０５５－２３７－２５５０  
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議会局  
 

 甲府市議会会議規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月２３日 

 

 

                 甲府市議会議長  兵 道 顕 司 

 

 

甲府市議会規則第１号 

甲府市議会会議規則の一部を改正する規則 

 甲府市議会会議規則（昭和５０年３月議会規則第２号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条第１項中「事故」を「公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助

その他のやむを得ない事由」に改め、同条第２項中「日数を定めて」を「出産予定

日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日から当該出産の日後８

週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして」に改める。 

 第６７条第１項中「事故」を「公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補

助その他のやむを得ない事由」に改め、同条第２項中「日数を定めて」を「出産予

定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日から当該出産の日後

８週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして」に改める。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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 甲府市議会議会局事務分掌規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

  令和３年３月２６日 

 

 

                 甲府市議会議長 兵 道 顕 司 

 

 

甲府市議会規程第１号 

   甲府市議会議会局事務分掌規程の一部を改正する規程 

 甲府市議会議会局事務分掌規程（平成８年３月議会規程第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第１項の表中議会総室、総務課の項の次に次のように加える。  

政策調査課 政策調査係 

第４条中第６項から第８項までを削り、第９項を第６項とし、第１０項を第７

項とし、第１１項を第８項とし、同条第１２項中「前１１項」を「前８項」に改め、

同項を同条第９項とし、同条第１３項を同条第１０項とする。 

第５条の表中「及び担当課長」を削る。 

第８条第２項中「、課長及び担当課長（以下「課長等」という。）」を「及び

課長」に、同項第１号中「課長等」を「課長」に改める。 

第９条第２項の表中「及び担当課長」を削る。 

別表第１を次のように改める。  

室 課 分掌事務 

議会総室 総務課 ⑴ 局の人事、給与に関すること。 

⑵ 公印の管理に関すること。 

⑶ 文書の収受、発送に関すること。 

⑷ 物品の管理に関すること。 

⑸ 議長の秘書、交際及びほう賞に関するこ

と。 

⑹ 議場及び議会関係各室の管理並びに会議の

傍聴に関すること。 

⑺ 渉外事務に関すること。 

⑻ 議員経歴及び表彰に関すること。 

- 381 -



⑼ 議員共済年金関係事務に関すること。 

⑽ 議長会等の関係事務及び行事に関するこ

と。 

⑾ 他都市等の照会文書に関すること。 

⑿ 議会図書室に関すること。 

⒀ その他局内の庶務に関すること。 

政策調査課 ⑴ 議会基本条例に関すること。 

⑵ 議会制度に関すること。 

⑶ 法令の整備等に関すること。 

⑷ 議会の広報・広聴に関すること。 

⑸ 市議会だよりの編集に関すること。 

⑹ 議会活動に必要な調査に関すること。 

議事課 ⑴ 本会議、常任委員会、議会運営委員会、特

別委員会その他議会関係会議の議事及び記録

に関すること。 

⑵ 議案の調整等に関すること。 

⑶ 請願書及び陳情書の取扱に関すること。 

⑷ 意見書、決議等の取扱に関すること。 

⑸ 議決事項の処理、結果の報告及び諸証明に

関すること。 

⑹ 会議録の調製、印刷、配付、保管及び各種

記録の保管に関すること。 

⑺ 他都市からの視察に関すること。 

⑻ その他議事及び記録に関すること。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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教育委員会         
 

甲府市教育委員会安全衛生管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月１６日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第２号 

   甲府市教育委員会安全衛生管理規則の一部を改正する規則 

 甲府市教育委員会安全衛生管理規則（昭和５５年５月教委規則第４号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第５号を次のように改める。 

⑸ 削除 

第５条の２第１項中「給食事業所」を「事務局」に改め、同条第４項中「給食事

業所」を「必要に応じて職場」に改める。 

第７条第１項中「、給食事業所」を削る。 

第９条の２第１項中「甲府市教育委員会給食事業所職員衛生委員会（以下「給食

事業所衛生委員会」という。）及び」を削り、同条第２項を削り、同条第３項を同

条第２項とし、同条第４項中「第２項各号（第１号を除く。）及び」を削り、同項

を同条第３項とし、同条第５項を同条第４項とし、同条第６項中「３項」を「前３

項」に改め、「各」及び「それぞれの」を削り、同項を同条第５項とする。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月１６日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第３号 

   甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則 

 甲府市教育委員会事務分掌規則（平成８年３月教委規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条を次のように改める。 

第４条 削除 

第５条第２号中「教育相談」を「教育の研究、指導及び相談」に改める。 

第２０条第２項中「次の教育機関にそれぞれ次の職を置く」を「教育研修所に所

長を置き、所長は学校教育課長をもって充てる」に改め、同項第１号及び第２号を

削る。 

別表教育総室、学校教育課の項第１０号中「及び教育指導研究センター」を削

る。    

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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 甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則を廃止する規則をここに公布する。 

  令和３年３月１６日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第４号 

   甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則を廃止する規則 

 甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則（平成１３年６月教委規則第８号）

は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和３年３月２４日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

               教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第５号 

 甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則 

甲府府市教育委員会事務分掌規則（平成８年３月教委規則第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第１項の表教育総室、学校教育課の項中「学校危機管理係」の次に「、情

報化推進係」を加える。 

別表教育総室、学校教育課の項に次の１号を加える。 

⑿ 学校の情報化の推進に関すること。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

  令和３年３月１６日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規程第１号 

   甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程 

 甲府市教育委員会事務局事案決定規程（昭和４８年４月教委規程第１号）の一部

を次のように改正する。 

 別表第２部長以下の個別決定事案、学校教育の表第７項中「及び教育指導研修セ

ンター」を削り、同項第２号を削る。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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甲府市教育委員会私有車公務使用規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

  令和３年３月２４日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規程第２号 

   甲府市教育委員会私有車公務使用規程の一部を改正する規程 

 甲府市教育委員会私有車公務使用規程（昭和５３年４月教委規程第１号）の一部

を次のように改正する。 

第４条第１項中「総務部契約管財室管財課長」を「行政経営部契約管財室管財課

長」に改める。 

第５条第４項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

第２号様式中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

  令和３年３月２４日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規程第３号 

   甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程 

 甲府市教育委員会事務局事案決定規程（昭和４８年４月教委規程第１号）の一部

を次のように改正する。 

 別表第２部長以下の個別決定事案、学校教育の表に次のように加える。 

８ 学校の情報化の推進に関す

る事項 
        

⑴ 事業計画に関すること。 

 
 重 要     軽 易   

⑵ 事業実施に関すること。 

 
   ○  

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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                       甲府市教育委員会告示第１号  

 

甲府市文化財保護条例（平成１７年１２月条例第４５号）第４条第１項の規定に

基づき、次に掲げる文化財を甲府市指定有形文化財に指定するため、同条第４項の

規定により告示する。 

 

  令和３年３月２２日 

                  

                 甲府市教育委員会 

教育長 數 野 保 秋 

 

             有 形 文 化 財 

種  別 時  代  名 称    構造・形式等 員  数 
所在地及び  

 所有者 
備  考 

建
造
物 

室
町
時
代
（
15

世
紀
中
頃
） 

 

浄興寺 

（じょうこ

うじ） 

六面石幢 

（ろくめん

せきどう） 

   
六面単制石幢 

六角柱・高さ312.5cm 

 

石幢は供養のための石

造建築物で、六地蔵を陽

刻する事例が多い。 

頂部を錐状（すいじょ

う）に尖らせ、二条の切

れ込み加工が頭部の六面

を一巡する。 

塔身（とうしん）の最

上部の六面それぞれに種

子（しゅじ）、その下に

経文（きゅうもん）が刻

まれる。 

種子は、金剛界（こん

ごうかい）の大日如来

（だいにちにょらい）、

阿閦如来（あしゅくにょ

らい）、宝生如来（ほう

しょうにょらい）阿弥陀

如来（あみだにょら

い）、不空成就如来 

 

 

1 基 甲府市  

朝日四丁目

7-5  

 

宗教法人 

浄興寺 
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（ふくうじょうじゅに

ょらい）、胎蔵界（たい

ぞうかい）の大日如来で

ある。 

経文は、『金剛頂経瑜

伽修習毘盧遮那三摩地法

（こんごうちょうきょう

ゆかしゅうしゅうびるし

ゃなさんまじほう）』の

最初の偈文（げもん）四

句と、『蓮華三昧経（れ

んげざんまいきょう）』

の八句全部である。 

 

高さが３ｍを超え、山

梨県内の同種の石造物の

なかで最大である。また

制作年代も１５世紀が想

定され、市内でも最古級

であり、歴史的にも価値

が高い。 

 

 

歴
史
資
料 

江
戸
時
代
（
貞
享
３
年
） 

 

古府中村 

絵図 

   
紙本墨書 手彩色  

 

近世の古府中村（現甲

府市古府中町・大手・屋

形・武田周辺）の域内を

中心に、中世戦国期にお

ける甲府城下町の状況を

描いた絵図。江戸時代の

同村における土地利用の

状況に留まらず、戦国期

の甲府城下町の旧跡を確

認することも目的として

作成され、同村の日影組

に伝来し、村の由緒を表

わす絵図として継承され

たと考えられる。 

現存する戦国期の甲府

城下町を描いた同様の絵

図のうち、年代が推定で

きる最古期の絵図とし

て、学術的価値が高い。 

 

 

 

1 鋪 

額装 

（ 1

53.4 ×

150.0

㎝） 

 

甲府市  

古府中町  

2611  

 

宗教法人  

武田神社 
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書 

跡 

戦
国
時
代
（
16

世
紀
）
ほ
か 

 

武 田 神 社 

所 蔵 文 書 

附 木 箱 

３ 箱 

   
1. 武田信玄書状 

2. 足利義昭御内書 

3. 一色義棟書状 

4. 北条氏政書状 

5. 後奈良天皇綸旨 

6. 武田信玄書状 

7. 位記 

8. 贈位沙汰書 

9. 贈位策命祭文 

 

大正 8 年（ 1919 ）に

創建された武田神社が

所蔵する古文書。武田

氏と朝廷や室町幕府、

他の戦国大名との交渉

に関わる内容のものが

多く、武田氏の歴史を

解明する上で学術的価

値が高い。 

江戸幕府高家武田氏

の子孫である武田信

保、および甲州財閥の

中心的な人物である根

津嘉一郎から創建間も

ない時期にそれぞれ寄

贈されており、当時全

国的に盛んとなってい

た郷土の歴史を顕彰す

る運動の一端を表わす

ものとして、近現代に

おける山梨県内の文化

事業の観点からも注目

される。 

 

 

古 文 書   

紙 本 墨 書 

９ 通 

附 木 箱 

３ 箱 

甲府市  

古府中町  

2611  

 

宗教法人  

武田神社 
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選挙管理委員会 
 

甲府市選挙管理委員会告示第１号  

 

地方自治法第７４条第１項及び第７５条第１項並びに市町村合併の特例に関する  

法律第４条第１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の１／５０ 

の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条第１項及び第  

８６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定 

する選挙権を有する者の総数の１／３の数並びに市町村合併の特例に関する法律第 

４条第１１項及び第５条第１５項の規定する選挙権を有する者の総数の１／６の数 

は、次のとおりである。 

 

令和３年３月１日 

                  

甲府市選挙管理委員会 

委員長 志 村 文 武 

 

１ １／５０の数        ３，１０７人 

２ １／３の数        ５１，７７３人 

３ １／６の数        ２５，８８７人 

４ 選挙人名簿登録者数   １５５，３１８人 
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公平委員会  
 

 甲府市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月３０日 

 

 

                 甲府市公平委員会 

                 委員長 山 口 一 男 

 

 

甲府市公平委員会規則第１号 

   甲府市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 甲府市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年９月公平委員会規則第１号） 

の一部を次のように改正する。 

別表市長部局の部本庁の項中「、服務係長」及び「、事務管理係長」を削り、

「企画総室総務課庶務係長、企画課企画係長、南北振興係長」を「企画財務総室総

務課庶務係長」に、「財政係長」を「企画財政係長」に改め、同部病院の項中「、

統括診療部長」を削り、「医療総合研修センター長」の次に「、感染管理部長」を

加える。 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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監査委員会 
 

甲府市監査委員告示第２号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３７第５項の規定に基づ

き、包括外部監査人柴山聡から監査の結果に関する報告の提出があったので、同法

第２５２条の３８第３項の規定により、別冊のとおり公表する。 

 

令和３年３月１日 

                  

甲府市監査委員 

輿 石 十 直 

小 林 憲次郎 

長 沼 達 彦 
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甲府市監査委員告示第３号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９８条の４第１項の規定に基づき甲

府市監査基準の一部を改正したので、同条第４項の規定により別紙のとおり公表す

る。 

 

令和３年３月２９日 

                  

甲府市監査委員 

輿 石 十 直 

小 林 憲次郎 

長 沼 達 彦 
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農業委員会 
 

甲府市農業委員会告示第３号 

 

 農業委員会等に関する法律第２７条第１項の規定に基づき甲府市農業委員会３月

定例総会を、令和３年３月２９日午後２時００分、甲府市中道公民館において開催

し、付議すべき事項について協議するので、甲府市農業委員会総会会議規則第２条

の規定により公告する。 

 

  令和３年３月２４日 

                  

甲府市農業委員会会長 西 名 武 洋 

 

付議すべき事項 

１ 農地法に基づく申請・届出等について 

２ 農地法第３条による農地の権利取得に係る下限面積の設定について  

 ３ 令和３年４月告示分農用地利用集積計画について 

 ４ 令和３年４月告示分農地中間管理権に係る農用地利用集積計画について 

 ５ 農用地利用配分計画（案）について 

 ６ 納税猶予に関する適格者証明願いについて  

７ 令和３年度甲府市農業委員会活動基本目標について 

 ８ 令和３年度甲府市農業委員会年間事業計画について 
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上下水道局 
 

甲府市上下水道局管理規程第４号 

甲府市上下水道局エネルギー管理規程を次のように定める。 

令和３年３月３１日 

 

 

             甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

             甲府市上下水道局業務部長 上田 和正 

 

 

   甲府市上下水道局エネルギー管理規程 

甲府市上下水道局エネルギー管理規程を次のように定める。 

（趣旨） 

第１条 この規程は、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律

第４９号。以下「法」という。）に基づき、エネルギーの使用の合理化及び電気の

需要の平準化に関する処置の適切かつ有効な実施を図るため、甲府市上下水道局

（以下「局」という。）におけるエネルギーの管理に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ エネルギー 法第２条第１項に定めるエネルギーをいう。 

⑵ 電気の需要の平準化 法第２条第３項に規定する電気の需要の平準化をいう。 

⑶ 施設 エネルギーを使用する局の施設をいう。 

⑷ 判断基準 法第５条第１項の規定により経済産業大臣が定める事項をいう。 

（管理者の責務） 

第３条 上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）は、水道事業及び下水道事

業における効率的かつ効果的なエネルギーの使用の合理化及び電気の需要の平準
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化を図るため、別図に定めるエネルギー管理組織体制を整備するとともに、エネ

ルギーの使用の合理化を推進するために必要な措置を講じるものとする。 

２ 管理者は、法第８条第１項の規定に基づき、局職員（以下「職員」という。）の

うちからエネルギー管理統括者を任命する。 

３ 管理者は、法第９条第１項の規定に基づき、職員で有資格者のうちからエネル

ギー管理企画推進者を任命する。 

４ 管理者は、法第１４条第１項の規定に基づき、浄化センターに勤務する職員で

有資格者のうちからエネルギー管理員を任命する。 

５ 管理者は、前２項で任命したエネルギー管理企画推進者及びエネルギー管理員

に、法第９条第２項及び法第１４条第２項の規定に基づく資質の向上を図るため

の講習を受けさせなければならない。 

６ 管理者は、法第８条第３項、法第９条第３項及び法第１４条第３項の規定に基

づきエネルギー管理統括者、エネルギー管理企画推進者及びエネルギー管理員の

選任または解任について経済産業大臣に届け出なければならない。 

７ 管理者は、法第１５条第１項の規定に基づき、中長期計画書を作成し、経済産

業大臣、厚生労働大臣及び国土交通大臣に提出しなければならない。 

８ 管理者は、法第１６条第１項の規定に基づき、エネルギーの使用量その他エネ

ルギー使用の状況並びにエネルギーを消費する設備及び省エネルギーに関する設

備の設置及び改廃に関する報告書を作成し、経済産業大臣、厚生労働大臣及び国土

交通大臣に提出しなければならない。 

（エネルギー管理統括者） 

第４条 水道事業及び下水道事業のエネルギー管理業務を統括管理させるため、エ

ネルギー管理統括者（以下「統括者」という。）を置く。 

２ 統括者は、次に掲げる業務を管理する。 

⑴ 中長期的な計画の作成事務に関すること。 

⑵ エネルギーを消費する設備の維持及び新設、改造又は撤去に関すること。 

⑶ エネルギーの使用の合理化に関する設備の維持及び新設、改造又は撤去に関 

すること。 

⑷ エネルギーの使用の合理化に資する人材（現場実務を管理する者等）を育成する 

こと。 
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⑸ 職員に取組方針の周知を図るとともに、省エネルギー推進に関する教育を行う 

こと。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、エネルギーの使用の合理化に関すること。 

（エネルギー管理企画推進者） 

第５条 エネルギー管理企画推進者（以下「企画推進者」という。）は、エネルギー

管理士又はエネルギー管理講習を修了した者でなければならない。 

２ 企画推進者は、統括者の命を受け施設全体のエネルギー管理に関し、必要な業

務を行う。 

（エネルギー管理員） 

第６条 エネルギー管理員（以下「管理員」という。）は、エネルギー管理士又はエ

ネルギー管理講習を修了した者でなければならない。 

２ 管理員は、浄化センターの省エネルギーに関し、エネルギーを消費する設備の

維持、エネルギーの使用の方法の改善及び監視等の業務を管理する。 

（エネルギー管理推進員） 

第７条 エネルギー管理を適切に行うため、それぞれの施設を所管する課に、エネ

ルギー管理推進員（以下「管理推進員」という。）を置く。 

２ 管理推進員は、施設を所管する課の長をもって充てる。 

３ 管理推進員は、統括者の指揮を受け、企画推進者と連携して、所管する施設に

おけるエネルギー使用の合理化及び電気の平準化に関し、次に掲げる業務を行う。 

⑴ エネルギーを消費する設備の維持に関すること。 

⑵ エネルギーの使用の方法の改善及び監視に関すること。 

⑶ 第１１条の規定によるエネルギー管理標準の作成に関すること。 

⑷ 所管する施設の職員に対する教育及び指導に関すること。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、その他所管する施設におけるエネルギーの使用

の合理化及び電気の需要の平準化に関し必要な事務。 

（職員の責務） 

第８条 職員は、統括者、企画推進者及び管理推進員の指示に従い、エネルギーの

使用の合理化及び電気の需要の平準化に努めなければならない。 

（エネルギーの使用の合理化に関する取組方針） 

第９条 管理者は、施設におけるエネルギーの使用の合理化に関する取組方針（以
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下「エネルギー使用合理化取組方針」という。）を定めるものとする。また、定期

的に精査し必要に応じて変更するものとする。 

２ エネルギー使用合理化取組方針には、エネルギーの使用の合理化に関する目標、

設備の新設及び更新に対する取組内容その他管理者が必要と認める事項について

方針を定めるものとする。 

３ 統括者、企画推進者、管理推進員及び職員は、法及びエネルギー使用合理化取

組方針を遵守し、エネルギー管理業務を適切に行うものとする。 

（電気の需要の平準化に関する取組方針） 

第１０条 管理者は、施設における電気の需要の平準化に関する取組方針（以下

「電気需要平準化取組方針」という。）を定めるものとする。また、定期的に精

査し必要に応じて変更するものとする。 

２ 電気需要平準化取組方針には、エネルギーの使用の合理化を阻害しない範囲内

で電気の需要の平準化に資する措置、設備の新設及び更新に対する取組内容その

他管理者が必要と認める事項について方針を定めるものとする。 

３ 統括者、企画推進者、管理推進員及び職員は、電気需要平準化取組方針に基づ

き、エネルギー管理事務を適切に行うものとする。 

（エネルギー管理標準） 

第１１条 管理推進員は、所管する施設について、エネルギーを消費する設備の運

転並びに保守及び点検その他必要な項目に関し、エネルギー管理標準（以下「管

理標準」という。）を定めるものとし、各施設のエネルギー管理は、管理標準に基

づいて行うものとする。 

２ 管理標準を定めるに当たっては、判断基準並びにエネルギー使用合理化取組方

針及び電気需要平準化取組方針に準拠しなければならない。 

３ 企画推進者は、管理推進員が管理標準を定めるに当たっては、これを補佐する。 

（エネルギー管理に関する会議） 

第１２条 統括者は、エネルギー管理業務の円滑な実施及び各関係課との連携を図

る必要があると認める時は会議を招集する。 

２ この会議の庶務は、総務課で処理する。 

（委任） 

 この規程に定めるもののほか、エネルギーの管理に関し、必要な事項は管理者が
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別に定める。 

附 則 

 この規程は、公布の日から施行する。 

別図（第３条関係） 

甲府市上下水道局エネルギー管理組織体制 

上下水道事業管理者  

エネルギー管理統括者 

エネルギー管理企画推進者 

エネルギー管理員 

（浄化センター職員） 

エネルギー管理推進員  

（各課長） 

各課職員 
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甲府市上下水道局管理規程第５号 

甲府市水道事業給水条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和３年３月３１日 

 

 

             甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

             甲府市上下水道局業務部長 上田 和正 

 

 

   甲府市水道事業給水条例施行規程の一部を改正する規程 

 甲府市水道事業給水条例施行規程（平成１０年２月管理規程第１号）の一部を次

のように改正する。 

 第２３条中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

 第１４号様式その１(第１９条関係)中「（口座割引前の額）」及び「・口座割引額の

行」を削り、「※水道料金の口座振替には、105 円（上限）の割引サービスがありま 

す。詳細については裏面をご覧ください。」を「※今回料金はご請求する予定額ですの

で、今後、変更になる場合があります。」に改める。 

 第１４号様式その２(第１９条関係)中「平成」、「（口座割引前の額）」及び「・口

座割引額の行」を削り、「※水道料金の口座振替（再振替は除く）には、割引制度があ

ります。」を「※使用水量のお知らせの今回料金は、ご請求する予定額ですので、今後

、変更になる場合があります。」に、 「※現在、水道の検針は２ヶ月

に 1 回となっております。」を「※現在、水道の検針は２か月に 1 回となっておりま 

す。」に、「営業課」を「サービスセンター（電話 055-228-3311）」に改める。 

 

   附 則 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の第２３条の規定は、この規程の施行の日以後の水道メータ

ーの検針に係る水道料金から適用し、同日前の水道メーターの検針に係る水道料金に

ついては、なお従前の例による。 
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甲府市上下水道局告示第１４号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者の指定をしたので、甲府市上下水道局指定給水装置工事事業者

規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第１号の規定により告示する。 

 

  令和３年３月９日 

                  

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

 

指 定 番 号   第４４８号 

指定業者名   ㈱クラシアン 

所 在 地   横浜市港北区新横浜一丁目２－１ 

代 表 者   鈴木 一也 
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甲府市上下水道局告示第１５号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者から給水装置工事の事業の再開届出があったので、甲府市上下

水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第

２号の規定により告示する。 

 

  令和３年３月１７日 

                  

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

 

指 定 番 号   第４１５号 

指定業者名   ＦＩＮＥ ＬＩＮＥ 

所 在 地   甲府市住吉５－４－２７ 

代 表 者   広瀬 康太 

 

 

 

- 405 -



甲府市上下水道局告示第１６号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者から給水装置工事の事業の廃止届出があったので、甲府市上下

水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第

２号の規定により告示する。 

 

  令和３年３月３１日 

                  

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

                  

指定番号   第７４号 

指定業者名  ㈱大久調温 

所在地    甲府市住吉３－２－２２ 

代表者    長田 寛 
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甲府市災害対策本部 

 

甲府市災害対策本部活動規程第１号 

 甲府市災害対策本部活動規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

 

 

                  甲府市災害対策本部長  

                  甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市災害対策本部活動規程の一部を改正する規程 

甲府市災害対策本部活動規程（昭和３９年８月災害対策本部規程第１号）の一

部を次のように改正する。 

第３条第１項中「議会事務局長」を「議会局長」に改める。また、第５条第２

項中「防災指導班長」を「地域防災班長」に改める。 

 

別表第１ 危機管理部危機管理室防災指導班の項を、次のように改める。 

名称 

分掌事務 部（部長） 室等（室長

等） 

班（班長） 

危機管理部 

（危機管理

監） 

危機管理室 

（危機管理

室長） 

地域防災班 

（地域防災

課長） 

防災企画班への応援に関すること。 

別表第１ 総務部総務総室、行政管理室及び議会総室の項を、次のように改める。 

行政経営部 

（行政経営

部長） 

議会局長

は、行政経

行政経営総

室 

（行政経営

総室長） 

総務班 

（総務課

長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策の指示

及び被災状況のとりまとめに関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 
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営部長を補

佐する。 

5 重要書類、データの退避（自治研修センタ

ー）に関すること。 

法制班 

（法制課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

行政経営班 

（行政経営

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

デジタル推

進班 

（デジタル

推進課長） 

1 情報システム・ネットワークの稼動確認及び

復旧対応に関すること。 

2 部内各班への応援に関すること。 

人事管理室 

（人事管理

室長） 

職員班 

（職員課

長） 

1 職員の服務及び出勤に関すること。 

2 災害応急対策等に係る求人に関すること。 

3 職員の安否及び職員の被災状況の調査に関す

ること。 

4 職員の健康管理に関すること。 

人事制度改

革担当課長

班 

（人事制度

改革担当課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

研修厚生班 

（研修厚生

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

議会総室 

（議会総室

長） 

総務班 

（総務課

長） 

1 市議会議員との連絡に関すること。 

2 部内各班への応援に関すること。 

政策調査班 

（政策調査
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課長） 

議事班 

（議事課

長） 

別表第１ 企画部の項を、次のように改める。 

企画財務部 

（企画財務

部長） 

税務統括監

は、企画財

務部長を補

佐する。 

企画財務総

室 

（企画財務

総室長） 

総務班 

（総務課

長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 各部との連絡に関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 

企画財政班 

（企画財政

課長） 

1 本部活動費の経理に関すること。 

2 その他災害の経理に関すること。 

3 部内各班への応援に関すること。 

連携推進室 

（連携推進

室長） 

公民連携班 

（公民連携

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

自治体連携

班 

（自治連携

課長） 

課税管理室 

（課税管理

室長） 

市民税班 

（市民税課

長） 

1 住家等の被害状況調査に関すること。 

2 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交付に関す

ること。 

資産税班 

（資産税課

長） 

収納管理室 

（収納管理

室長） 

収納班 

（収納課

長） 

1 住家等の被害状況調査に関すること。 

2 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交付に関す

ること。 

滞納整理班 

（滞納整理

課長） 

別表第１ 市民部市民総室及び市民協働室の項を、次のように改める。 

市民部 市民総室 総務班 1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 
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（市民部

長） 

（市民総室

長） 

（総務課

長） 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策の指示

及び被災状況のとりまとめに関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 

市民班 

（市民課

長） 

1 避難所及び避難地の設置、管理及び運営に関

すること。 

2 避難者及び被災者の収容に関すること。 

3 炊き出しその他食料品等の配給に関するこ

と。 

4 避難状況の本部への報告に関すること。 

5 来庁者（本庁舎）の避難誘導に関すること。 

6 安否情報の提供。 

中道支所班 

（中道支所

長） 

1 支所内自衛消防隊の活動に関すること。 

2 市民班への応援に関すること。 

3 来庁者（中道支所）の避難誘導に関するこ

と。 

4 庁用自動車（中道支所）の移動に関するこ

と。 

5 重要書類、データの退避（中道支所）に関す

ること。 

上九一色出

張所班 

（上九一色

出張所長） 

1 出張所内自衛消防隊の活動に関すること。 

2 市民班への応援に関すること。 

人権男女参

画班 

（人権男女

参画課長） 

1 総務班への応援に関すること。 

2 来庁者（南庁舎）の避難誘導に関すること。 

3 庁用自動車（南庁舎）の移動に関すること。 

4 重要書類、データの退避（南庁舎）に関する

こと。 

- 410 -



市民協働室 

（市民協働

室長） 

協働推進班 

（協働推進

課長） 

1 地域内の情報収集及び伝達に関すること。 

2 被災者の要望及び陳情の受付に関すること。 

3 災害ボランティアの支援に関すること。 

協働支援班 

（協働支援

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

別表第１ 福祉保健部の項を、次のように改める。 

福祉保健部 

（福祉保健

部長） 

保健衛生監

は、福祉保

健部長を補

佐する。 

福祉保健総

室 

（福祉保健

総室長） 

総務班 

（総務課

長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策の指示

及び被災状況のとりまとめに関すること。 

4 社会福祉関係施設の被害調査及び応急対策に

関すること。 

5 社会事業団体及び奉仕団等の連絡に関するこ

と。 

6 食料・生活必需物資の調達・配送・配分に関

すること。 

7 義援金の受付及び配分計画に関すること。 

8 受援（部内）に関すること。 

生活福祉班 

（生活福祉

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

障がい福祉

班 

（障がい福

祉課長） 

1 避難行動要支援者等に関すること。 

2 福祉避難所の開設に関すること。 

健康支援室 

（健康支援

室長） 

健康政策班 

（健康政策

課長） 

1 市保健医療救護対策本部の設置・運営及び庶

務、対策本部会議の招集・開催に関すること。 

2 県、市災害対策本部及び他の地区保健医療救

護対策本部、関係機関等との連携に関するこ
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と。 

3 市保健医療教護対策本部職員及び医療スタッ

フ等の職員管理、庁舎管理、通信管理に関する

こと。 

4 災害医療情報等の広報、周知に関すること。 

5 市保健医療救護対策本部長の補佐に関するこ

と。 

6 その他、災害管理機関等との調整・渉外に関

すること。 

地域保健班 

（地域保健

課長） 

1 医療機関等への訪問調査に関すること。 

2 医療依存度の高い難病患者等の安否確認・対

応に関すること。 

3 医療救護所の（設置、）運営に関すること。 

4 医療救護班の指揮に関すること。 

5 巡回健康相談チームの編成・派遣に関するこ

と。 

6 感染症、防疫対策の指揮・指示・実施に関す

ること。 

7 避難所の医療ニーズ調査の代行に関するこ

と。 

8 感染症、食中毒等防止対策の指導、実施に関

すること。 

9 その他、災害時の対人保健に関すること。 

保険経営室 

（保険経営

室長） 

指導監査班 

（指導監査

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

介護保険班 

（介護保険

課長） 

1 避難行動要支援者等に関すること。 

2 福祉避難所の開設に関すること。 

健康保険班 

（健康保険

部内各班への応援に関すること。 
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課長） 

保健衛生室 

（保健衛生

室長） 

精神保健班 

（精神保健

課長） 

健康増進班の応援に関すること。 

母子健康班 

（母子健康

課長） 

健康増進班の応援に関すること。 

医務感染症

班 

（医務感染

症課長） 

1 医療、災害情報などの収集、伝達、記録（ク

ロノロジー）に関すること。 

2 EMISを活用した、現地情報・医療機関等の情

報収集・分析に関すること。 

3 医療スタッフ等の派遣要請に関すること。 

4 DMAT、DPAT、DHEAT、災害医療コーディネータ

ーの受入れの県との協議に関すること。 

5 透析等特殊医療の情報収集・対応に関するこ

と。 

6 市三師会等関係団体との調整に関すること。 

7 医療スタッフ、傷病者等の搬送体制の確保・

調整及び搬送支援に関すること。 

8 その他、災害医療関係の確保・調整に関する

こと。 
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生活衛生薬

務班 

（生活衛生

薬務課長） 

1 医薬品、医療資機材等の調達・調整・搬送体

制の確保に関すること。 

2 医療専門ボランティアの募集窓口への協力に

関すること。 

3 災害による遺体の処理に関すること。 

4 その他、災害時の対物保健に関すること。 

会計室 

（会計室

長） 

会計班 

（会計室

長） 

1 部内各班への応援に関すること。 

2 義援金の受け入れに関すること。 

別表第１ 産業部産業総室及び観光商工室の項を次のように改める。 

産業部 

（産業部

長） 

産業総室 

（産業総室

長） 

総務班 

（総務課

長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対応策の指

示及び被害状況のとりまとめに関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 

ふるさと納

税班 

（ふるさと

納税課長） 

観光班への応援に関すること。 

雇用創生班 

（雇用創生

課長） 

観光班への応援に関すること。 

観光班 

（観光課

長） 

1 帰宅困難者、滞留者の保護に関すること。 

2 観光関係の被害調査及び応急対策に関するこ

と。 
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商工振興室 

（商工振興

室長） 

商工班 

（商工課

長） 

1 商工業関係の被害状況の調査及び応急対策に

関すること。 

2 被害に伴う金融対策等の相談、指導に関する

こと。 

中心市街地

振興班 

（中心市街

地振興課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

別表第１ まちづくり部まち開発室の項を、次のように改める。 

まちづくり

部 

（まちづく

り部長） 

リニア交通

政策監は、

まちづくり

部長を補佐

する。 

まち開発室 

（まち開発

室長） 

都市計画班 

（都市計画

課長） 

区画整理区域内の応急対策に関すること。 

地域デザイ

ン班 

（地域デザ

イン課長） 

部内各班への応援に関すること。 

産業立地班 

（産業立地

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

区画整理班 

（区画整理

課長） 

部内各班への応援に関すること。 

別表第１病院部の項を、次のように改める。 

病院部 

（病院長の

指名する副

院長） 

他の副院長

病院事務総

室 

（病院事務

総室長） 

総務班 

（総務課

長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策の指示

及び被災状況のとりまとめに関すること。 

4 職員の動員に関すること。 

経営企画班 

（経営企画
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及び事務局

長は、部長

を補佐す

る。 

班長） 

医事班 

（医事課

長） 

診療班 

（診療部

長） 

1 収容者に対する医療看護に関すること。 

2 医薬品その他衛生資材の確保に関すること。 

3 移動医療に関すること。 

4 その他医療全般に関すること。 診療支援班 

（診療支援

部長） 

医療支援セ

ンター班 

（医療支援

センター

長） 

医療班への応援に関すること。 

放射線班 

（放射線部

長） 

診療班及び診療支援班への応援に関すること。 

薬剤班 

（薬剤部

長） 

看護班 

（看護部

長） 

総合相談セ

ンター班 

（総合相談

センター

長） 

医事班への応援に関すること。 
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医療総合研

修センター

班 

（医療総合

研修センタ

ー長） 

診療班への応援に関すること。 

医療安全管

理班 

（医療安全

管理部長） 

感染管理班 

（感染管理

部） 

経営改善対

策班 

（経営改善

対策部長） 

 

別表第２(別紙その１)危機管理部を次のように改める。 

部等 室等 部長が指名する職員の課等 

危機管理部 危機管理室 防災企画課・地域防災課・危機管理

課 

 

別表第２(別紙その２) 危機管理部、総務部及び企画部の項を次のように改める。 

部等 室等 部長が指名する職員の課等 

危機管理部 危機管理室 防災企画課・地域防災課・危機管理

課（危機管理担当課長を含む。） 

行政経営部 行政経営総室・人事管

理室・契約管財室 

総務課・デジタル推進課・職員課・

契約課・管財課 

市長室・情報戦略室 全課 
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企画財務部 全室 全課 

 

 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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甲府市地震災害警戒本部 

 

甲府市地震災害警戒本部活動規程第１号 

 甲府市地震災害警戒本部活動規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和３年３月３１日 

 

 

                  甲府市地震災害警戒本部長  

                  甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

 

甲府市地震災害警戒本部活動規程の一部を改正する規程 

甲府市地震災害警戒本部活動規程（昭和５４年１１月地震災害警戒本部規程第 1号）の

一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「議会事務局長」を「議会局長」に改める。また、第５条第２項中「防

災指導班長」を「地域防災班長」に改める。 

 

別表第１ 危機管理部危機管理室防災指導班の項を、次のように改める。 

危機管理

部 

（危機管

理監） 

危機管理室 

（危機管理

室長） 

地域防災班 

（地域防災課

長） 

防災企画班への応援に関すること。 

 

別表第１ 総務部総務総室、行政管理室及び議会総室の項を、次のように改める。 

行政経営

部 

（行政経

営部長） 

議会局長

は、行政

経営部長

を補佐す

る。 

行政経営総

室 

（行政経営

総室長） 

総務班 

（総務課長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策の指示及び

被害状況のとりまとめに関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 

5 重要書類、データの退避（自治研修センター）に

関すること。 

法制班 

（法制課長） 

部内各班への応援に関すること。 
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行政経営班 

（行政経営課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

デジタル推進

班 

（デジタル推

進課長） 

1 情報システム・ネットワークの稼動確認及び復旧

対応に関すること。 

2 部内各班への応援に関すること。 

人事管理室 

（人事管理

室長） 

職員班 

（職員課長） 

1 職員の服務及び出勤に関すること。 

2 災害応急対策等に係る求人に関すること。 

3 職員の安否及び職員の被災状況の調査に関するこ

と。 

4 職員の健康管理に関すること。 

人事制度改革

担当課長班 

（人事制度改

革担当課長） 

部内各班への応援に関すること。 

研修厚生班 

（研修厚生課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

議会総室 

（議会総室

長） 

議会総務班 

（総務課長） 

1 市議会議員との連絡に関すること。 

2 部内各班への応援に関すること。 

政策調査班 

（政策調査課

長） 

議事班 

（議事課長） 

 

別表第１ 企画部の項を、次のように改める。 

企画財務

部 

（企画財

務部長） 

企画財務総

室 

（企画財務

総室長） 

総務班 

（総務課長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 各部との連絡に関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 

- 420 -



税務統括

監は、企

画財務部

長を補佐

する。 

企画財政班 

（企画財政課

長） 

1 本部活動費の経理に関すること。 

2 その他災害の経理に関すること。 

3 部内各班への応援に関すること。 

連携推進室 

（連携推進

室長） 

公民連携班 

（公民連携課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

自治体連携班 

（自治連携課

長） 

課税管理室 

（課税管理

室長） 

市民税班 

（市民税課

長） 

1 住家等の被害状況調査に関すること。 

2 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交付に関するこ

と。 

資産税班 

（資産税課

長） 

収納管理室 

（収納管理

室長） 

収納班 

（収納課長） 

1 住家等の被害状況調査に関すること。 

2 罹災台帳の作成及び罹災証明書の交付に関するこ

と。 
滞納整理班 

（滞納整理課

長） 

別表第１ 市民部市民総室及び市民協働室の項を、次のように改める。 

市民部 

（市民部

長） 

市民総室 

（市民総室

長） 

総務班 

（総務課長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策の指示及び

被災状況の取りまとめに関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 

市民班 

（市民課長） 

1 避難所及び避難地の設置、管理及び運営に関する

こと。 

2 避難者及び被災者の収容に関すること。 

3 炊き出しその他食料品等の配給に関すること。 

4 避難状況の本部への報告に関すること。 

5 安否情報の提供。 
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中道支所班 

（中道支所

長） 

1 支所内自衛消防隊に関すること。 

2 市民班への応援に関すること。 

上九一色出張

所班 

（上九一色出

張所長） 

1 出張所内自衛消防隊の活動に関すること。 

2 市民班への応援に関すること。 

人権男女参画

班 

（人権男女参

画課長） 

総務班への応援に関すること。 

市民協働室 

（市民協働

室長） 

協働推進班 

（協働推進課

長） 

1 地域内の情報収集及び伝達に関すること。 

2 被災者の要望及び陳情の受付に関すること。 

3 災害ボランティアの支援に関すること。 

協働支援担当

班 

（協働支援課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

別表第１ 福祉保健部の項を、次のように改める。 

福祉保健

部 

（福祉保

健部長） 

保健衛生

監は、福

祉保健部

長を補佐

する。 

福祉保健総

室 

（福祉保健

総室長） 

総務班 

（総務課長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策の指示及び

被災状況の取りまとめに関すること。 

4 社会福祉関係施設の被害調査及び応急対策に関す

ること。 

5 社会事業団体及び奉仕団等の連絡に関すること。 

6 食料・生活必需物資の調達・配送・配分に関する

こと。 

7 義援金の受付及び配分計画に関すること。 

8 受援（部内）に関すること。 

生活福祉班 部内各班への応援に関すること。 
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（生活福祉課

長） 

障がい福祉班 

（障がい福祉

課長） 

1 避難行動要支援者等に関すること。 

2 福祉避難所の開設に関すること。 

健康支援室 

（健康支援

室長） 

健康政策班 

（健康政策課

長） 

1 市保健医療救護対策本部の設置・運営及び庶務、

対策本部会議の招集・開催に関すること。 

2 県、市災害対策本部及び他の地区保健医療救護対

策本部、関係機関等との連携に関すること。 

3 市保健医療教護対策本部職員及び医療スタッフ等

の職員管理、庁舎管理、通信管理に関すること。 

4 災害医療情報等の広報、周知に関すること。 

5 市保健医療救護対策本部長の補佐に関すること。 

6 その他、災害管理機関等との調整・渉外に関する

こと。 

地域保健班 

（地域保健課

長） 

1 医療機関等への訪問調査に関すること。 

2 医療依存度の高い難病患者等の安否確認・対応に

関すること。 

3 医療救護所の（設置、）運営に関すること。 

4 医療救護班の指揮に関すること。 

5 巡回健康相談チームの編成・派遣に関すること。 

6 感染症、防疫対策の指揮・指示・実施に関するこ

と。 

7 避難所の医療ニーズ調査の代行に関すること。 

8 感染症、食中毒等防止対策の指導、実施に関する

こと。 

9 その他、災害時の対人保健に関すること。 

保険経営室 

（保険経営

室長） 

指導監査班 

（指導監査課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

介護保険班 

（介護保険課

長） 

1 避難行動要支援者等に関すること。 

2 福祉避難所の開設に関すること。 
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健康保険班 

（健康保険課

長） 

部内各班への応援に関すること。 

保健衛生室 

（保健衛生

室長） 

精神保健班 

（精神保健課

長） 

健康増進班の応援に関すること。 

母子健康班 

（母子健康課

長） 

健康増進班の応援に関すること。 

 

 

医務感染症班 

（医務感染症

課長） 

1 医療、災害情報などの収集、伝達、記録（クロノ

ロジー）に関すること。 

2 EMISを活用した、現地情報・医療機関等の情報収

集・分析に関すること。 

3 医療スタッフ等の派遣要請に関すること。 

4 DMAT、DPAT、DHEAT、災害医療コーディネーターの

受入れの県との協議に関すること。 

5 透析等特殊医療の情報収集・対応に関すること。 

6 市三師会等関係団体との調整に関すること。 

7 医療スタッフ、傷病者等の搬送体制の確保・調整

及び搬送支援に関すること。 

8 その他、災害医療関係の確保・調整に関するこ

と。 

生活衛生薬務

班 

（生活衛生薬

務課長） 

1 医薬品、医療資機材等の調達・調整・搬送体制の

確保に関すること。 

2 医療専門ボランティアの募集窓口への協力に関す

ること。 

3 災害による遺体の処理に関すること。 

4 その他、災害時の対物保健に関すること。 

会計室 

（会計室

長） 

会計班 

（会計室長） 

1 部内各班への応援に関すること。 

2 義援金の受け入れに関すること。 

別表第１ 産業部産業総室及び観光商工室の項を次のように改める。 
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産業部 

（産業部

長） 

産業総室 

（産業総室

長） 

総務班 

（総務課長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への応急対策及び被害状

況の取りまとめに関すること。 

4 受援（部内）に関すること。 

ふるさと納税

班 

（ふるさと納

税課長） 

観光班への応援に関すること。 

雇用創生班 

（雇用創生課

長） 

観光班への応援に関すること。 

観光班 

（観光課長） 

1 帰宅困難者、滞留者の保護に関すること。 

2 観光関係の被害調査及び応急対策に関すること。 

商工振興室 

（商工振興

室長） 

商工班 

（商工課長） 

1 商工業関係の被害状況の調査及び応急対策に関す

ること。 

2 被害に伴う金融対策等の相談、指導に関するこ

と。 

中心市街地振

興班 

（中心市街地

振興課長） 

部内各班への応援に関すること。 

別表第１ まちづくり部まち開発室地域デザイン担当課長班の項を、次のように改める。 

まちづく

り部 

（まちづ

くり部

長） 

リニア交

通政策監

は、まち

づくり部

まち開発室 

（まち開発

室長） 

地域デザイン

班 

（地域デザイ

ン課長） 

部内各班への応援に関すること。 
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長を補佐

する。 

別表第１ 病院部の項を、次のように改める。 

病院部 

（病院長 

の指名す 

る副院

長） 

他の副院

長及び事

務局長

は、部長

を補佐す

る。 

病院事務総

室 

（病院事務

総室長） 

総務班 

（総務課長） 

1 部内の活動の調整及び連絡に関すること。 

2 部内の庶務に関すること。 

3 部の管理に属する施設等への情報伝達及び応急対

策の指示に関すること。 

4 職員の動員に関すること。 

経営企画班 

（経営企画班

長） 

医事班 

（医事課長） 

診療班 

（診療部長） 

1 外来入院患者に対する応急対策の実施に関するこ

と。 

2 医薬品その他衛生資材の確保に関すること。 

3 移動医療に関すること。 

4 その他医療全般に関すること。 

診療支援班 

（診療支援部

長） 

医療支援セン

ター班 

（医療支援セ

ンター長） 

医療班への応援に関すること。 

放射線班 

（放射線部

長） 

診療班及び診療支援班への応援に関すること。 

薬剤班 

（薬剤部長） 
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看護班 

（看護部長） 

総合相談セン

ター班 

（総合相談セ

ンター長） 

医事班への応援に関すること。 

医療総合研修

センター班 

（医療総合研

修センター

長） 

診療班への応援に関すること。 

医療安全管理

班 

（医療安全管

理部長） 

感染管理班 

（感染管理

部） 

経営改善対策

班 

（経営改善対

策部長） 

 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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任免辞令 
 

（市長事務部局） 

市長直轄組織 危機管理室危機管理担当 課長 丹羽 保明 

退職を承認する 

以 上    発 令 日 令和 ３年 ３月１８日 

 

   渡邊 富士雄 

事務職員に採用する 

行政事務職を命ずる 

市長直轄組織危機管理室危機管理担当課長を命ずる 

以 上    発 令 日 令和 ３年 ３月１９日 

 

市長直轄組織 危機管理監 部長 佐藤 敦 

総務部   部長 萩原 優 

企画部   部長 塚原 工 

市民部   部長 白倉 尚志 

市民部 中道支所 課長補佐 名取 忠彦 

市民部 市民協働室協働推進課 課長補佐 佐藤 孝寛 

市民部 市民協働室人権男女参画課 課長 伏見 ゆかり 

福祉保健部 健康支援ｾﾝﾀｰ精神保健課 課長 村山 かほる 

福祉保健部 福祉支援室高齢者福祉課 課長補佐 降矢 裕美子 

子ども未来部 子ども未来総室子ども保育課 課長補佐 刀 幸子 

子ども未来部 子ども未来総室子ども保育課 係長 西村 淳子 

子ども未来部 子ども未来総室子ども保育課 係長 内藤 ふたば 

子ども未来部 子ども未来総室子ども保育課 係長 早川 京子 

子ども未来部 子ども未来総室子ども保育課 作業主任 秋山 喜代子 

子ども未来部 子ども未来総室子ども保育課 技能主任 斉藤 浩子 

環境部 廃棄物対策室 室長 井上 隆 

環境部 廃棄物対策室減量課 統括主任 古屋 圭一 

産業部 農林振興室農政課 課長補佐 堀内 慶太 

産業部 農林振興室就農支援課 課長 山本 宮樹 

まちづくり部   部長 梅澤 賢一 

まちづくり部 まち整備室公園緑地課 課長補佐 佐野 浩明 

まちづくり部 まち整備室道路河川課 統括主任 三井 一栄 

まちづくり部 まち整備室道路河川課 技能主任 宮原 希代男 
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市立甲府病院 診療部 主任 長田 祐子 

市立甲府病院 放射線部 技師長補佐 中村 公二 

市立甲府病院 看護部 技能主任 浅川 えつ子 

市立甲府病院事務局  部長 中澤 勝也 

（各通） 

甲府市職員の定年等に関する条例第２条の規定により定年退職とする 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

 

環境部 部長 小澤 洋 

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合への派遣を解く 

甲府市職員の定年等に関する条例第２条の規定により定年退職とする 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

 

総務部 総務総室総務課 主事 清水 健二 

市民部 市民総室国民健康保険課 主事 雨宮 嶺人 

環境部 環境総室総務課 主事 今村 遥香 

市立甲府病院  院長 青山 香喜 

（各通） 

任期付採用の任期の満了により令和 ３年３月３１日限り退職とする 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

 

総務部 行政管理室職員課 技師 中込 大貴 

市民部 課税管理室資産税課 主任 平嶋 里巳 

福祉保健部 福祉保健総室総務課 主事 飯沼 柚香 

福祉保健部 健康長寿室健康政策課 係長 石山 なぎさ 

福祉保健部 健康長寿室地域保健課 技師 上野 恵美 

福祉保健部 健康長寿室地域保健課 技師 三枝 享 

福祉保健部 健康支援ｾﾝﾀｰ医務感染症課 課長 河西 文子 

福祉保健部 健康支援ｾﾝﾀｰ生活衛生薬務課 課長 浅山 光一 

福祉保健部 福祉支援室高齢者福祉課 主事 高野 由佳 

福祉保健部 福祉支援室障がい福祉課 主任 矢崎 友理 

福祉保健部 福祉支援室障がい福祉課 主事 繪上 翔 

子ども未来部 子ども未来総室子ども保育課 主事 泉 紗恵 

産業部 農林振興室就農支援課 主事 竹井 泰紀 

市立甲府病院 診療部 科部長 前田 宜包 

市立甲府病院 診療部 医長 德増 芳則 

市立甲府病院 診療部 医師 奥脇 徹也 
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市立甲府病院 診療部 医師 山田 亮太 

市立甲府病院 看護部 副看護師長 篠原 祐子 

市立甲府病院 看護部 主任 丸山 恵美子 

市立甲府病院 看護部 主任 堀内 美和 

市立甲府病院 看護部 技師 岩越 千夏 

市立甲府病院 看護部 技師 中沢 征秀 

（各通） 

退職を承認する 

以 上     発 令 日  令和３年 ３月３１日 

 

（議会局） 

議会局   部長 嶋田 忠司 

議会局 議会総室総務課 課長補佐 植松 泰人 

（各通） 

甲府市職員の定年等に関する条例第２条の規定により定年退職とする 

以 上     発 令 日  令和３年 ３月３１日 

 

議会局 議会総室議事課 主任 宇佐美 淳 

退職を承認する 

以 上     発 令 日  令和３年 ３月３１日 

 

（教育委員会） 

教育部 教育総室学事課 作業主任 藤本 正人 

教育部 生涯学習室生涯学習課 課長補佐 山岡 かとり 

教育部 生涯学習室生涯学習課 課長補佐 依田 利恵子 

教育部 生涯学習室歴史文化財課 主任 伊藤 正幸 

（各通） 

甲府市職員の定年等に関する条例第２条の規定により定年退職とする 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

 

教育部 教育総室学校教育課 課長補佐 青木 央 

教育部 生涯学習室生涯学習課 係長 小澤 弘 

（各通） 

退職を承認する 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

 

（選挙管理委員会事務局） 
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選挙管理委員会事務局 室長 酒井 仁 

甲府市職員の定年等に関する条例第２条の規定により定年退職とする 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

（監査委員事務局） 

監査委員事務局 代表監査委員 輿石 十直 

退職を承認する 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

 

（農業委員会事務局） 

農業委員会事務局  課長 石川 満 

甲府市職員の定年等に関する条例第２条の規定により定年退職とする 

以 上     発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 

 

（上下水道局） 

工務部  水道管理室         室長    望 月  孔 明 

工務部  下水道管理室        室長    貴 家  正 史 

工務部  水道管理室   浄水課   係長    小 林 清 一 郎 

（各通） 

甲府市職員の定年等に関する条例第２条の規定により定年退職とする 

 

工務部  水道管理室   浄水課   主任    鎌 田     勝 

工務部  下水道管理室  下水道課  技師    松 田   直 樹 

（各通） 

退職を承認する  

以 上    発 令 日  令和 ３年 ３月３１日 
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